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発刊にあたって 

 
弊財団では、医療経済・医療政策に関する基盤整備事業の一環として、主要先進国

の医療保障関連情報の収集・分析を行い「医療関連データ集」を刊行してまいりまし

た。現在、我が国においては医療制度改革の議論が各方面で行なわれていますが、他

の先進国においても制度改革が議論・進行中であります。こうした他国の動向を追跡

調査し、踏み込んで分析することは、我が国の制度のあり方を占う際に重要な意義を

もつと思われ、弊財団の「医療関連データ集」が、その一助になるのではないかと考

えております。 

 

本データ集の刊行にあたっては、ドイツ医療保障制度に関する研究会座長の早稲田

大学 商学部 土田 武史 教授はじめ、研究会委員の先生方に多大なるご支援を賜り

ました。この場をお借りして御礼申し上げます。 

最後になりましたが、本「医療関連データ集」の内容について一層の充実を図るた

めにも、ご利用された皆様の忌憚のないご意見、ご批判を事務局宛までお寄せいただ

ければ幸いです。 
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  本調査研究は、ドイツの医療保障制度に関する基礎データ、ならびに近年の医療制

度改革をめぐる最新情報を収集することを目的として実施した。 

ドイツおよび日本の医療制度に精通した有識者による委員会を設立し、ドイツ医療保

障制度に関する研究やデータを収集・整理し、その成果を本報告書としてまとめた。

委員会の構成は以下の通りである。 
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 ─ 1 ─ 医療経済研究機構 

 
ドイツ国内の最近の動き 

 
１．政治情勢 
 現在のドイツの政権は、社会民主党（ＳＰＤ）と同盟９０・緑の党（緑の党）が連立して担って

いる。この連立政権は、それぞれの政党のイメージカラーが赤と緑であることから、「赤緑連立」

と通称される。赤緑連立政権は、１９９８年９月の連邦議会選挙により誕生し、２００２年９月２

２日の連邦議会選挙においても僅かな差であったが過半数を確保し、第二次シュレーダー政権が発

足している。一期目のシュレーダー政権は税制改革、年金改革、連邦軍改革、脱原子力政策などを

推進したが、二期目に入ってからは税制や社会保障問題などにうまく対応することができず、また、

経済・失業問題が一向に改善されないこともあって、支持率は深刻に低下した。こうした中で行わ

れた２００３年２月のニーダーザクセン州、ヘッセン州議会選挙において、シュレーダー首相の率

いるＳＰＤは歴史的大敗を喫した。 
 政権の支持率低迷の原因は改革の停滞にあるとみたシュレーダー首相は、２００３年３月に労働

支援、起業支援、医療保険、年金、教育改革などを網羅した改革構想である「アジェンダ２０１０」

を発表した。この改革構想には社会保障給付の一部削減も含まれていたため、ＳＰＤの伝統的な支

持母体である労働組合や与党内の左派の強い反発を受け、一方で野党側からは不十分な改革との批

判を浴びたが、シュレーダー首相自身による精力的な説得、改革案の微修正等により、まず与党内

の支持を獲得した。そして、改革法案の審議にあたっては、連邦参議院では野党側が過半数を占め

るために法案の多くが可決できず、両院協議会が開かれることとなった。連立政権は両院協議会に

おいて野党側の要求を一部受け入れた格好で法案を修正し、２００３年中の成立を目指していた関

連法案を全て可決させることに成功した。 
 医療保険についても、１０割給付を放棄して、外来診療について、３ヶ月に１度１０ユーロを自

己負担するなどの大きな改革がなされ、疾病金庫の財政状況は改善している。2005 年 3 月 2 日に

ウラ＝シュミット保健相は記者会見し、疾病金庫は 2004 年には 40 億ユーロの黒字となり、医療改

革は機能していると述べている（出所：Pressestelle-Berlin,den02.03.2005  Bundesmninisterium fuer 
Gesundheit und Soziale Sicherung）。 
 ドイツ経済の活力を取り戻すためには改革路線を継続する必要があると考えられているが、一方

で、首相をつとめながら同時にＳＰＤの党首として党内の意見調整を行うことには限界があるとシ

ュレーダー首相は判断し、２００４年２月に党首を辞任することを表明した。そして、シュレーダ

ー首相は後任の党首にミュンテフェリング院内総務を指名し、同年３月のＳＰＤ臨時党大会におい

てミュンテフェリング新党首が誕生した。 
 しかし、ＳＰＤの退勢は歯止めがかからず、2004 年 6 月のテューリンゲン州議会選挙、9 月のザ

ールラント州議会選挙、ザクセン州議会選挙と敗退が続いた。しかし、ザクセン州議会選挙と同日

に行われたブランデンブルク州議会選挙では、プラツェック州首相の個人的な人気にも助けられ、

同州第一党の座を守り切り、地方議会選挙での連敗を止めることができた。また、最大野党である

キリスト教民主／社会同盟で医療制度改革案を巡る内部対立が生じたことや、シュレーダー政権の

進めている改革が必要であるという認識が広まったこと、ＳＰＤが新党首のもとで結束を取り戻し

つつあることなどから、2004 年 7 月には２５％にまで低落したＳＰＤの支持率も、2005 年１月に

は３２％にまで回復した。 
 このように、シュレーダー政権は最悪の状態からは脱したが、経済が好況となる、失業率が改善
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するといった改革の具体的効果が現れるまでは、今後も厳しい状況が続くものと思われる。次回の

連邦議会選挙は 2006 年秋に予定されていたが、今年５月のノルトライン＝ヴェストファーレン州

議会選挙において歴史的大敗を喫してしまったことから、シュレーダー首相は連邦議会選挙を前倒

しで 9 月に行うこととした。 
（参考）連邦参議院は、各州政府の代表により構成される。住民数に応じて決められる各州の票決

数は合計６９票であるが、社会民主党（ＳＰＤ）が政権を握る州の票決数合計は２１票、キリスト

教民主／社会同盟（ＣＤＵ／ＣＳＵ）が主導する州の票決数合計は３７票で、連邦議会での与野党

の地位が逆転している。なお、両者が大連立を組んでいる州の票決数も合計１１票ある。 
 
２．経済情勢 
 ドイツは、ＧＤＰの規模では米国とわが国に次ぐ世界第３位、国際貿易量では世界第２位を誇る、

ＥＵ最大の経済大国である。 
 低迷していたドイツ経済は 2003 年の後半以降、緩やかに回復しており、各種の経済指標も好転

の兆しを見せている。2004 年のＧＤＰ成長率は１．６％であり、ドイツ連邦政府は 2005 年も１．

６％成長すると予測している。ただし、目下の景気回復は主として外需によるものであり、依然と

して内需は伸び悩んでいる。失業率はなかなか下がらず、投資も減少傾向にある上に個人消費も停

滞するなど、ドイツ経済は力強く回復しているとまでは言えない状況にある。 
 ドイツの最大の課題の一つは失業問題である。２００３年には、労働市場の改革をアジェンダ２

０１０による改革の柱と位置づけ、解雇保護法の緩和、失業給付の支給期間の短縮等を内容とする

「労働市場改革法」、伝統的なマイスター制度の改革を図る「手工業法改正法」などを実施した。

しかしながら、失業情勢は引き続き厳しく、2004 年の平均失業者数は４３８万人（失業率１０．

５％）に達し、過去最高水準となっている。さらに、2005 年１月には、季節的要因のほか、新た

に社会扶助受給者層等の失業登録が義務化されたこともあって、失業者数は５０４万人（失業率１

２．１％）となり、史上初めて５００万人を突破した。 
 また、財政赤字も大きな課題となっている。2002 年にＥＵの安定成長協定のいわゆる３％条項

を超過してしまい、その後も 2003 年、2004 年と 3 年連続して３％を超過する赤字となった。2004
年 6 月、ドイツ連邦政府は 2005 年予算の政府原案を閣議決定し、大幅な民営化収入の計上などに

より、2005 年の財政赤字は３％条項を遵守できるとしているが、その実現可能性に疑問も呈され

ている。 
 
３．外交情勢 
 ドイツの外交・安全保障政策は、従来より欧州統合の深化と拡大への積極的参加、ＮＡＴＯを機

軸とする大西洋間関係の重視、ロシアとの友好関係を基本としており、現在の赤緑連立政権もこの

路線を踏襲している。 
 一方、外交の継続性を前提としつつも、シュレーダー政権は独自性も発揮し始めている。例えば、

シュレーダー首相は従来どちらかと言えば避けられてきた「ドイツの国益」という言葉をはっきり

と使っている。また、シュレーダー首相は、米国の連続テロ事件後の 2001 年 10 月の連邦議会で演

説した際に、「自由と安定のための国際的な努力に、独が二次的な役割しか果たすことを期待され

なかった独の戦後外交の段階は不可逆的に終了した」と述べた。 
 実際に、ドイツが国際的に重要な問題についてリーダーシップを発揮する事例は、これまで以上

に多く見られるようになってきている。 
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 例えば、フィッシャー外相が 2000 年５月にベルリンのフンボルト大学で行ったＥＵの 将来像

に関する講演は、欧州内での議論を活発化させる契機となり、欧州統合の将来を議論する「コンベ

ンション」設立へとつながった。このコンベンションでは、2003 年７月に欧州憲法条約草案を採

択するまでの間、ドイツ（特にドイツ政府代表としてのフィッシャー外相）はフランスとともに議

論の主導的役割を果たした。 
 イラク問題については、戦闘開始前、ドイツは①対イラク軍事行動には参加しない、②対イラク

軍事行動を容認する安保理決議には賛成しないとの方針のもとに、フランスやロシアとともに平和

的方法による解決を主張した。このため、対米関係には軋みが生じた。戦後に採択された安保理諸

決議においても、ドイツは、イラク人への早期かつ完全な主権移譲、国連の役割強化、多国籍軍の

駐留期間の明確化等を主張し、引き続きフランスと連携しているが、2004 年２月に独米両首脳の

会談が行われるなど、独米関係の改善へ向けての努力も行われている。 
 また、国連改革については、アナン事務総長が国際社会に対する新たな脅威に国連が有効に対応

するための改革を検討する「ハイレベル委員会」を設置するなど、国連・安保理改革の気運が高ま

る中、シュレーダー首相は 2004 年 3 月以降、ドイツは常任理事国入りを希望すると国内外に明言

している。2004 年９月には日本、ドイツ、インド、ブラジルの４カ国首脳会談がニューヨークで

行われ、この４か国が互いに常任理事国の候補であることを確認し、安保理改革の実現に向けて協

調していくことで一致している。 
 
４．日独関係 
 日本とドイツの交流は、古くはドイツ人医師シーボルトが長崎において西洋の知識を広めたこと

にも遡るが、最近では、ドイツにおける日本の理解を一層高めるために、１９９９～２０００年を

「ドイツにおける日本年」として、ドイツ各地で日本を紹介する行事が約９００件実施された。ま

た、２００５～０６年には今度はドイツを日本に紹介するために、日本側は皇太子殿下、ドイツ側

はケーラー大統領が名誉総裁となり、「日本におけるドイツ年」が実行される。 
 
 



ドイツ医療保障制度に関する研究会 

 
 

 ─ 4 ─  

 
 
 
面積 1) 35.7 万 km2 人口 2) 82,489 千人 言語 ドイツ語 
民族 ゲルマン系を主体とするドイツ民族 
宗教 新教約 2,800 万人、旧教約 2,700 万人 
政治体制 連邦共和制（16 州）、議院内閣制 

国内総生産 2) 
2 110 400 
百万ﾕｰﾛ 

出生率4) 
合計特殊出生率2) 

8.7 
1.31 

総保健支出2) 230 066
百万ﾕｰﾛ

人口千人当り 
医師数 2) 3.3 人

1人当り〃2) 
25 584 

ﾕｰﾛ 
平均寿命３) 78.5 歳 1人当り〃2) 

2 789
ﾕｰﾛ

人口千人当り 
看護師数 2) 9.9 人

失業率 2) 8.5% 高齢化率2) 17.3％ 対GDP比2) 10.9% 
人口千人当り 
入院病床数 3) 9.0 床

国民性・ 
風土 

 ドイツ連邦共和国は欧州の中心部に位置し、９つの国に囲まれている。ドイツは東と
西、スカンジナビア諸国と地中海地域を結ぶ要としての性格を強めている。 
 ドイツ民族はフランケン、ザクセン、シュヴァーベン、バイエルンなどの様々なドイ
ツ部族が一体となったものである。その伝統と方言はそれぞれの地域社会の人々の間に
生き続けている。 

 
1) Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 2003 
2) OECD Health Data 2004. より 2002 年値 
3) OECD Health Data 2004 .より 2001 年値、病床数は急性期病床 
4) Eurostat Population Statistics 2004 Edition.より 2002 年値、出生率は人口 1,000 人あたり 
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1. 人口・人口動態 

 
 
 

ページ 

1-1）年齢階級別人口推移（各年 12 月 31 日） ............................................................................. 6 

1-2）性別人口推移 ............................................................................................................................. 8 

1-3）人口ピラミッド（2002 年 12 月 31 日現在） ........................................................................ 9 

1-4）年齢別平均余命（ドイツ連邦共和国） ............................................................................... 11 

1-5）婚姻・出生・死亡件数 ........................................................................................................... 12 

1-6）合計特殊出生率の推移 ........................................................................................................... 13 

1-7）年齢階層別死亡数・死亡率の推移 ....................................................................................... 16 

1-8）死因別死亡数 ........................................................................................................................... 18 

 
 
 



1. 人口・人口動態 
 

 − 6 −

1-1）年齢階級別人口推移（各年 12 月 31 日） 
 
    
  年齢階級 
 合計 1歳未満 1～5歳 6～13歳 14歳 15～17歳 18～20歳 21～39歳 

    
1950 69,346,297 1,054,090 4,389,870 9,426,951 1,185,685 3,169,228 2,878,238 17,287,640 
1955 71,349,915 1,072,432 5,230,750 7,407,881 1,243,710 3,945,985 3,573,656 17,162,512 
1960 73,146,809 1,226,255 5,614,730 8,102,974 800,076 2,752,605 3,614,380 19,492,696 
1965 76,336,308 1,295,793 6,416,509 8,739,253 1,035,241 3,021,915 2,493,232 20,826,179 
1970 78,069,471 1,015,658 6,089,568 9,871,552 1,096,794 3,205,352 3,211,025 20,488,103 
1971 78,556,202 994,071 5,839,662 10,079,455 1,128,201 3,278,839 3,232,218 20,806,954 
1972 78,820,721 884,632 5,570,595 10,246,970 1,150,355 3,344,603 3,287,935 21,083,803 
1973 79,052,620 800,791 5,227,818 10,312,194 1,215,938 3,432,028 3,329,377 21,444,016 
1974 78,882,235 791,185 4,845,123 10,294,861 1,248,950 3,531,132 3,363,810 21,325,542 
1975 78,464,873 767,144 4,489,382 10,130,993 1,287,613 3,628,267 3,385,693 21,104,096 
1976 78,209,026 786,832 4,213,430 9,863,601 1,291,341 3,759,278 3,446,831 20,931,242 
1977 78,110,602 796,201 3,996,122 9,527,629 1,334,351 3,838,837 3,551,026 20,845,250 
1978 78,073,038 800,853 3,913,817 9,089,032 1,343,477 3,932,610 3,670,193 20,746,329 
1979 78,179,666 811,014 3,931,011 8,606,764 1,319,000 4,008,606 3,820,497 20,648,878 
1980 78,397,483 859,531 3,974,333 8,129,750 1,310,161 4,057,829 3,925,930 20,637,672 
1981 78,418,324 853,218 4,067,603 7,661,056 1,265,996 4,028,534 4,019,043 20,664,018 
1982 78,248,407 854,333 4,118,088 7,214,600 1,221,336 3,920,835 4,068,976 20,874,160 
1983 78,008,156 821,854 4,157,183 6,835,242 1,146,759 3,800,421 4,074,957 21,069,959 
1984 77,709,213 806,412 4,157,765 6,547,606 1,038,886 3,620,553 4,024,044 21,342,212 
1985 77,660,533 810,013 4,161,156 6,347,441 1,001,521 3,402,195 3,925,886 21,981,050 
1986 77,780,338 845,764 4,139,193 6,329,808 886,022 3,197,165 3,822,216 22,567,317 
1987 77,899,502 861,147 4,130,674 6,367,891 790,328 2,943,485 3,666,445 22,824,145 
1988 78,389,735 892,580 4,190,267 6,501,176 779,360 2,703,326 3,479,076 23,316,312 
1989 79,112,831 882,275 4,323,040 6,662,358 770,876 2,505,500 3,302,284 23,807,357 
1990 79,753,227 911,442 4,432,548 6,789,743 803,770 2,406,208 3,066,450 24,120,544 
1991 80,274,564 832,749 4,544,063 6,898,324 824,656 2,422,045 2,835,286 24,363,410 
1992 80,974,632 811,917 4,546,220 7,043,390 840,382 2,471,372 2,655,028 24,657,300 
1993 81,338,093 799,022 4,478,279 7,171,346 859,054 2,532,715 2,543,059 24,671,240 
1994 81,538,603 769,617 4,349,795 7,261,870 913,053 2,577,608 2,539,829 24,476,317 
1995 81,817,499 766,004 4,219,148 7,338,998 914,335 2,664,020 2,575,222 24,296,431 
1996 82,012,162 796,261 4,058,516 7,409,091 923,378 2,733,905 2,628,518 24,024,573 
1997 82,057,379 811,285 3,995,678 7,389,570 901,878 2,788,383 2,662,501 23,665,420 
1998 82,037,011 784,782 3,972,461 7,327,248 895,552 2,764,578 2,735,176 23,291,009 
1999 82,163,475 771,223 3,959,195 7,264,738 901,858 2,745,009 2,799,882 22,925,801 
2000 82,259,540 766,554 3,951,030 7,123,903 935,755 2,722,944 2,852,894 22,536,777 
2001 82,440,309 735,755 3,959,424 6,967,982 955,683 2,762,575 2,841,251 22,222,764 
2002 82,536,680 719,250 3,904,271 6,813,038 979,021 2,821,077 2,822,292 21,857,838 

    

 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 2004, p. 40, Tab. 2.9 
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  （単位：人） 

   
40～59歳 60～64歳 65歳以上 

   
19,831,687 3,373,523 6,749,385 
20,395,321 3,661,876 7,655,792 
18,811,081 4,261,871 8,470,141 
18,114,693 4,756,244 9,637,249 
17,523,879 4,787,899 10,779,641 
17,476,383 4,724,718 10,995,701 
17,349,949 4,694,465 11,207,414 
17,247,964 4,631,636 11,410,858 
17,337,192 4,533,655 11,610,785 
17,664,667 4,261,576 11,745,442 
18,201,059 3,852,933 11,862,479 
18,811,909 3,366,565 12,042,712 
19,482,750 2,926,537 12,167,440 
20,004,179 2,764,734 12,264,983 
20,328,474 3,009,768 12,164,035 
20,558,399 3,406,132 11,894,325 
20,593,698 3,793,420 11,588,961 
20,697,071 4,108,469 11,296,241 
20,726,676 4,197,947 11,247,112 
20,505,960 4,136,497 11,388,814 
20,393,721 4,074,007 11,525,125 
20,577,960 4,088,966 11,648,461 
20,615,414 4,192,974 11,719,250 
20,776,660 4,288,171 11,794,310 
20,959,571 4,350,811 11,912,140 
21,169,108 4,352,341 12,032,582 
21,450,048 4,322,804 12,176,171 
21,689,890 4,233,218 12,360,270 
21,776,896 4,331,845 12,541,773 
21,833,979 4,476,912 12,732,450 
21,882,288 4,698,853 12,856,779 
21,915,664 4,960,585 12,966,415 
21,903,851 5,294,899 13,067,455 
21,914,621 5,529,896 13,351,252 
21,957,504 5,718,165 13,694,014 
22,123,547 5,805,606 14,065,722 
22,517,506 5,663,568 14,438,819 
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1-2）性別人口推移 
 
     （単位：千人）

 旧西ドイツ 旧東ドイツ 旧西ドイツ＋旧東ドイツ 
 計 男 女 計 男 女 計 男 女 

      
1939 43,008 21,038 21,970 16,745 8,191 8,555   
1947 47,645 21,594 26,052 19,102 8,263 10,838   
1950 50,336 23,405 26,931 18,360 8,150 10,210   
1955 52,698 24,594 28,105 17,832 7,969 9,864   
1960 55,785 26,173 29,611 17,188 7,745 9,443   
1965 59,297 28,171 31,126 17,040 7,780 9,260   
1970 61,001 29,072 31,930 17,068 7,865 9,203   
1975 61,645 29,382 32,263 16,820 7,817 9,003   
1980 61,658 29,481 32,177 16,740 7,857 8,882   
1985 61,020 29,190 31,830 16,640 7,877 8,762   
1986 61,140 29,285 31,855 16,640 7,904 8,736   
1987 61,238 29,419 31,819 16,661 7,935 8,726   
1988 61,715 29,693 32,022 16,675 7,973 8,702   
1989 62,679 30,236 32,442 16,434 7,873 8,561   
1990 63,726 30,851 32,875 16,028 7,649 8,378 79,753 38,500 41,253
1991 64,485 31,282 33,203 15,790 7,557 8,233 80,275 38,839 41,435
1992 65,289 31,756 33,534 15,685 7,544 8,141 80,975 39,300 41,675
1993 65,740 31,991 33,749 15,598 7,527 8,071 81,338 39,518 41,820
1994 66,007 32,124 33,883 15,531 7,521 8,010 81,539 39,645 41,894
1995 66,342 32,306 34,036 15,476 7,519 7,957 81,818 39,825 41,993
1996 66,583 32,440 34,144 15,429 7,515 7,914 82,012 39,955 42,057
1997 66,691 32,505 34,187 15,391 7,507 7,884 82,082 40,012 42,070
1997 66,688 32,496 34,192 15,369 7,496 7,873 82,057 39,992 42,065
1998 66,747 32,539 34,208 15,290 7,465 7,825 82,037 40,004 42,033
1999 66,946 32,653 34,293 15,217 7,438 7,780 82,163 40,085 42,058
2000 67,140 32,760 34,380 15,120 7,396 7,723 82,260 40,157 42,103
2001 68,711 33,559 35,152 13,729 6,715 7,014 82,440 40,275 42,166
2002 68,920 33,676 35,243 13,617 6,669 6,948 82,537 40,345 42,192
2003 69,007 33,725 35,282 13,524 6,631 6,893 82,532 40,360 42,173

          

 
※註：1) 2002年旧西ドイツ、旧東ドイツは医療経済研究機構にて集計。 
 
出所： Bundesministerium für Gesundheit, Statistisches Taschenbuch Gesundheit 2002, Tab1.1 

http://www.bmgs.bund.de/download/statistiken/stattb2002/inhalt.htm 
Statistisches Bundesamt Deutschland  Bevölkerung nach Geschlecht und Staatsangehörigkeit 
http://www.destatis.de/basis/d/bevoe/bevoetab4.htm 
Statistisches Bundesamt Deutschland  Bundesländer, Fläche, Bevölkerungsdichte 
http://www.destatis.de/jahrbuch/jahrtab1.htm 
Statistisches Bundesamt Deutschland, GENESIS-Online (2002, 2003) 
https://www-genesis.destatis.de/genesis/online/logon 
Table 12411-0010 (Bevölkerung: Bundesländer, Stichtag, Geschlecht) 
Table 12411-0003 (Bevölkerung: Bundesländer, Stichtag, Geschlecht) 
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1-3）人口ピラミッド（2002 年 12 月 31 日現在） 
 

     （単位：千人）

 旧西ドイツ1) 旧東ドイツ 旧西ドイツ＋旧東ドイツ 1)2) 

 計 男 女 計 男 女 計 男 女 
      

0歳 719.3 369.3 350.0 727.4 373.7 353.7 1,446.7 743.0 703.7
1歳 739.5 380.3 359.2 755.7 388.1 367.6 1,495.2 768.4 726.8
2歳 773.8 397.0 376.8 774.8 397.9 376.9 1,548.6 794.9 753.7
3歳 777.8 399.8 378.0 785.1 403.2 381.9 1,562.9 803.0 759.9
4歳 794.1 407.3 386.9 805.6 413.3 392.3 1,599.7 820.6 779.2
5歳 819.0 420.2 398.8 810.7 416.1 394.5 1,629.7 836.3 793.3
6歳 803.4 412.5 391.0 789.6 405.2 384.4 1,593.0 817.7 775.4
7歳 777.1 398.5 378.6 780.9 400.9 380.1 1,558.0 799.4 758.7
8歳 787.0 404.3 382.7 802.1 411.8 390.2 1,589.1 816.1 772.9
9歳 819.4 420.4 398.9 828.5 424.7 403.8 1,647.9 845.1 802.7

10歳 840.1 430.2 409.8 855.2 438.3 416.9 1,695.3 868.5 826.7
11歳 873.3 447.8 425.5 916.0 470.1 445.9 1,789.3 917.9 871.4
12歳 961.4 493.7 467.7 954.9 489.9 465.0 1,916.3 983.6 932.7
13歳 951.5 487.7 463.8 963.6 494.5 469.2 1,915.1 982.2 933.0
14歳 979.0 502.8 476.2 967.4 497.2 470.2 1,946.4 1,000.0 946.4
15歳 959.4 493.6 465.9 949.8 488.0 461.8 1,909.2 981.6 927.7
16歳 945.1 485.0 460.1 928.3 476.5 451.8 1,873.4 961.5 911.9
17歳 916.5 470.5 446.1 913.8 469.5 444.2 1,830.3 940.0 890.3
18歳 917.9 471.3 446.6 920.1 472.3 447.8 1,838.0 943.6 894.4
19歳 934.5 477.6 456.9 945.2 483.4 461.7 1,879.7 961.0 918.6
20歳 969.9 494.9 475.1 966.6 492.5 474.1 1,936.5 987.4 949.2
21歳 976.4 495.4 481.1 977.7 496.3 481.4 1,954.1 991.7 962.5
22歳 992.8 503.4 489.4 966.2 490.4 475.8 1,959.0 993.8 965.2
23歳 953.0 483.7 469.3 945.0 480.2 464.7 1,898.0 963.9 934.0
24歳 948.9 482.4 466.5 942.7 479.5 463.3 1,891.6 961.9 929.8
25歳 946.0 481.0 465.0 937.5 477.2 460.3 1,883.5 958.2 925.3
26歳 936.3 476.8 459.5 923.1 471.1 452.0 1,859.4 947.9 911.5
27歳 916.2 468.1 448.0 922.1 470.7 451.4 1,838.3 938.8 899.4
28歳 933.1 475.5 457.7 938.5 478.6 459.9 1,871.6 954.1 917.6
29歳 947.8 483.1 464.8 993.7 507.5 486.2 1,941.5 990.6 951.0
30歳 1,042.5 532.6 509.9 1,097.4 561.6 535.8 2,139.9 1,094.2 1,045.7
31歳 1,154.1 590.7 563.4 1,181.1 605.9 575.1 2,335.2 1,196.6 1,138.5
32歳 1,210.0 621.5 588.5 1,254.9 645.4 609.5 2,464.9 1,266.9 1,198.0
33歳 1,300.7 668.7 632.0 1,332.6 685.7 646.9 2,633.3 1,354.4 1,278.9
34歳 1,364.7 701.7 663.0 1,382.4 710.8 671.5 2,747.1 1,412.5 1,334.5
35歳 1,400.2 719.1 681.1 1,420.2 730.5 689.7 2,820.4 1,449.6 1,370.8
36歳 1,439.9 740.9 699.1 1,445.3 45.4 699.9 2,885.2 786.3 1,399.0
37歳 1,450.6 749.0 701.5 1,463.7 755.4 708.2 2,914.3 1,504.4 1,409.7
38歳 1,476.5 760.7 715.8 1,472.5 758.7 713.8 2,949.0 1,519.4 1,429.6
39歳 1,468.2 755.5 712.7 1,446.3 743.8 702.6 2,914.5 1,499.3 1,415.3
40歳 1,424.2 730.9 693.3 1,414.1 724.6 689.5 2,838.3 1,455.5 1,382.8
41歳 1,403.7 717.1 686.6 1,385.5 708.2 677.3 2,789.2 1,425.3 1,363.9
42歳 1,366.9 698.1 668.8 1,345.8 687.6 658.2 2,712.7 1,385.7 1,327.0
43歳 1,324.0 675.9 648.1 1,291.6 660.0 631.6 2,615.6 1,335.9 1,279.7
44歳 1,258.2 642.6 615.6 1,247.2 637.1 610.1 2,505.4 1,279.7 1,225.7
45歳 1,234.7 629.9 604.9 1,221.1 622.6 598.5 2,455.8 1,252.5 1,203.4
46歳 1,205.7 613.3 592.4 1,190.0 604.8 585.2 2,395.7 1,218.1 1,177.6
47歳 1,172.5 594.4 578.2 1,165.0 589.0 576.0 2,337.5 1,183.4 1,154.2
48歳 1,155.5 581.6 573.8 1,139.7 573.0 566.7 2,295.2 1,154.6 1,140.5
49歳 1,121.4 562.1 559.3 1,124.8 563.9 560.9 2,246.2 1,126.0 1,120.2
50歳 1,125.5 563.3 562.1 1,116.6 559.3 557.3 2,242.1 1,122.6 1,119.4
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1-3）人口ピラミッド（2002 年 12 月 31 日現在）～承前 
 

     （単位：千人）

 旧西ドイツ1) 旧東ドイツ 旧西ドイツ＋旧東ドイツ 1)2) 

 計 男 女 計 男 女 計 男 女 
      

51歳 1,104.7 552.7 551.9 1,110.9 556.3 554.6 2,215.6 1,109.0 1,106.5
52歳 1,113.4 557.0 556.4 1,096.9 550.4 546.5 2,210.3 1,107.4 1,102.9
53歳 1,076.5 540.6 535.9 1,036.0 521.2 514.7 2,112.5 1,061.8 1,050.6
54歳 991.3 498.7 492.6 965.4 485.4 480.0 1,956.7 984.1 972.6
55歳 934.9 468.6 466.3 880.5 441.6 438.9 1,815.4 910.2 905.2
56歳 821.3 411.2 410.1 777.5 388.2 389.3 1,598.8 799.4 799.4
57歳 729.1 361.9 367.2 852.2 423.9 428.2 1,581.3 785.8 795.4
58歳 968.5 481.4 487.1 980.6 488.6 492.0 1,949.1 970.0 979.1
59歳 985.5 490.6 494.9 976.7 486.5 490.1 1,962.2 977.1 985.0
60歳 960.0 476.9 483.1 1,065.4 528.5 536.9 2,025.4 1,005.4 1,020.0
61歳 1,161.0 573.2 587.9 1,198.5 591.3 607.2 2,359.5 1,164.5 1,195.1
62歳 1,224.6 601.4 623.2 1,218.1 597.9 620.2 2,442.7 1,199.3 1,243.4
63歳 1,199.7 585.9 613.9 1,165.0 568.7 596.2 2,364.7 1,154.6 1,210.1
64歳 1,118.3 543.2 575.1 1,086.3 527.4 558.9 2,204.6 1,070.6 1,134.0
65歳 1,042.0 503.0 539.0 1,032.8 497.4 535.4 2,074.8 1,000.4 1,074.4
66歳 1,010.3 482.6 527.6 997.6 476.4 521.2 2,007.9 959.0 1,048.8
67歳 970.4 460.3 510.1 941.1 446.3 494.8 1,911.5 906.6 1,004.9
68歳 896.6 422.1 474.6 813.9 382.3 431.5 1,710.5 804.4 906.1
69歳 717.8 333.8 383.9 720.9 334.3 386.6 1,438.7 668.1 770.5
70歳 709.7 325.4 384.3 720.7 329.6 391.0 1,430.4 655.0 775.3
71歳 715.5 323.6 391.9 739.8 333.3 406.5 1,455.3 656.9 798.4
72歳 745.6 331.5 414.1 739.1 327.6 411.5 1,484.7 659.1 825.6
73歳 712.8 311.5 401.3 715.4 311.8 403.5 1,428.2 623.3 804.8
74歳 696.7 299.5 397.2 676.3 284.9 391.4 1,373.0 584.4 788.6
75歳 634.9 258.6 376.3 633.5 250.6 382.9 1,268.4 509.2 759.2
76歳 610.1 231.1 379.0 610.3 225.8 384.4 1,220.4 456.9 763.4
77歳 587.2 209.1 378.1 569.4 196.4 373.0 1,156.6 405.5 751.1
78歳 528.4 173.1 355.3 524.9 170.8 354.1 1,053.3 343.9 709.4
79歳 496.8 157.6 339.2 508.6 162.1 346.5 1,005.4 319.7 685.7
80歳 492.4 154.7 337.7 503.7 156.5 347.2 996.1 311.2 684.9
81歳 483.7 145.8 337.8 479.4 143.4 336.0 963.1 289.2 673.8
82歳 442.8 128.5 314.3 388.8 112.9 276.0 831.6 241.4 590.3
83歳 309.4 87.7 221.7 255.4 72.4 183.0 564.8 160.1 404.7
84歳 184.1 50.8 133.3 180.5 50.0 130.5 364.6 100.8 263.8
85歳 160.0 43.3 116.7 168.3 45.3 123.0 328.3 88.6 239.7
86歳 158.3 41.3 117.1 182.0 46.9 135.1 340.3 88.2 252.2
87歳 181.1 45.0 136.1 207.0 51.1 155.8 388.1 96.1 291.9
88歳 201.8 48.0 153.8 201.9 48.1 153.8 403.7 96.1 307.6
89歳 171.9 39.7 132.2 171.7 39.7 132.0 343.6 79.4 264.2
90歳 143.2 32.2 111.1 137.9 31.0 106.9 281.1 63.2 218.0
91歳 107.2 23.5 83.7 106.8 23.1 83.6 214.0 46.6 167.3
92歳 84.8 17.6 67.1 82.8 17.2 65.6 167.6 34.8 132.7
93歳 62.9 12.9 50.0 61.0 12.4 48.6 123.9 25.3 98.6
94歳 44.9 9.0 35.9 45.3 9.2 36.1 90.2 18.2 72.0

95歳以上 135.5 35.4 100.1 130.7 33.8 96.8 266.2 69.2 196.9
      

合計 82,536.7 40,344.9 42,191.8 82,482.3 40,310.4 42,171.9 165,019.0 80,655.3 84,363.7
      

 
※註：1) 西ベルリンを含めていない。 

2) 医療経済研究機構にて集計。 
 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 2004, p. 42, Tab. 2.11 
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1-4）年齢別平均余命（ドイツ連邦共和国） 
 

     （単位：年）

 男 

 1901/ 
1910 

1932/ 
1934 

1993/ 
1995 

1994/ 
1996 

1995/
1997 

1996/ 
1998 

1997/ 
1999 

1998/ 
2000 

2000/
2002 

     
0歳 44.82  59.86  72.99  73.29 73.62 74.04 74.44 74.78 75.38
1歳 55.12  64.43  72.44  72.72 73.04 73.44 73.83 74.15 74.72
2歳 56.39  64.03  71.48  71.76 72.08 72.47 72.86 73.19 73.75
5歳 55.15  61.70  68.55  68.82  69.13 69.52 69.91 70.24 70.80

10歳 51.16  57.28  63.60  63.87  64.18 64.57 64.96 65.28 65.84
15歳 46.71  52.62  58.66  58.93  59.24 59.62 60.01 60.33 60.89
20歳 42.56  48.16  53.87  54.14  54.44 54.82 55.21 55.52 56.06
25歳 38.59  43.83  49.14  49.40  49.70 50.07 50.45 50.76 51.29
30歳 34.55  39.47  44.37  44.63  44.93 45.29 45.66 45.96 46.47
35歳 30.53  35.13  39.66  39.90  40.18 40.53 40.88 41.17 41.67
40歳 26.64  30.83  35.02  35.26  35.52 35.84 36.18 36.46 36.94
45歳 22.94  26.61  30.51  30.74  30.99 31.30 31.62 31.89 32.34
50歳 19.43  22.54  26.13  26.36  26.60 26.90 27.22 27.48 27.93
55歳 16.16  18.69  21.97  22.19  22.41 22.70 23.00 23.25 23.69
60歳 13.14  15.11  18.08  18.28  18.48 18.73 19.01 19.25 19.68
65歳 10.40  11.87  14.59  14.75  14.91 15.13 15.36 15.56 15.93
70歳 7.99  9.05  11.44  11.61  11.76 11.94 12.14 12.30 12.57
75歳 5.97  6.68  8.71  8.85  8.96 9.11 9.27 9.42 9.64
80歳 4.38  4.84  6.38  6.52  6.63 6.75 6.91 7.01 7.09
85歳 3.18  3.52  4.60  4.77  4.86 4.95 5.06 5.11 5.07
90歳 2.35  2.63  3.29  3.63  3.72 3.82 3.91 3.95 3.63

     

 
     （単位：年）

 女 

 1901/ 
1910 

1932/ 
1934 

1993/ 
1995 

1994/ 
1996 

1995/ 
1997 

1996/ 
1998 

1997/ 
1999 

1998/ 
2000 

2000/
2002 

     
0歳 48.33  62.81  79.49  79.72  79.98 80.27 80.57 80.82 81.22
1歳 57.20  66.41  78.88  79.09  79.34 79.61 79.91 80.14 80.53
2歳 58.47  65.96  77.92  78.13  78.37 78.64 78.94 79.17 79.56
5歳 57.27  63.56  74.97  75.18  75.42 75.69 75.98 76.21 76.60

10歳 53.35  59.09  70.02  70.23  70.46 70.73 71.02 71.25 71.64
15歳 49.00  54.39  65.06  65.27  65.50 65.77 66.06 66.29 66.68
20歳 44.84  49.84  60.16  60.37  60.60 60.86 61.15 61.38 61.76
25歳 40.84  45.43  55.26  55.47  55.70 55.95 56.24 56.47 56.85
30歳 36.94  41.05  50.36  50.57  50.79 51.05 51.33 51.56 51.93
35歳 33.04  36.67  45.51  45.70  45.92 46.17 46.44 46.67 47.03
40歳 29.16  32.33  40.70  40.89  41.11 41.35 41.62 41.84 42.19
45歳 25.25  28.02  35.99  36.18  36.39 36.62 36.88 37.09 37.43
50歳 21.35  23.85  31.37  31.56  31.77 31.99 32.25 32.45 32.79
55歳 17.64  19.85  26.87  27.05  27.26 27.47 27.72 27.92 28.26
60歳 14.17  16.07  22.49  22.66  22.85 23.06 23.30 23.50 23.84
65歳 11.09  12.60  18.33  18.49  18.66 18.85 19.06 19.25 19.55
70歳 8.45  9.58  14.44  14.58  14.74 14.90 15.09 15.25 15.51
75歳 6.30  7.09  10.94  11.06  11.19 11.32 11.48 11.61 11.81
80歳 4.65  5.15  7.92  8.02  8.12 8.23 8.37 8.47 8.58
85歳 3.40  3.70  5.52  5.60  5.69 5.77 5.87 5.93 5.97
90歳 2.59  2.72  3.80  3.89  3.95 4.00 4.07 4.13 4.07

     

 
 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 1996, p. 77, Tab. 3.31; 1997, p. 76, Tab. 3.31; 1998, p. 75, Tab. 3.31; 

1999, p. 74, Tab. 3.31; 2000, p. 74, Tab. 3.31; 2001, p. 74, Tab. 3.31; 2002, p. 72, Tab. 3.30; 2003, p. 72, Tab. 3.30; 2004, 
p. 54, Tab. 2.30 
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1-5）婚姻・出生・死亡件数 
 

         （単位：件）

 婚姻 出生 死産 死亡 3)  

 
件数 

人口 

1000対 合計 

人口 

1000対 うち：男 庶出 1) 件数 2)
出生

1000対 合計 

人口

1000対 うち：男

生後1年 

以内 

生後7日 

以内 

自然人口 

増減 
         

1950 750,452 11.0 1,116,701 16.3 578,191 117,934 24,857 21.8 748,329 10.9 375,323 67,175 - ＋ 368,372
1955 617,228 8.8 1,113,408 15.8 575,079 102,555 22,060 19.4 795,938 11.3 404,123 48,614 - ＋ 317,470
1960 689,028 9.5 1,261,614 17.3 648,928 95,321 19,814 15.5 876,721 12.0 446,999 44,105 24,900 ＋ 384,893
1965 621,130 8.2 1,325,386 17.4 682,200 76,543 16,566 12.3 907,882 11.9 459,097 31,907 - ＋ 417,504
1970 575,233 7.4 1,047,737 13.5 537,922 75,802 10,853 10.3 975,664 12.6 482,696 23,547 15,958 ＋ 72,073
1975 528,811 6.7 782,310 9.9 402,790 66,114 6,120 7.8 989,649 12.6 481,191 14,760 8,727 － 207,339
1980 496,603 6.3 865,789 11.0 444,148 102,921 4,954 5.7 952,371 12.1 455,924 10,779 5,582 － 86,582
1985 496,175 6.4 813,803 10.5 417,248 132,032 3,601 4.4 929,649 12.0 433,752 7,419 3,287 － 115,846
1990 516,388 6.5 905,675 11.4 465,379 138,755 3,202 3.5 921,445 11.6 425,093 6,385 2,488 － 15,770
1991 454,291 5.7 830,019 10.4 426,098 125,187 2,741 3.3 911,245 11.4 421,818 5,711 2,101 － 81,226
1992 453,428 5.6 809,114 10.0 414,807 120,448 2,660 3.3 885,443 11.0 410,583 4,992 2,039 － 76,329
1993 442,605 5.5 798,447 9.8 410,071 118,284 2,467 3.1 897,270 11.1 415,874 4,665 1,891 － 98,823
1994 440,244 5.4 769,603 9.5 395,869 118,460 3,113 4.0 884,661 10.9 409,375 4,309 1,853 － 115,058
1995 430,534 5.3 765,221 9.4 392,729 122,876 3,405 4.4 884,588 10.8 410,663 4,053 1,839 － 119,367
1996 427,297 5.2 796,013 9.7 409,213 135,700 3,573 4.5 882,843 10.8 408,082 3,962 1,867 － 86,830
1997 422,776 5.2 812,173 9.9 417,006 145,833 3,510 4.3 860,389 10.5 398,313 3,951 1,779 － 48,216
1998 417,420 5.1 785,034 9.6 402,865 157,117 3,190 4.0 852,382 10.4 393,443 3,666 1,677 － 67,348
1999 430,674 5.2 770,744 9.4 396,296 170,634 3,118 4.0 846,330 10.3 390,742 3,496 1,685 － 75,586
2000 418,550 5.1 766,999 9.3 393,323 179,574 3,084 4.0 838,797 10.2 388,981 3,362 1,594 － 71,798
2001 389,591 4.7 734,475 8.9 377,586 183,816 2,881 3.9 828,541 10.1 383,887 3,163 1,498 － 94,066
2002 391,963 4.8 719,250 8.7 369,277 187,961 2,700 3.7 841,686 10.2 389,116 3,036 1,507 － 122,436

         

 
※註：1) 1998年7月1日以降に結婚していない両親から出生。 

2) 1994年4月1日から報告の基礎データに変更あり；これについては第3章に対する序を参照。 
3) 死産、後から公式文書に記載された戦争による死亡、裁判所による死亡宣告を除く。 
 

出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 2000, p. 67, Tab. 3.24.1, p. 68, Tab. 3.24.4; 2001, p. 67, Tab. 3.24.1, p. 
68, Tab. 3.24.4; 2002, p. 67, Tab. 3.24.1, p. 68, Tab. 3.24.4; 2003, p. 67, Tab. 3.24.1, p. 68, Tab. 3.24.4; 2004, p. 49, Tab. 
2.24.1; 2004, p. 50, Tab. 2.24.4 
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1-6）合計特殊出生率の推移 
 

 旧西独 
合計特殊 
出生率 

旧東独 
合計特殊 
出生率 

ドイツ連邦共和国
合計特殊 
出生率 

   
1950 2.10   - - 
1960 2.37   - - 
1970 2.02   - - 
1980 1.44   - - 
1985 1.28   - - 
1990 1.45   1.51 1.45   
1991 1.42   0.98 1.33   
1992 1.41 0.83 1.30   
1993 1.39   0.77   1.28   
1994 1.35   0.77   1.24   
1995 1.34   0.84   1.25   
1996 1.40   0.95   1.32   
1997 1.44   1.04   1.37   
1998 1.41 1.09 1.36   
1999 1.41 1.15 1.36 
2000 1.41 1.21 1.38 
2001 - - 1.35 
2002 - - 1.34 
2003 - - 1.34 

   

 
※註： 15-50歳として 

 
出所： Daten des Gesundheitswesens 2001, p. 34より作成(～1999)。 

Statistisches Bundesamt, Wirtschaft und Statistik 2003.2 (2000) 
Eurostat  
http://epp.eurostat.cec.eu.int/pls/portal 
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参考）ドイツ連邦共和国 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 州  名 
面積（km2

） 
（2001年12月31日現在）

人口（千人） 
（2003年12月31日現在）

人口密度 
（人/ km2

） 
    
1 バーデン・ヴュルテンベルク 35,752 10,693 299 
2 バイエルン 70,550 12,423 176 
3 ベルリン 892 3,388 3,798 
4 ブランデンブルク 29,476 2,575 87 
5 ブレーメン 404 663 1,641 
6 ハンブルク 755 1,734 2,297 
7 ヘッセン 21,114 6,089 288 
8 メクレンブルク・フォアポンメルン 23,173 1,732 75 
9 ニーダーザクセン 47,616 7,993 168 

10 ノルトライン・ヴェストファーレン 34,082 18,080 530 
11 ラインラント・プファルツ 19,847 4,059 205 
12 ザールラント 2,568 1,061 413 
13 ザクセン 18,413 4,321 235 
14 ザクセン・アンハルト 20,447 2,523 123 
15 シュレースヴィヒ・ホルシュタイン 1,5761 2,823 179 
16 チューリンゲン 16,172 2,373 147 

    
 全ドイツ 357,023 82,532 231 

    

 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 2004, p. 27, Tab. 2.2 
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1-7）年齢階層別死亡数・死亡率の推移 
 
死亡数    

 1990（旧西独） 1991（旧西独） 1992（旧西独） 1993 1994 1995 
 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

      
1歳未満 2,954 2,122 2,770 2,092 2,492 1,858 2,687 1,978 2,454 1,855 2,324 1,729

1-4歳 589 462 608 469 581 422 675 516 629 524 600 426
5-9歳 340 258 331 250 307 215 445 307 426 293 388 328

10-14歳 281 189 311 200 302 205 463 318 431 294 411 280
15-19歳 1,307 496 1,275 501 1,168 487 1,602 659 1,671 650 1,667 689
20-24歳 2,736 1,001 2,764 877 2,589 861 3,046 907 2,729 855 2,546 841
25-29歳 3,027 1,090 3,286 1,143 3,210 1,177 3,809 1,407 3,704 1,245 3,480 1,235
30-34歳 3,297 1,382 3,564 1,529 3,631 1,451 4,893 2,042 4,998 1,998 4,716 1,940
35-39歳 3,917 2,133 4,185 2,032 4,210 2,066 6,217 2,701 6,296 2,653 6,295 2,718
40-44歳 5,287 2,875 5,868 2,986 5,841 3,132 8,264 4,284 8,577 4,112 8,572 4,166
45-49歳 9,516 4,841 8,851 4,462 8,292 4,255 10,738 5,371 10,453 5,201 10,597 5,263
50-54歳 16,828 7,698 17,142 8,177 16,778 7,819 21,894 10,209 20,557 9,775 18,587 8,990
55-59歳 21,243 9,670 21,375 9,691 21,839 10,016 30,671 13,913 31,457 14,217 31,674 14,414
60-64歳 30,389 15,753 31,355 15,520 30,818 14,625 39,804 19,099 38,354 18,436 38,339 18,277
65-69歳 35,698 27,534 35,053 26,487 34,773 24,784 45,726 31,401 47,930 30,423 50,482 29,742
70-74歳 31,239 28,956 33,592 31,216 37,250 34,174 52,111 50,609 54,361 53,011 54,339 51,269
75-79歳 55,766 66,144 51,033 60,550 44,782 53,410 48,336 61,158 41,390 52,499 42,448 51,800
80-84歳 55,851 88,088 54,940 87,342 53,109 85,121 67,317 110,150 65,411 107,663 63,861 104,429
85-89歳 35,672 74,560 36,065 75,321 35,323 75,960 46,394 99,198 46,283 102,066 46,531 104,489

90歳以上 14,500 47,641 15,056 48,549 15,608 50,327 20,782 65,169 21,262 67,516 22,806 70,900
      

合計 1) 330,439 382,896 329,424 379,394 322,903 372,365 415,874 481,396 409,375 475,286 410,663 473,925
うち外国人 1) 6,412 3,070 6,859 3,438 7,344 3,538 7,865 4,019 8,134 4,249 8,434 4,366

     
      

死亡率     
 1990（旧西独） 1991（旧西独） 1992（旧西独） 1993 1994 1995 
 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

      
1歳未満 8.1 6.1 7.4 5.9 6.7 5.3 6.5 5.0 6.1 4.9 5.9 4.6

1-4歳 0.4 0.4 0.4 0.3 0.4 0.3 0.4 0.3 0.4 0.3 0.3 0.3
5-9歳 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.2 0.1 0.2 0.1 0.2 0.1

10-14歳 0.2 0.1 0.2 0.1 0.2 0.1 0.2 0.1 0.2 0.1 0.2 0.1
15-19歳 0.7 0.3 0.7 0.3 0.7 0.3 0.7 0.3 0.8 0.3 0.8 0.3
20-24歳 1.0 0.4 1.0 0.4 1.0 0.4 1.1 0.3 1.0 0.3 1.0 0.4
25-29歳 1.0 0.4 1.1 0.4 1.0 0.4 1.0 0.4 1.0 0.4 1.0 0.4
30-34歳 1.3 0.6 1.3 0.6 1.3 0.6 1.4 0.6 1.4 0.6 1.3 0.6
35-39歳 1.8 1.0 1.8 0.9 1.8 0.9 2.0 0.9 2.0 0.9 1.9 0.9
40-44歳 2.6 1.5 2.7 1.4 2.6 1.5 2.9 1.6 3.0 1.5 2.9 1.5
45-49歳 4.3 2.3 4.4 2.3 4.2 2.3 4.5 2.4 4.4 2.3 4.3 2.2
50-54歳 6.9 3.3 6.8 3.4 6.7 3.2 7.2 3.5 7.1 3.4 6.9 3.4
55-59歳 11.6 5.3 11.2 5.1 10.8 5.0 11.4 5.2 11.1 5.0 10.8 4.9
60-64歳 18.6 8.5 18.8 8.5 18.3 8.1 19.3 8.6 18.5 8.4 17.9 8.1
65-69歳 29.3 14.2 28.5 14.0 27.5 13.3 28.7 13.9 28.2 13.6 28.3 13.4
70-74歳 45.9 23.9 44.1 23.0 43.2 22.3 45.8 24.4 45.3 24.2 44.4 23.3
75-79歳 76.5 44.7 75.4 43.8 73.6 42.7 76.0 45.5 70.6 42.6 69.3 40.7
80-84歳 124.5 82.9 121.7 80.6 115.5 76.9 119.3 79.8 115.4 77.3 115.6 76.5
85-89歳 193.0 147.2 189.3 142.8 178.9 137.0 188.2 141.1 183.4 138.9 180.5 136.7

90歳以上 304.3 265.5 291.0 254.6 257.7 245.6 286.5 253.2 274.3 247.2 273.7 244.1
      

合計 10.8 11.7 10.6 11.5 10.2 11.1 10.5 11.5 10.3 11.4 10.3 11.3
標準化死亡率 2) 9.1 7.4 8.9 7.2 8.6 7.0 9.0 7.3 8.7 7.1 8.6 6.9

      

 
※註：1) 年齢ないしは家族状況が不明な場合も含まれる。 

2) 1995年の男／女の年齢構成を基礎とする。 
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       （単位：人）

1996 1997 1998 1999 2000 2001 1) 2002 
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

       
2,272 1,690 2,260 1,691 2,088 1,578 1,979 1,517 1,917 1,445 1,815 1,348 1,670 1,366

474 394 510 391 464 383 468 337 437 329 455 346 361 356
365 254 364 236 301 209 320 234 279 196 252 192 234 180
406 263 369 250 404 256 407 253 356 254 384 262 341 230

1,622 665 1,714 630 1,523 650 1,594 667 1,464 621 1,376 600 1,407 557
2,385 783 2,166 674 2,068 663 2,157 671 2,122 708 2,015 654 1,966 672
3,293 1,182 2,935 1,033 2,470 960 2,354 881 2,157 793 1,844 709 1,728 668
4,658 1,840 4,245 1,742 3,768 1,548 3,456 1,516 3,368 1,467 3,019 1,211 2,747 1,211
5,958 2,803 5,777 2,716 5,435 2,596 5,440 2,591 5,245 2,557 5,102 2,573 4,892 2,336
8,280 4,091 8,071 4,050 7,970 3,877 7,831 3,920 7,964 3,896 7,670 3,824 7,724 3,917

11,179 5,782 11,347 5,790 11,243 5,851 11,238 5,755 11,331 5,744 11,243 5,726 11,413 5,851
16,713 8,092 15,315 7,537 14,230 7,105 13,923 7,094 14,292 7,332 14,954 7,830 15,714 8,109
31,395 14,314 29,977 13,957 28,397 13,351 26,321 12,702 24,263 11,715 21,681 10,521 20,319 10,064
38,642 18,361 38,483 18,408 39,178 18,788 39,738 19,139 40,024 19,359 39,638 19,108 38,805 18,852
51,180 29,055 50,257 27,135 48,164 25,872 46,591 24,864 46,301 24,453 45,547 24,421 47,104 25,174
53,228 48,999 52,089 45,838 53,449 43,993 55,927 42,264 57,766 40,670 57,929 38,815 58,419 38,128
46,535 56,391 51,055 61,549 55,917 67,779 58,785 71,632 57,373 68,913 56,388 65,427 57,210 63,573
58,922 97,569 50,955 85,947 44,089 74,421 39,269 65,377 39,742 64,469 43,624 70,294 50,117 81,031
47,086 106,834 46,266 104,658 47,064 106,662 46,745 107,060 45,818 104,770 41,777 96,548 38,198 89,305
23,489 75,399 24,158 77,844 25,221 82,397 26,199 87,114 26,762 90,125 27,174 94,245 28,747 100,990

       
408,082 474,761 398,313 462,076 393,443 458,939 390,742 455,588 388,981 449,816 383,887 444,654 389,116 452,570

8,847 4,547 8,920 4,758 8,905 4,853 9,222 5,083 9,380 5,484 9,684 5,577 10,049 5,842
       
       
       （人口千対）

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

       
5.7 4.4 5.5 4.3 5.1 4.1 5.0 4.0 4.8 3.9 4.7 3.7 4.5 3.9
0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.2 0.3 0.2 0.3 0.2 0.3 0.2 0.2 0.2
0.2 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
0.2 0.1 0.2 0.1 0.2 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1
0.7 0.3 0.7 0.3 0.6 0.3 0.7 0.3 0.6 0.3 0.6 0.3 0.6 0.2
1.0 0.3 0.9 0.3 0.9 0.3 0.9 0.3 0.9 0.3 0.8 0.3 0.8 0.3
1.0 0.4 0.9 0.3 0.8 0.3 0.8 0.3 0.8 0.3 0.7 0.3 0.7 0.3
1.2 0.5 1.1 0.5 1.0 0.4 1.0 0.4 1.0 0.4 0.9 0.4 0.9 0.4
1.8 0.9 1.7 0.8 1.5 0.8 1.5 0.8 1.4 0.7 1.4 0.7 1.3 0.7
2.8 1.4 2.7 1.4 2.6 1.3 2.5 1.3 2.5 1.3 2.3 1.2 2.3 1.2
4.2 2.3 4.1 2.2 4.0 2.1 4.0 2.1 3.9 2.0 3.9 2.0 3.9 2.0
6.8 3.4 6.6 3.3 6.2 3.1 6.0 3.1 5.9 3.1 5.8 3.1 5.9 3.1

10.4 4.7 10.0 4.7 9.8 4.6 9.5 4.6 9.4 4.5 9.3 4.5 9.1 4.5
17.2 7.8 16.3 7.4 15.6 7.2 15.0 6.9 14.5 6.7 14.0 6.5 13.8 6.5
27.8 13.2 27.0 12.6 26.1 12.2 25.1 11.8 24.0 11.3 22.6 10.9 22.0 10.6
42.7 22.7 40.7 21.8 39.6 21.1 38.9 20.4 38.0 19.7 37.0 19.1 36.8 19.0
66.8 39.2 64.7 37.9 64.3 37.9 64.2 37.9 60.6 36.1 58.2 34.9 56.9 34.5

114.9 76.5 111.6 75.3 109.4 74.0 103.2 70.3 98.0 65.5 93.3 62.7 93.7 63.7
179.1 135.6 172.2 129.7 170.4 128.4 166.0 126.3 165.4 125.1 162.3 123.7 165.2 127.6
263.9 243.9 256.2 236.2 252.6 234.2 245.9 232.4 235.3 225.9 226.8 225.3 226.7 230.8

       
10.2 11.3 10.0 11.0 9.8 10.9 9.8 10.8 9.7 10.7 9.5 10.6 9.7 10.7
10.1 11.2 9.7 10.8 9.4 10.6 9.2 10.3 8.8 10.0 8.5 9.7 8.5 9.8

       

 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 1992, p. 82, Tab. 3.31; 1993, p. 83, Tab. 3.32; 1994, p. 83, Tab. 3.32; 

1995, p. 77, Tab. 3.32; 1996, p. 78, Tab. 3.32; 1997, p. 77, Tab. 3. 32; 1998, p. 76, Tab. 3.32; 1999, p. 75, Tab. 3.32; 2000, 
p. 75, Tab. 3.32; 2001, p. 75, Tab. 3.32; 2002, p. 73, Tab. 3.31; 2003, p. 73, Tab. 3.31; 2004, p. 55, Tab. 2.31 
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1-8）死因別死亡数 
 
    
ICD No.  死  因 1992 1993 
  計 男 女 計 男 女 

   
001-139 感染症および伝染性疾患 7,254 4,160 3,094 7,686 4,461 3,225
 010-012  うち呼吸器の結核 760 535 225 670 459 211
140-208 悪性新生物 212,549 106,791 105,758 213,748 107,820 105,928
 151  うち胃癌 16,638 8,461 8,177 16,242 8,281 7,961
 153    大腸癌 21,520 8,892 12,628 21,248 8,833 12,415
 154    直腸癌 9,421 4,537 4,884 9,389 4,512 4,877
 155, 156    肝臓・胆嚢・胆管癌 10,016 4,063 5,953 9,976 4,202 5,774
 157    膵臓癌 10,829 4,995 5,834 10,812 4,977 5,835
 162    気管・気管支・肺癌 35,246 27,882 7,364 36,143 28,414 7,729
 174, 175    乳癌 18,469 126 18,343 18,734 137 18,597
 179-182    子宮癌 5,836 － 5,836 5,629 － 5,629
 183    卵巣および子宮附属器の癌 6,352 － 6,352 6,516 － 6,516
 185    前立腺癌 11,275 11,275 － 11,401 11,401 －

 188, 189    膀胱・腎臓および泌尿器癌 13,130 8,189 4,941 13,341 8,334 5,007
 200-208    リンパ性および造血器の癌 14,445 7,045 7,400 14,851 7,234 7,617
250 糖尿病 19,522 6,276 13,246 23,808 7,796 16,012
290-389 精神および神経・感覚器の疾患 24,039 12,884 11,155 24,505 13,082 11,423
390-459 循環器疾患 437,240 181,950 255,290 440,896 183,712 257,184
 410  うち急性心筋梗塞 88,158 49,911 38,247 89,088 50,492 38,596
 411-414    その他の虚血性心疾患 91,521 37,672 53,849 95,399 39,272 56,127
 426, 427    心臓興奮系の障害・不整脈 12,475 5,595 6,880 12,767 5,677 7,090
 428    心不全 57,593 19,023 38,570 58,929 19,277 39,652
 430-438    脳血管疾患 106,631 38,012 68,619 105,767 37,619 68,148
460-519 呼吸器疾患 50,360 28,202 22,158 52,934 29,001 23,933
 480-486  うち肺炎 16,352 7,196 9,156 16,840 7,270 9,570
 487    インフルエンザ 250 81 169 434 130 304
 466, 490, 491    気管支炎 12,945 8,496 4,449 12,532 7,928 4,604
 492    気腫 3,472 2,246 1,226 3,304 2,103 1,201
 493    喘息 6,025 3,340 2,685 5,969 3,181 2,788
520-579 消化器系疾患 41,865 21,942 19,923 42,280 22,154 20,126
 571  うち慢性肝疾患および肝硬変 19,447 12,719 6,728 19,824 12,971 6,853
580-629 泌尿生殖器疾患 9,483 4,196 5,287 9,389 4,178 5,211
630-676 妊娠・分娩・産褥の合併症 54 － 54 44 － 44
740-759 先天性異常 2,575 1,392 1,183 2,475 1,292 1,183
760-779 周産期に起因する症状 1,896 1,097 799 1,712 999 713
780-799 症状ならびに詳細不明の状態 20,820 9,753 11,067 21,069 9,824 11,245
800-999 傷害および毒物死 44,751 27,176 17,575 42,674 26,155 16,519
 800-804  うち頭蓋骨折 4,694 3,379 1,315 4,565 3,326 1,239
 820    大腿骨頚部骨折 6,558 1,603 4,955 6,344 1,592 4,752
 850-854    頭蓋骨折を伴わない頭蓋内傷害 6,251 4,240 2,011 6,019 4,175 1,844
 940-949    焼死 826 542 284 824 558 266
 960-989    中毒および毒物の効果 4,514 2,648 1,866 3,602 2,186 1,416
 総計 885,443 410,583 474,860 897,270 415,874 481,396
 E800-E949  うち事故 28,173 15,851 12,322 26,785 15,092 11,693
  E810-E819    うち交通事故 10,267 7,468 2,799 9,626 7,053 2,573
  E880-E888      墜落事故 11,978 4,389 7,589 11,565 4,267 7,298
 E950-E959    自殺 13,458 9,326 4,132 12,690 8,960 3,730
 E960-E999    その他の外因 3,120 1,999 1,121 3,199 2,103 1,096

   

 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 1997, p. 440, Tab.18.7; 1998, p. 424, Tab. 18.6; 1999, p. 424, Tab. 18.6 
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     （単位：人）

1994 1995 1996 1997 
計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 

     
8,122 4,719 3,403 8,129 4,631 3,498 8,218 4,457 3,761 7,701 3,870 3,831

670 480 190 625 420 205 603 420 183 505 328 177
212,391 107,266 105,125 212,913 108,334 104,579 212,888 108,561 104,327 210,090 107,618 102,472

15,929 8,126 7,803 15,389 7,887 7,502 15,244 7,827 7,417 14,217 7,357 6,860
21,427 8,976 12,451 21,232 8,955 12,277 21,162 9,064 12,098 20,786 9,052 11,734

8,899 4,309 4,590 9,089 4,400 4,689 9,298 4,709 4,589 8,988 4,619 4,369
10,075 4,228 5,847 9,842 4,310 5,532 9,472 4,265 5,207 9,813 4,377 5,436
11,027 5,058 5,969 11,149 5,132 6,017 11,075 5,135 5,940 11,319 5,328 5,991
36,160 28,099 8,061 37,147 28,887 8,260 36,784 28,362 8,422 37,248 28,464 8,784
18,498 142 18,356 18,807 133 18,674 19,019 143 18,876 18,490 112 18,378

5,415 － 5,415 5,147 － 5,147 5,266 － 5,266 5,179 － 5,179
6,328 － 6,328 6,528 － 6,528 6,266 － 6,266 6,446 － 6,446

11,719 11,719 － 11,868 11,868 － 11,916 11,916 － 11,455 11,455 －

13,083 8,144 4,939 13,056 8,035 5,021 13,099 8,132 4,967 13,215 8,132 5,083
14,880 7,289 7,591 15,168 7,427 7,741 15,427 7,625 7,802 15,499 7,750 7,749
22,459 7,467 14,992 23,328 8,000 15,328 23,940 8,583 15,357 22,370 7,856 14,514
25,177 13,468 11,709 26,058 13,787 12,271 27,730 14,335 13,395 27,589 14,236 13,353

430,542 178,323 252,219 429,407 178,495 250,912 425,884 175,688 250,196 415,892 171,471 244,421
86,915 48,968 37,947 87,739 48,918 38,821 85,206 47,341 37,865 82,893 45,631 37,262
93,976 38,272 55,704 95,997 39,189 56,808 96,099 39,063 57,036 95,757 38,960 56,797
12,791 5,582 7,209 12,737 5,613 7,124 12,818 5,561 7,257 13,105 5,707 7,398
56,639 18,438 38,201 57,041 18,572 38,469 57,016 18,128 38,888 55,936 17,943 37,993

104,079 36,846 67,233 101,034 36,228 64,806 99,266 35,537 63,729 93,647 33,539 60,108
52,824 28,586 24,238 53,898 29,076 24,822 53,843 28,695 25,148 50,434 26,958 23,476
18,277 7,879 10,398 17,613 7,556 10,057 17,381 7,346 10,035 17,328 7,534 9,794

270 88 182 425 133 292 422 129 293 184 70 114
11,256 7,064 4,192 11,602 7,182 4,420 10,782 6,530 4,252 9,333 5,608 3,725
3,125 2,011 1,114 3,143 2,039 1,104 3,164 2,013 1,151 2,732 1,763 969
5,595 2,885 2,710 5,546 2,832 2,714 5,348 2,809 2,539 4,683 2,476 2,207

42,827 22,205 20,622 41,821 21,747 20,074 41,940 21,681 20,259 40,814 21,226 19,588
19,864 13,004 6,860 19,445 12,832 6,613 19,202 12,723 6,479 18,620 12,339 6,281

9,710 4,195 5,515 9,876 4,249 5,627 9,539 4,146 5,393 9,070 3,974 5,096
40 － 40 41 － 41 51 － 51 49 － 49

2,200 1,170 1,030 1,990 1,030 960 2,006 1,104 902 2,060 1,088 972
1,745 1,034 711 1,736 992 744 1,625 929 696 1,625 940 685

21,899 10,063 11,836 22,756 10,583 12,173 22,854 10,712 12,142 22,315 10,453 11,862
40,920 25,687 15,233 39,367 24,679 14,688 38,516 23,904 14,612 37,343 23,592 13,751

4,246 3,138 1,108 4,145 3,064 1,081 3,884 2,837 1,047 3,795 2,767 1,028
5,455 1,328 4,127 5,124 1,321 3,803 5,085 1,334 3,751 4,451 1,181 3,270
5,945 4,146 1,799 5,683 3,955 1,728 5,531 3,769 1,762 5,492 3,772 1,720

756 489 267 622 409 213 693 441 252 638 408 230
3,240 2,007 1,233 2,944 1,801 1,143 3,098 1,866 1,232 2,915 1,719 1,196

884,661 409,375 475,286 884,588 410,663 473,925 882,843 408,082 474,761 860,389 398,317 462,072
25,122 14,456 10,666 23,818 13,656 10,162 23,549 13,347 10,202 22,482 13,003 9,479

9,352 6,899 2,453 8,942 6,495 2,447 8,300 6,055 2,245 8,105 5,977 2,128
10,512 3,959 6,553 10,052 3,894 6,158 10,237 3,953 6,284 9,384 3,740 5,644
12,718 9,130 3,588 12,888 9,222 3,666 12,225 8,728 3,497 12,265 8,841 3,424

3,080 2,101 979 2,661 1,801 860 2,742 1,829 913 2,596 1,748 848
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1-8）死因別死亡数 ～承前 
 
    
ICD No. 死  因 1999 2000 
  計 男 女 計 男 女 

   
A00-B99 感染症及び寄生虫症 9,122 4,444 4,678 10,129 5,071 5,058
A15-A19  結核 499 297 202 497 325 172
B20-B24  HIV（ヒト免疫不全ウィルス） 587 479 108 580 477 103
C00-C97 悪性新生物 210,837 108,272 102,565 210,738 109,625 101,113
C15-C26  消化器の悪性新生物 70,520 34,701 35,819 69,722 34,990 34,732
C30-C39  呼吸器及び胸腔内臓器の悪性新生物 39,784 29,924 9,860 41,168 30,899 10,269
C50  乳房の悪性新生物 17,798 182 17,616 18,035 221 17,814
C51-C58  女性性器の悪性新生物 11,856 - 11,856 11,693 - 11,693
C60-C63  男性性器の悪性新生物 11,533 11,533 - 11,490 11,490 -
C81-C96  リンパ組織、造血組織及び関連組織の悪性新生物 16,681 8,092 8,589 16,186 8,133 8,053
D50-D89 血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害 1,658 681 977 1,815 740 1,075
E00-E90 内分泌、栄養及び代謝疾患 23,332 8,553 14,779 23,671 8,612 15,059
E10-E14  糖尿病 20,947 7,560 13,387 21,180 7,648 13,532
F00-F99 精神及び行動の障害 9,533 6,170 3,363 8,636 5,633 3,003
F10-F19  精神作用物質使用による精神及び行動の障害 6,802 5,346 1,456 6,165 4,895 1,270
G00-G99 神経系の疾患 15,714 7,197 8,517 16,096 7,387 8,709
I00-I99 循環器系の疾患 406,122 166,927 239,195 395,043 161,360 233,683
I00-I15  高血圧性疾患 16,753 5,199 11,554 18,775 5,711 13,064
I20-I25  虚血性心疾患 175,081 82,209 92,872 167,681 78,879 88,802
I21   急性心筋梗塞 70,149 38,085 32,064 67,282 36,458 30,824
I22   再発性心筋梗塞 6,812 4,464 2,348 5,983 3,858 2,125
I30-I52  その他の型の心疾患 87,444 32,084 55,360 88,826 32,198 56,628
I60-I69  脳血管疾患 85,755 31,126 54,629 80,786 29,179 51,607
I64   脳血管発作、脳出血又は脳梗塞と明示されないもの 47,110 16,503 30,607 43,035 14,772 28,263
I70-I79  動脈、細動脈及び毛細血管の疾患 24,856 9,869 14,987 23,148 9,151 13,997
J00-J99 呼吸器系の疾患 51,505 26,647 24,858 51,806 27,115 24,691
J10-J18  インフルエンザ及び肺炎 18,967 7,843 11,124 18,757 8,102 10,655
J45-J46  喘息 3,831 1,930 1,901 3,475 1,726 1,749
K00-K93 消化器系の疾患 40,154 20,414 19,740 40,712 21,008 19,704
K70-K77  肝疾患 18,295 11,929 6,366 18,428 12,231 6,197
N00-N99 尿路性器系の疾患 10,749 4,609 6,140 10,719 4,599 6,120
O00-O99 妊娠、分娩及び産褥 37 - 37 43 - 43
P00-P96 周産期に発生した病態 1,625 917 708 1,474 829 645
Q00-Q99 先天奇形、変形及び染色体異常 1,610 873 737 1,643 845 798
R00-R99 症状、徴候及び異常臨床所見・異常検査所見で他に分類されないもの 22,579 10,448 12,131 23,789 1,149 12,440
R95  乳幼児突然死症候群 507 295 212 482 291 191
A00-T98 総計 846,330 390,742 455,588 838,797 388,981 449,816
V01-Y98 傷病及び死亡の外因 34,063 21,538 12,525 34,523 21,720 12,803
V01-V99  交通事故 7,986 5,789 2,197 7,747 5,622 2,125
W00-W19  転倒･転落 7,302 3,133 4,169 7,404 3,133 4,271
W65-W74  不慮の溺死及び溺水 597 447 150 507 351 156
X00-X09  煙、火及び火災への曝露 506 294 212 475 256 219
X60-X84  故意の自傷及び自殺 11,157 8,080 3,077 11,065 8,131 2,934
X85-Y09  加害に基づく障害及び死亡 719 418 301 602 321 281
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    （単位：人）

2001 2002 
計 男 女 計 男 女 

     
10,375 5,074 5,301 10,466 5,041 5,425

415 249 166 388 253 135
543 413 130 518 400 118

207,619 108,373 99,246 210,043 109,869 100,174
68,781 34,655 34,126 70,108 35,878 34,230
40,565 30,205 10,360 41,215 30,420 10,795
17,737 233 17,504 18,010 230 17,780
11,335 - 11,335 11,413 × 11,413
11,483 11,483 - 11,762 11,762 ×
16,051 8,074 7,977 16,330 8,178 8,152
1,901 734 1,167 1,872 720 1,152

24,363 8,949 15,414 26,355 9,694 16,661
21,878 7,978 13,900 23,607 8,629 14,978
7,826 4,976 2,850 7,922 5,106 2,816
5,446 4,343 1,103 5,504 4,382 1,122

16,625 7,604 9,021 17,748 8,018 9,730
391,727 160,315 231,412 393,778 160,629 233,149
20,805 6,334 14,471 23,261 6,992 16,269

165,069 77,872 87,197 164,801 77,395 87,406
65,228 35,473 29,755 64,218 34,907 29,311
5,797 3,771 2,026 5,056 3,203 1,853

88,819 32,292 56,527 90,818 33,099 57,719
78,691 28,650 50,041 77,519 28,331 49,188
40,671 14,163 26,508 39,433 13,687 25,746
22,676 9,004 13,672 22,536 8,921 13,615
48,535 25,432 23,103 53,646 27,562 26,084
17,612 7,714 9,898 19,305 8,255 11,050
2,886 1,404 1,482 2,701 1,318 1,383

40,918 20,736 20,182 41,849 21,177 20,672
18,140 11,906 6,234 18,341 12,180 6,161
11,221 4,692 6,529 12,260 5,148 7,112

27 - 27 21 × 21
1,484 856 628 1,513 866 647
1,612 861 751 1,572 795 777

22,332 10,800 11,532 20,560 9,960 10,600
429 272 157 367 215 152

828,541 383,887 444,654 841,686 389,116 452,570
34,201 21,519 12,682 34,296 21,437 12,859
7,181 5,198 1,983 7,089 5,118 1,971
7,099 3,059 4,040 7,160 3,058 4,102

455 320 135 469 360 109
478 274 204 550 317 233

11,156 8,188 2,968 11,163 8,106 3,057
564 325 239 604 326 278

     

 
※註： 死因分類は、1999年データより、従来の国際疾病分類第9版ICD-9に準拠した分類からICD-10に準拠した分類に

変更になっている。 
 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 2001, p. 442-443, Tab.18.8; 2002, p. 426-427, Tab. 18.5; 2003,  

p. 442-443, Tab. 18.4; 2004, p. 234-235, Tab. 8.5 
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2-1）国内総生産、国民総生産、国民所得 
 

     （単位：《計》～十億ユーロ／《1人当たり》～ユーロ）

 国内総生産（GDP） 国民総生産（GNP） 国民所得 非自営業の税込収入 給与所得 
 時価 一定価格 1)  時価 一定価格 1)       
 計 
   

国民1人 
当たり 計 

国民1人当

たり 計 計 
国民1人
当たり 計 

対国民 
所得比 計 

被用者1人
当たり月額

 旧西ドイツ 
1950  49.7 218.2 11,100 50.4 1,100 223.4 40.1 900 23.4 58.2 20.4 120
1960 146.0 481.4 19,600 146.2 2,800 481.5 116.1 2,200 69.4 59.7 59.8 260
1960 154.8 511.3 19,600 154.9 2,800 511.3 122.9 2,200 73.8 60.1 63.7 260
1961 169.6 535.0 20,200 169.4 3,000 533.5 133.3 2,400 83.2 62.4 71.8 290
1962 184.5 559.9 21,100 184.3 3,200 558.4 144.2 2,600 92.1 63.9 79.5 320
1963 195.5 575.7 21,700 195.4 3,400 574.1 152.3 2,700 98.8 64.9 85.3 330
1964 214.8 614.0 23,100 214.5 3,700 611.7 167.3 2,900 108.0 64.5 94.0 360
1965 234.8 646.9 24,200 234.3 4,000 643.7 183.3 3,100 119.7 65.3 103.9 400
1966 249.6 664.9 24,900 249.2 4,200 661.9 194.2 3,300 128.9 66.4 111.4 420
1967 252.8 662.9 25,700 252.4 4,300 660.0 194.7 3,300 128.8 66.1 111.4 440
1968 272.7 699.0 27,100 272.9 4,600 697.7 213.8 3,600 138.2 64.7 119.0 470
1969 305.2 751.2 28,600 305.7 5,100 749.4 236.7 3,900 155.5 65.7 133.5 510
1970 352.0 897.0 33,700 352.9 5,800 904.0 274.7 4,500 184.9 67.3 158.2 590
1971 390.1 926.7 34,700 390.5 6,400 932.7 302.4 4,900 209.7 69.4 178.8 660
1972 427.5 964.8 35,900 427.8 6,900 968.9 332.2 5,400 232.3 69.9 196.9 720
1973 476.7 1,008.8 37,100 476.9 7,700 1,012.9 372.5 6,000 264.3 71.0 222.5 800
1974 513.6 1,013.4 37,700 513.7 8,300 1,018.0 400.7 6,500 292.1 72.9 244.7 880
1975 536.0 1,002.8 38,200 536.4 8,700 1,007.7 416.9 6,700 305.4 73.3 253.8 930
1976 583.9 1,052.9 40,300 585.4 9,500 1,061.0 456.2 7,400 329.9 72.3 272.3 1,000
1977 623.7 1,084.9 41,400 624.0 10,200 1,090.6 486.2 7,900 354.2 72.9 292.8 1,070
1978 669.3 1,117.4 42,300 672.6 11,000 1,127.3 524.4 8,600 378.1 72.1 312.0 1,120
1979 722.5 1,163.9 43,200 724.1 11,800 1,170.8 561.3 9,100 409.3 72.9 337.3 1,180
1980 766.6 1,178.7 43,100 769.0 12,500 1,186.9 591.0 9,600 444.7 75.2 366.0 1,260
1981 800.2 1,180.0 43,100 801.0 13,000 1,185.5 613.4 9,900 466.4 76.0 383.8 1,320
1982 831.8 1,170.7 43,100 829.7 13,500 1,171.9 632.8 10,300 481.5 76.1 395.0 1,360
1983 872.2 1,188.9 44,100 873.9 14,200 1,195.5 666.2 10,800 492.3 73.9 402.5 1,400
1984 915.0 1,222.5 45,000 920.4 15,000 1,233.9 702.2 11,500 511.4 72.8 416.6 1,440
1985 955.3 1,249.3 45,400 960.4 15,700 1,260.8 735.5 12,100 531.8 72.3 433.4 1,470
1986 1,010.2 1,279.5 45,600 1014.1 16,600 1,288.3 781.9 12,800 560.1 71.6 456.5 1,520
1987 1,043.3 1,298.3 45,700 1045.7 17,100 1,304.5 806.2 13,200 585.5 72.6 477.3 1,560
1988 1,098.5 1,346.8 46,700 1104.1 18,000 1,357.2 853.3 13,900 610.4 71.5 497.8 1,610
1989 1,168.3 1,399.5 47,700 1177.1 19,000 1,414.4 906.9 14,600 638.7 70.4 521.7 1,650
1990 1,274.9 1,479.6 48,900 1284.5 20,300 1,494.9 987.2 15,600 689.1 69.8 562.7 1,730
1991 1,387.1 1,555.0 50,000 1390.4 21,700 1,562.0 1,065.4 16,600 745.9 70.0 608.9 1,830

 ドイツ連邦共和国 
1991 1,502.2 1,710.8 44,500 1,511.1 18,900 1,722.5 1,167.1 14,600 846.0 72.5 693.0 1,650
1992 1,613.2 1,746.1 46,200 1,621.2 20,100 1,759.3 1,242.6 15,400 916.4 73.7 750.2 1,830
1993 1,654.3 1,730.1 46,300 1,661.0 20,500 1,738.2 1,255.7 15,500 937.9 74.7 769.9 1,910
1994 1,735.5 1,770.7 47,500 1,728.4 21,200 1,763.8 1,302.6 16,000 961.2 73.8 781.3 1,940
1995 1,801.3 1,801.3 48,200 1,791.8 21,900 1,791.8 1,358.6 16,600 996.2 73.3 806.4 2,010
1996 1,833.7 1,815.1 48,700 1,825.7 22,300 1,808.2 1,381.7 16,900 1,005.3 72.8 815.0 2,040
1997 1,871.6 1,840.4 49,500 1,862.5 22,700 1,832.3 1,404.6 17,100 1,009.2 71.8 813.6 2,040
1998 1,929.4 1,876.4 49,900 1,915.4 23,400 1,863.6 1,442.2 17,600 1,030.6 71.5 830.5 2,060
1999 1,978.6 1,914.8 50,300 1,965.9 23,900 1,903.8 1,469.0 17,900 1,058.0 72.0 855.4 2,090

2000 2) 2,030.0 1,969.5 50,800 2,020.3 24,600 1,961.7 1,508.4 18,400 1,099.1 72.9 884.6 2,130
2001 2) 2,073.7 1,986.2 51,000 2,065.6 25,100 1,979.6 1,542.2 18,700 1,121.3 72.7 903.7 2,170
2002 2) 2,110.4 1,989.7 51,500 2,108.8 25,600 1,989.5 1,571.5 19,100 1,130.5 71.9 910.4 2,200
2003 2) 2,129.2 1,987.7 52,000 2,118.2 25,700 1,978.7 1,572.6 19,100 1,132.7 72.0 909.4 2,230

       

 
※註：1) 一定価格：1925年から1938年までは1936年の価格、1950年から1991年までは1991年の価格、1991年の2回目の

報告以降は1995年の価格を用いる。 
2) 暫定結果。 

 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 2004, p. 728-729, Tab. 23.2 
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2-2）付加価値、国内総生産、国民総生産 
 

 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 1) 2001 1) 2002 1) 2003 1)

証明項目 単位：10億ユーロ 
    

 総付加価値生産 1,558.48 1,624.16 1,655.26 1,691.09 1,741.83 1,776.39 1,823.86 1,863.83 1,898.58 1,915.52
+ 純財産税 177.02 177.14 178.44 180.51 187.57 202.21 206.14 207.37 209.62 213.68

     
= 国内総生産 1,735.50 1,801.30 1,833.70 1,871.60 1,929.40 1,978.60 2,030.00 2,071.20 2,108.20 2,129.20

     
 消費 1,327.95 1,381.58 1,418.01 1444.24 1,480.71 1,535.30 1,578.15 1,625.67 1,644.67 1,658.02
  個人の消費支出 985.75 1,024.79 1,052.26 1,079.77 1,111.18 1,156.50 1,190.91 1,232.15 1,241.88 1,247.11
  国家の消費支出 342.20 356.79 365.75 369.49 369.53 378.80 387.24 393.52 402.79 410.91

+ 粗投資 402.02 408.10 396.62 401.69 419.85 427.03 444.01 406.94 380.50 380.65
  固定資産投資 401.45 404.24 399.10 401.14 412.65 426.14 438.77 416.31 387.78 377.67
  在庫変動と高額物資の純新規購入 0.57 3.86 -2.48 0.55 7.20 0.89 5.24 -9.37 -7.28 2.98

+ 対外部門の寄与 5.53 11.62 19.07 25.67 28.84 16.27 7.84 38.59 83.03 90.53
  輸出 409.22 441.04 463.99 522.53 560.19 586.98 685.39 726.90 748.27 760.98
  輸入を差し引いたもの 403.69 429.42 444.92 496.86 531.35 570.71 677.55 688.31 665.24 670.45
     

= 国内総生産 1,735.50 1,801.30 1,833.70 1,871.60 1,929.40 1,978.60 2,030.00 2,071.20 2,108.20 2,129.20
     
 国内総生産 1,735.50 1,801.30 1,833.70 1,871.60 1,924.40 1,978.60 2,030.00 2,071.20 2,108.20 2,129.20

+ その他の世界からの第一次所得の差引

き残高 
-7.07 -9.50 -8.02 -9.12 -13.98 -12.72 -9.15 -15.41 -9.09 -11.05

     
= 国民総所得（国民総生産） 1,728.43 1,791.80 1,825.68 1,862.48 1,915.42 1,965.88 2,020.85 2,055.79 2,099.11 2,118.15
− 固定資本消耗分 256.88 266.47 272.14 278.43 285.22 291.39 302.34 312.07 318.48 319.68
− 補助金を差し引いた生産・輸入品に課

される税 
168.92 166.73 171.88 179.42 188.03 205.49 209.29 212.49 218.59 225.84

     
= 国民所得 1,302.63 1,358.60 1,381.66 1,404.63 1,442.17 1,469.00 1,509.22 1,531.23 1,562.04 1,572.63

     
 総付加価値 1,558.48 1,624.16 1,655.26 1,691.09 1,741.83 1,776.39 1,823.86 1,863.83 1,898.58 1,915.52
− 固定資本消耗分 256.88 266.47 272.14 278.43 285.22 291.39 302.34 312.07 318.48 319.68
= 純付加価値生産 1,301.60 1,357.69 1,383.12 1,412.66 1,456.61 1,485.00 1,521.52 1,551.76 1,580.10 1,595.84
− 被用者報酬（支払） 960.96 996.90 1,006.17 1,010.30 1,031.42 1,058.81 1,099.81 1,121.00 1,130.53 1,133.20
− その他の生産に課される税（支払） 33.59 33.27 35.50 37.31 38.78 40.60 40.78 38.98 36.80 38.07
+ その他の補助金（受取） 31.44 32.77 33.03 29.80 31.35 31.55 30.37 28.20 25.62 24.18
= 事業黒字／独立事業者所得 338.49 360.29 374.48 394.85 417.76 417.14 411.30 419.98 438.39 448.75
+ 被用者報酬（受取） 961.17 996.18 1,005.25 1,009.22 1,030.56 1,057.95 1,098.96 1,120.35 1,130.03 1,132.72
− 補助金（支払） 36.44 38.24 37.03 34.30 35.71 35.97 35.16 33.84 30.92 29.24
+ 生産・輸入租税公課（受取） 205.36 204.97 208.91 213.72 223.74 241.46 244.45 246.33 249.51 255.08
− 財産所得（支払） 575.75 577.19 585.50 632.82 699.54 734.45 824.46 885.81 856.18 801.74
+ 財産所得（受取） 578.72 579.32 587.43 633.38 693.39 728.36 823.42 876.71 849.80 792.90

     
= 第一次所得（純国民所得） 1,471.55 1,525.33 1,553.54 1,584.05 1,630.20 1,674.49 1,718.51 1,743.72 1,780.63 1,798.47
− 所得税・財産税（支払） 190.09 198.72 208.54 208.40 219.98 234.67 251.44 227.67 225.26 225.71
+ 所得税・財産税（受取） 191.71 200.43 210.70 209.99 222.21 237.22 253.95 229.94 227.09 227.19
− 社会保険料（支払） 353.84 374.63 388.74 401.44 407.52 411.63 422.70 428.59 437.12 446.88
+ 社会保険料（受取） 354.55 375.59 389.73 402.52 408.55 412.66 423.83 429.52 437.92 447.76
− 金銭社会給付（支払） 332.41 351.98 380.42 389.29 395.02 405.19 413.69 423.02 443.14 456.95
+ 金銭社会給付（受取） 328.33 347.79 376.23 384.91 390.44 400.59 408.94 418.49 438.62 452.29
− その他の経常移転（支払） 280.09 266.97 281.10 282.41 290.15 311.68 319.28 330.95 348.41 362.07
+ その他の経常移転（受取） 261.89 251.78 265.03 265.81 271.41 293.04 300.72 312.25 326.99 339.50

     
= 可処分所得 1,451.60 1,508.62 1,536.43 1,565.74 1,610.14 1,654.83 1,698.84 1,723.69 1,757.32 1,773.60
− 消費支出 1,327.95 1,381.58 1,418.01 1,444.24 1,480.71 1,535.30 1,578.15 1,625.67 1,644.67 1,658.02
= 貯蓄 123.65 127.04 118.42 121.50 129.43 119.53 120.69 98.02 112.65 115.58
− 財産移転（支払） 53.21 186.53 62.59 59.14 64.98 68.53 68.11 71.11 68.02 68.34
+ 財産移転（受取） 51.97 184.52 61.21 59.23 65.68 68.40 66.57 70.32 67.78 68.02
− 総投資 402.02 408.10 396.62 401.69 419.85 427.03 444.01 406.94 380.50 380.65
+ 固定資本消耗分 256.88 266.47 272.14 278.43 285.22 291.39 302.34 312.07 318.48 319.68
− 非生産財の純新規購入 - - - - - - -16.88 - - -
     

= 資金調達残高 -22.73 -16.60 -7.44 -1.67 -4.50 -16.24 -5.64 2.36 50.39 54.29
    

 
※註：1) 暫定結果 

 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 2004, p.730, Tab. 23.3 
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2-3）失業者数・失業率の推移 
 

   （単位：千人） 
年平均失業者数 年平均失業率（％） 

 総人口 
雇用 

労働者数 計 男 女 計 男 女 
    

1928 64,393 20,739 1,391.0 1,119.0 272.0 6.7 7.8 4.3  
1929 64,739 21,069 1,898.6 1,527.6 371.0 9.0 10.5 5.7  
1930 65,084 21,023 3,075.6 2,461.7 613.9 14.6 17.0 9.4  
1931 65,429 20,276 4,519.7 3,638.4 881.3 22.3 25.9 14.2  
1932 65,716 19,959 5,602.7 4,488.5 1,114.2 28.1 32.2 18.5  
1933 66,027 19,717 4,804.4 3,863.7 940.7 24.4 27.8 16.2  
1934 66,409 19,725 2,718.3 2,223.5 494.8 13.8 15.8 8.7  
1935 66,871 20,168 2,151.0 1,806.5 344.6 10.7 12.5 6.0  
1936 67,349 20,834 1,592.7 1,323.7 269.0 7.6 8.9 4.6  
1937 67,831 21,502 912.3 750.5 161.8 4.2 4.9 2.6  
1938 68,558 22,305 429.5 333.3 96.2 1.9 2.1 1.5  
1939 69,286 22,750 118.9 84.9 34.0 0.5 0.5 0.5  
1940 69,838 21,369 51.8 33.3 18.5 0.2 0.2 0.2  
1941 70,244 21,942 10.0 - - 0.0 - - 

 旧西ドイツ 
1947 44,067 13,569 638.4 451.0 187.4 4.7 4.7 4.8  
1948 45,247 14,045 591.5 426.2 165.3 4.2 4.4 4.3  
1949 46,169 14,754 1,229.7 887.8 342.0 8.3 8.5 7.9  
1950 49,228 15,696 1,868.5 1,255.6 612.9 11.0 10.8 11.5  
1951 49,576 16,270 1,713.9 1,102.0 611.9 10.4 9.8 12.2  
1952 49,897 17,395 1,651.9 1,037.7 614.2 9.5 8.8 11.0  
1953 50,380 17,837 1,491.0 949.3 541.7 8.4 7.9 9.4  
1954 50,902 18,483 1,410.7 889.1 521.6 7.6 7.2 8.6  
1955 51,398 19,038 1,073.6 631.1 442.5 5.6 5.0 7.0  
1956 52,018 19,762 876.3 516.8 359.5 4.4 4.0 5.4  
1957 52,658 20,216 753.7 454.3 299.4 3.7 3.4 4.3  
1958 53,279 20,456 763.8 496.5 267.3 3.7 3.7 3.8  
1959 54,876 21,151 539.9 354.2 185.8 2.6 2.5 2.6  
1960 55,433 20,528 270.7 178.2 92.4 1.3 1.3 1.3  
1961 56,175 20,911 180.9 117.6 63.3 0.8 0.8 0.8  
1962 56,837 21,187 154.5 102.5 52.0 0.7 0.7 0.7  
1963 57,389 21,447 185.6 130.3 55.3 0.8 0.9 0.7  
1964 57,971 21,653 169.1 114.8 54.3 0.8 0.8 0.7  
1965 58,619 21,905 147.4 105.7 41.6 0.7 0.7 0.5  
1966 59,148 21,926 161.1 116.5 44.5 0.7 0.8 0.6  
1967 59,286 21,514 459.5 335.1 124.0 2.1 2.4 1.7  
1968 59,500 21,507 323.5 235.1 88.3 1.5 1.7 1.2  
1969 60,067 21,931 178.6 124.6 54.0 0.9 0.9 0.8  
1970 60,651 22,395 148.8 92.9 55.9 0.7 0.7 0.8  

    

 
※註：1) 推定値 
 

出所： Bundesministerium für Arbeits und Sozialordnung , Bundesarbeitsblatt 7-8/1997, p. 110, Tab. 200 (-1996) 
BMA, Statistisches Taschenbuch 2004, Tab. 2.1, 2.10 (1997-2003)  
(http://www.bmgs.bund.de/den/gra/datenbanken/stats/stb04.cfm) 
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    （単位：千人） 
年平均失業者数 年平均失業率（％） 

 総人口 
雇用 

労働者数 計 男 女 計 男 女 
 旧西ドイツ 

1971 61,280 22,791 185.1 100.8 84.3 0.8 0.7 1.1 
1972 61,697 23,087 246.4 140.6 105.8 1.1 1.0 1.4 
1973 61,987 23,496 273.5 149.9 123.6 1.2 1.0 1.5 
1974 62,071 23,619 582.5 324.7 257.8 2.6 2.2 3.1 
1975 61,847 23,541 1,074.2 622.6 451.6 4.7 4.3 5.4 
1976 61,574 23,572 1,060.3 566.5 493.8 4.6 3.9 5.8 
1977 61,419 23,716 1,030.0 518.1 511.9 4.5 3.7 6.0 
1978 61,350 23,954 992.9 488.8 504.1 4.3 3.4 5.8 
1979 61,382 24,348 876.1 416.9 459.2 3.8 2.9 5.2 
1980 61,538 24,786 888.9 426.4 462.5 3.8 3.0 5.2 
1981 61,663 25,179 1,271.6 652.2 619.4 5.5 4.5 6.9 
1982 61,596 25,472 1,833.2 1,021.1 812.2 7.5 6.8 8.6 
1983 61,383 25,551 2,258.2 1,273.1 985.1 9.1 8.4 10.1 
1984 61,126 25,617 2,265.6 1,276.7 988.9 9.1 8.5 10.2 
1985 60,975 25,863 2,304.0 1,289.1 1,015.0 9.3 8.6 10.4 
1986 61,010 26,138 2,228.0 1,200.0 1,028.0 9.0 8.0 10.5 
1987 61,077 26,370 2,228.8 1,207.4 1,021.4 8.9 8.0 10.2 
1988 61,450 26,607 2,241.6 1,198.8 1,042.8 8.7 7.8 10.0 
1989 62,063 26,788 2,037.8 1,069.8 968.0 7.9 6.9 9.4 
1990 63,254 27,343 1,883.1 967.7 915.4 7.2 6.3 8.4 

 ドイツ連邦共和国 
1991 79,984 35,741 2,602.2 1,280.6 1,321.6 7.3 6.4 8.5 
1992 80,595 35,352 2,978.6 1,411.9 1,566.7 8.5 7.1 10.2 
1993 81,180 35,101 3,419.1 1,691.6 1,727.6 9.8 8.6 11.3 
1994 81,422 35,080 3,698.1 1,863.1 1,835.0 10.6 9.5 12.0 
1995 81,661 34,821 3,611.9 1,850.6 1,761.3 10.4 9.6 11.4 
1996 81,896 - 3,965.1 2,111.5 1,853.5 11.5 11.0 12.1 
1997 82,052 - 4,384 2,342 2,042 12.7   
1998 82,029 - 8,279 2,273 2,007 12.3   
1999 82,087 - 4,099 2,160 1,939 11.7   
2000 82,188 - 3,889 2,053 1,836 10.7   
2001 82,340  3,852 2,063 1,788 10.3   
2002 82,482  4,060 2,239 1,821 10.8   
2003 82,518 1)  4,376 2,446 1,930 11.6   
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2-4）一般政府財政費目別収支 
 

    
 支出 
 計 人件費 物品費 支払利息 恩給・補助金 建設費 資産移転 
 旧西ドイツ 

1950 14,388 3,409 4,202 319 2,578 1,090 161 
1955 26,196 6,808 6,092 780 3,276 2,491 760 
1960 33,006 8,563 7,892 981 2,982 3,708 1,162 
1970 100,382 31,436 16,215 3,510 9,542 13,190 5,030 
1975 269,574 63,766 56,688 7,583 86,298 19,446 8,538 
1980 379,188 87,682 82,513 15,133 118,054 24,892 12,401 
1982 423,596 96,017 91,196 23,112 137,165 22,121 13,532 
1984 448,307 100,375 100,274 27,399 142,363 19,467 12,777 
1985 463,807 104,102 105,362 28,632 145,063 20,155 12,858 
1986 481,489 108,935 109,968 29,576 149,852 21,407 13,111 
1987 500,402 113,632 113,884 29,960 157,278 21,962 13,175 
1988 522,083 116,551 119,600 30,918 164,970 22,799 12,966 
1989 538,518 119,967 120,408 31,290 172,188 24,021 13,364 
1990 585,228 127,218 129,940 33,118 181,272 25,652 14,145 

1991 2) 721,855 141,388 154,434 39,401 227,801 28,679 20,308 
 ドイツ連邦共和国 

1992 827,636 175,229 181,298 51,605 261,459 42,234 30,741 
1993 866,052 183,424 181,524 52,351 288,411 40,963 30,694 
1994 909,381 194,009 191,663 58,502 302,624 39,898 27,827 
1995 950,523 200,250 198,170 66,162 323,213 38,855 29,384 
1996 962,546 201,921 208,433 67,080 324,797 36,413 28,510 
1997 961,220 201,506 209,970 67,736 327,095 34,646 26,308 

1997 3) 921,798 177,762 198,100 67,645 320,821 32,407 26,308 
1998 3) 932,704 178,274 202,519 68,499 323,491 31,756 31,055 
1999 3) 951,294 181,066 208,948 69,940 327,690 31,536 30,148 
2000 3) 960,788 181,861 213,859 67,799 330,396 31,332 30,019 
2001 3) 972,084 181,033 215,481 66,625 340,469 30,415 27,068 
2002 4) 987,904 184,969 219,305 66,238 355,843 28,747 26,107 
2003 4) 1,001,742 186,107 222,324 65,927 365,371 27,843 25,776 

    

 
※註：*) 連邦、負担調整基金、欧州復興計画特別財産（1962年以降）、「ドイツ統一」基金（1990年以降）、債券清算基

金(1991-1994年)、相続負担抹消基金（1995年以降）、連邦鉄道財産（1994年以降）、補償基金（1995年以降）、

調整基金「石炭」（1996年以降）、州および地方自治体/地方自治体連合（1961年以降、ザールランドを含む）；

1974年以降、社会保険機関、連邦雇用庁、追加給付金庫、地方自治体目的同盟、欧州連合のドイツ連邦共和国

財務部分および商業的会計事務を有する病院および大学病院の支出を含む。 
1960年残余会計年度（1960年4月1日-12月31日）。 

1) 2000年の歳入合計と資本勘定歳入、508億ユーロの移動通信ライセンスの競売による一回限りの収入を含む。 
2) 過去数年間との比較は制限付きでのみ可能；詳細な説明については第20章に対する序を参照。 
3) 商業会計制度を採用している病院および大学病院ならびに社会保険の付加年金金庫を除く。 
4) 一部推定値。 

商業会計制度を採用している病院と大学病院ならびに社会保険の付加年金金庫を除く。 
 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 2004, p. 649, Tab. 22.1.1 
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  （単位：百万ユーロ） 
収入 1) 正味 

計 租税 手数料・他の報酬 事業収入 資産運用益 借入額 
旧西ドイツ  

13,520 10,784 800 857 82 310 
27,506 22,533 1,633 1,596 505 690 
33,469 27,382 1,966 1,613 1,143 309 
96,279 79,253 6,696 3,683 3,033 3,222 

235,558 203,476 13,030 4,222 5,480 27,731 
352,796 304,924 19,302 8,532 7,604 27,659 
390,361 328,487 22,736 15,117 9,763 35,120 
423,092 357,112 25,132 16,490 9,278 25,440 
444,788 375,800 26,643 17,454 9,138 20,738 
463,065 391,830 28,078 17,340 10,178 21,206 
476,867 406,561 29,436 14,010 11,267 24,946 
494,686 424,185 30,763 10,516 12,056 28,534 
531,727 456,539 32,129 13,275 11,124 14,827 
557,977 476,302 35,097 14,811 11,028 37,120 
667,840 574,961 39,766 16,001 12,675 58,663 

ドイツ連邦共和国  
765,032 646,784 50,888 19,061 14,795 55,414 
797,472 672,751 54,462 18,811 18,325 67,809 
850,885 710,078 58,443 20,286 24,470 46,426 
889,492 744,044 60,097 18,172 31,206 48,970 
894,310 751,071 58,854 18,279 29,079 56,855 
916,520 762,037 58,842 17,775 39,690 50,987 
876,581 757,379 28,731 17,658 39,243 50,848 
906,549 777,543 27,541 26,265 43,555 32,705 
929,935 809,478 27,193 22,526 38,588 31,746 
979,322 826,533 26,733 17,767 76,520 19,763 
922,472 810,930 24,185 21,287 34,060 309 
921,127 810,790 23,249 25,934 28,694 45,540 
927,093 817,307 24,350 19,924 31,713 62,923 
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2-5）分野別一般政府(*)財政支出推移 
 

      
 財政支出 

合計 防衛 公安 教育 研究 文化 社会保障 
保健･ｽﾎﾟｰﾂ 
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ 住宅 1) 

 旧西ドイツ 
1950 14,388 2,401 577 1,010 55 162 3,699 518 1,553 
1955 26,196 3,108 1,182 2,145 114 304 7,012 982 2,700 
1960 33,006 4,326 1,323 2,842 254 377 7,902 1,299 3,174 
1970 100,382 10,139 4,034 12,671 1,441 1,091 20,633 5,219 5,485 
1975 269,574 16,543 7,799 27,691 2,989 1,550 127,174 11,225 9,809 
1976 286,269 17,211 8,200 28,328 3,060 1,664 136,924 12,054 11,245 
1978 325,669 18,747 9,550 31,680 3,910 2,014 152,806 13,469 12,317 
1980 379,188 20,931 11,363 37,748 4,963 2,601 173,537 16,801 15,950 
1982 423,596 23,529 12,348 40,120 5,835 2,832 199,224 17,989 16,110 
1984 448,307 25,330 13,000 40,144 5,899 3,061 211,152 18,943 16,624 
1986 481,489 26,612 14,129 43,225 6,432 3,659 226,758 20,870 18,569 
1988 522,083 27,173 15,406 45,840 6,125 4,090 250,916 22,082 18,924 
1989 538,518 27,843 15,919 47,475 6,148 4,345 256,938 23,490 19,724 
1990 585,228 28,213 16,950 50,494 6,448 4,613 275,521 25,124 21,862 
1991 3) 721,855 28,374 18,423 56,047 7,660 5,692 351,863 27,956 25,903 
 ドイツ連邦共和国 
1992 827,636 27,970 22,996 74,302 8,453 7,240 402,848 36,949 32,182 
1993 866,052 26,162 24,641 79,776 8,785 7,362 429,813 38,435 31,541 
1994 909,381 24,758 25,572 81,377 8,499 7,416 453,281 39,130 33,150 
1995 950,523 24,393 26,927 84,932 8,616 7,632 480,352 40,920 33,083 
1996 962,546 24,139 27,444 86,536 8,958 7,755 492,041 40,569 31,371 
1997 961,220 23,591 27,829 87,200 8,605 7,454 492,454 39,592 30,459 
1997 4) 921,798 23,591 27,829 78,916 8,605 7,454 486,922 13,989 30,459 
1998 4) 932,704 23,876 28,554 79,275 8,769 7,599 495,222 14,088 28,804 
1999 4) 951,294 24,399 29,350 80,579 8,805 7,917 505,783 13,956 27,998 
2000 4) 960,788 23,123 29,960 81,293 9,114 8,177 513,163 14,387 27,259 
2001 4) 975,465 24,195 30,873 83,851 9,596 8,196 522,230 14,939 25,648 

     

 
※註：*) 連邦、負担調整基金、欧州復興計画特別財産（1962年以降）、「ドイツ統一」基金（1990年以降）、債券清算基

金(1991-1994年)、相続負担抹消基金（1995年以降）、連邦鉄道財産（1994年以降）、補償基金（1995年以降）、

調整基金「石炭」（1996年以降）、州および地方自治体/地方自治体連合（1961年以降、ザールランドを含む）；

1974年以降、社会保険機関、連邦雇用庁、追加給付金庫、地方自治体目的同盟、欧州連合のドイツ連邦共和国

財務部分および商業的会計事務を有する病院および大学病院の支出を含む。 
1960年残余会計年度（1960年4月1日-12月31日）。 

1) 地方自治体共同給付を含む。 
2) 食糧管理、農業および林業、エネルギー・水利経済、産業、サービス。 
3) 前年度との比較は制限付きでのみ可能、詳しい解説は第20章に対する序を参照。 
4) 商業会計制度を採用している病院および大学病院ならびに社会保険の付加給付金庫を除く。 

 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 2004, p.650, Tab. 22.1.2 
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（単位：百万ユーロ）

 
経済振興 2) 運輸･通信 

 
984 650 

1,479 1,534 
2,381 2,367 
7,372 8,991 
8,880 12,095 
9,103 11,806 

12,769 13,775 
14,910 16,019 
12,761 14,691 
15,921 14,164 
17,026 14,984 
20,317 15,320 
21,462 15,598 
22,825 16,582 
34,369 18,921 

  
35,411 24,374 
36,982 23,463 
35,179 23,838 
36,410 23,862 
38,786 23,919 
38,799 22,173 
38,799 22,173 
38,207 22,019 
37,233 22,445 
37,326 22,579 
34,138 22,932 
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参考） 各国の政府の大きさ 
（国別公的債務総額、公共支出総額および公的収入総額：1990～2003 年） 

 
［対名目GDP百分率で表示。2003年の数字は推計値。支出は当期支出に純資本支出を加えたもの。収入には当期収入を含むが、資本

収入は除く。税外当期収入には、公営企業の営業剰余、財産所得、手数料、料金、罰金などを含む。］ 

 
公的債務総額 公共支出総額 公的収入総額 

国名 
1990 1995 2003 1990 1995 2003 1990 1995 2003 

     
アメリカ合衆国 1) 49.9 58.9 46.9 36.5 36.4 35.9 32.1 33.3 31.0
オーストラリア 11.2 25.2 3.1 36.3 39.7 36.2 34.8 35.9 37.0
オーストリア 37.5 50.5 45.2 53.1 57.3 51.6 50.6 52.0 50.4
ベルギー 116.8 123.2 92.7 53.4 52.8 49.7 46.6 48.5 49.9
カナダ 2) 43.4 69.3 35.0 48.8 48.5 40.1 42.9 43.2 41.2
チェコ共和国 (X) (NA) (NA) (X) 43.9 47.1 (X) 42.8 40.5
デンマーク 19.0 26.7 5.2 57.0 60.3 56.6 56.0 58.0 57.4
フィンランド -35.5 -12.5 -47.0 48.8 59.6 51.0 54.0 55.7 53.6
フランス 17.5 38.9 42.7 50.7 55.0 54.4 48.6 49.5 50.4
ドイツ 3) 21.0 39.6 52.1 44.4 49.4 49.4 42.5 46.1 45.3
ギリシャ 89.0 108.7 (NA) 50.2 50.0 46.7 34.5 39.9 45.1
ハンガリー (NA) (NA) (NA) (NA) 56.9 48.4 (NA) 49.3 43.1
アイスランド 19.4 40.5 25.0 42.4 43.7 46.5 39.1 40.7 45.5
アイルランド 92.4 80.0 (NA) 43.2 41.5 35.2 40.4 39.4 34.2
イタリア 81.0 105.1 93.9 54.4 53.4 48.5 42.6 45.8 45.8
日本 4) 24.8 24.8 79.1 32.1 36.1 38.3 34.2 31.4 30.9
韓国 -17.2 -18.0 -38.8 19.5 20.6 29.1 23.0 24.8 32.6
オランダ 35.5 53.2 43.2 54.8 51.4 48.6 49.4 47.3 46.2
ニュージーランド (NA) 34.7 14.8 53.3 41.9 39.8 48.9 44.9 42.5
ノルウェー -41.7 -32.6 -90.4 52.8 51.6 48.4 55.4 55.0 58.2
ポルトガル (NA) 64.2 (NA) 42.1 45.0 46.8 35.5 39.6 43.9
スペイン 31.8 49.2 36.4 43.4 45.0 39.3 39.5 38.4 39.4
スウェーデン -7.6 25.2 2.5 59.4 67.6 59.0 63.1 60.2 59.3
イギリス 15.0 37.4 31.9 42.2 44.6 42.8 40.7 38.9 39.9

     

 
NA：資料なし。 
X：該当せず。 
 
※註：1) 1999年はGDPの8.3%相当の中央政府職員年金債務額の積立て分を含む。 

支出データには、公営企業の剰余金を控除した支出を含む。収入は公営企業の営業剰余を除く。 
2) 1999年はGDPの19%相当の政府職員年金債務額の積立て分を含む。 

このためカナダの公的債務状況は、年金債務の未積立て分の大きい国（この未積立て分はこれらの国の公的債

務の数字には入っていない）と比較して誇張されている。 
3) 公的債務データには1995年以降の継承債務基金勘定を含む。 

1995年の支出は、継承債務基金から同年度に計上された債務を除く。 
4) 公的債務データには、1998年以降の日本国有鉄道清算事業団および国有林野事業特別会計の債務を含む。 

1998年の公共支出は、この2部門の債務に関する中央政府の推定額を考慮すれば、GDPの5.4%だけ上昇したで

あろう。 
公的収入データには、2002年の郵便貯金特別会計に関する繰延納税分を含む。 

 
出典： Statistical Abstract of the United States 2004-2005; Table 1344 
原出典： Organization for Economic Cooperation and Development, Paris, France, OECD Economic Outlook, December 2003  
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2-6）制度別社会保障予算推移 
 

        （単位：十億ユーロ）

 1960  1970 1980 1990   2000 
 

金額 構成比 
(%)  金額 構成比

(%) 金額 構成比

(%) 金額 構成比 
(%)  金額 構成比

(%) 
       

一般制度 15.5 48.8  40.4 48.5 123.6 56.1 199.9 59.8  407.4 65.0
  年金保険 10.0 29.9  26.5 29.7 72.4 30.2 109.4 30.8  217.4 32.0
  医療保険 4.8 14.5  12.9 14.4 45.4 19.0 71.6 20.1  132.0 19.4
  雇用促進 0.6 1.8  1.8 2.1 11.7 4.9 25.0 7.0  64.8 9.5
公務員に対する給付 4.9 14.7  12.3 13.8 23.7 9.9 32.8 9.2  49.1 7.2
  恩給 3.5 10.4  8.1 9.1 16.8 7.0 22.6 6.3  33.1 4.9
使用者の給付 2.4 7.3  9.5 10.7 25.1 10.5 40.3 11.3  53.6 7.9
  賃金継続支払 1.5 4.6  6.5 7.3 14.7 6.1 20.3 5.7  26.8 3.9
補償 4.1 12.4  6.0 6.7 8.9 3.7 8.4 2.4  6.5 1.0
社会扶助・援護 1.6 4.7  6.5 7.3 25.5 10.6 34.7 9.8  53.0 7.8
  社会扶助 0.6 1.8  1.7 1.9 6.8 2.8 14.8 4.2  25.9 3.8
  青少年扶助 0.3 0.8  0.9 1.1 4.3 1.8 6.8 1.9  17.2 2.5
  児童手当 0.5 1.4  1.5 1.7 8.8 3.7 7.4 2.1  0.1 0.0
間接給付 3.9 11.7  11.1 12.4 20.0 8.4 23.5 6.6  70.9 10.4
社会保障予算合計 32.6 100.0  86.3 100.0 228.5 100.0 342.6 100.0  644.9 100.0

       
社会保障予算の 
対GDP比 

21.1%   25.0% 30.4% 27.6%   31.8%

       

 
（単位：十億ユーロ）

 2001(p)  2002(p) 
 

金額 構成比 
(%)  金額 構成比

(%) 
    

一般制度 420.0 65.1  436.9 65.5
  年金保険 224.4 32.1  232.9 32.2
  医療保険 137.1 19.6  141.2 19.5
  雇用促進 65.4 9.4  71.0 9.8
公務員に対する給付 50.5 7.2  52.1 7.2
  恩給 34.2 4.9  35.4 4.9
使用者給付 55.9 8.0  56.0 7.7
  賃金継続支払 28.7 4.1  28.2 3.9
補償 6.0 0.9  5.7 0.8
社会扶助・援護 53.5 7.7  55.2 7.6
  社会扶助 26.0 3.7  26.7 3.7
  青少年扶助 17.4 2.5  17.6 2.4
  児童手当 0.1 0.0  1.0 0.0
間接給付 72.0 10.3  74.7 10.3
社会保障予算合計 662.6 100.0  685.1 100.0

    
社会保障予算の 
対GDP比 

32.0%   32.5%

    

 
※註：p) 暫定値。 

1) 1990年までは旧西ドイツの値。 
 

出所： Sozialbudget 2002 
http://www.bmgs.bund.de/downloads/A230-2002.pdf 
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3-1）医療の種類及び負担別保険医療費（2002 年；ドイツ連邦共和国） 
 
    （単位：百万ユーロ）

公的 
医療保険 介護保険 年金保険 労災保険

民間 
医療保険 

給付の種類 合計 公費 保険 使用者 

家計及び

非営利目的

民間組織

     
1 合計 234,179 18,387 133,348 16,357 4,279 3,971 19,726 9,618 28,492
2 予防／健康管理 10,653 1,872 3,918 257 108 833 28 1,290 2,346

3 一般健康管理 4,236 1,295 - - - 794 - 1,211 935
4 健康増進 3,565 512 2,043 - - 26 4 42 937
5 疾病の早期発見 1,637 21 1,546 - - 10 20 36 4
6 判定、調査 721 44 303 257 108 3 5 1 1
7 自助活動助成 494 0 26 - - - 0 0 468

8 医療給付 60,779 603 43,639 - 1,122 619 8,534 4,142 2,120
9 基礎給付 19,367 200 14,941 - 107 158 2,252 1,332 377
10 特別給付 30,785 302 21,426 - 778 338 4,473 2,018 1,450
11 検査室給付 5,913 55 3,926 - 145 69 1,082 462 174
12 放射線診断給付 4,713 46 3,345 - 92 53 728 331 118

13 介護・治療給付 53,871 2,760 25,865 15,153 979 618 2,288 1,457 4,752
14 介護給付 43,214 2,652 18,145 15,153 749 491 1,605 1,249 3,170
15 治療給付 9,625 96 6,801 - 230 114 636 181 1,568
16 出産給付 1,033 12 919 - - 13 47 26 14

17 疾病後調整給付 4,665 1,321 608 51 132 65 3 68 2,417
18 宿泊・給食 14,861 1,071 7,999 - 948 187 1,155 583 2,918
19 現物 62,309 629 40,280 277 404 819 4,070 2,008 13,821

20 医薬品 36,551 344 25,612 - 95 455 2,146 1,189 6,710
21 補助具 12,303 161 6,056 277 19 232 567 275 4,716
22 義歯、歯科補綴 5,867 36 2,366 - - 14 925 266 2,259
23 その他、医療必需品 7,587 88 6,246 - 290 118 431 278 136

24 移送 3,826 90 3,114 - 139 149 145 71 118
25 管理費 12,648 0 7,816 607 291 645 3,289 0 0
26 研究／教育／投資 10,567 10,041 108 11 157 36 215 0 0

27 研究 2,364 2,355 9 - - - 0 0 0
28 教育 1,749 1,689 31 11 18 - 0 - -
29 投資 6,454 5,996 68 - 139 36 215 - -

30 再掲：所得保障給付 67,770 4,685 8,215 963 17,517 3,572 1,277 31,542 -
      

 
出所： Statistisches Bundesamt,   

Wirtschaft und Statistik 4/2004, Gesundheitsausgaben und Gesundheitspersonal 2002, Tabelle 1 
(http://www.destatis.de/allg/d/veroe/d_wista.htm) 
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3-2）保険医療分野の資金の流れ図（2002 年；ドイツ連邦共和国） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所： Statistisches Bundesamt,   
Wirtschaft und Statistik 4/2004, Gesundheitsausgaben und Gesundheitspersonal 2002, Schaubild 4 
(http://www.destatis.de/allg/d/veroe/d_wista.htm) 

公的財政 
40.5

官・民の雇用者
117.3

個人家計および 
非営利民間団体 

144.2 

医療支出 所得保障給付 
公的医療保険 133.3 8.2 
公的介護保険 16.4 1.0 
公的年金保険 4.3 17.5 
公的労災保険 4.0 3.6 
民間医療保険 19.7 1.3 

保険給付への資金供与 202.9 

予防／健康維持 10.7 
医師による給付 60.8 
看護／理学療法給付 53.9 
病気後遺症に対する補償 4.7 
入院／食事 14.9 
物品 62.3 
移送 3.8 
事務経費給付 12.6 
研究／教育／設備投資 10.6 

医療支出

225.9

4.5 17.5 17.3 9.2 31.6 74.8 110.8 27.8 

31.5 171.4

67.5 

個人家計

293.4

所得保障給付

公的財政 官・民の雇用者
個人家計および 
非営利民間団体 

保険給付への資金供与 202.9 

医療支出

225.9

4.5 17.5 17.3 9.2 31.6 74.8 110.8 27.8 

31.5 171.4

67.5 

個人家計

293.4

所得保障給付

公的財政 官・民の雇用者
個人家計および 
非営利民間団体 

保険給付への資金供与 202.9 保険給付への資金供与 209.2 

医療支出 

234.2

4.7 18.4 17.4 9.6 31.5 76.1 115.7 28.5 
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個人家計
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所得保障給付 

（単位：十億ユーロ）
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3-3）給付の種類別保険医療費の年次推移 
 
《新医療費支出計算に基づく》 
   （単位：百万ユーロ）

給付の種類 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 
    

予防／健康管理 8,756 9,071 8,666 8,754 9,465 9,841 10,193 10,653
 一般健康管理  3,422 3,429 3,483 3,483 3,737 3,844 4,070 4,236
 健康増進 2,921 3,170 2,743 2,897 3,144 3,332 3,411 3,565
 疾病の早期発見 1,524 1,510 1,474 1,392 1,547 1,594 1,582 1,637
 判定、調査 639 677 653 639 659 669 693 721
 自助活動助成 251 285 313 342 379 401 436 494
医療給付 53,275 54,453 55,431 55,193 57,168 58,072 59,777 60,779
 基礎給付 17,007 17,694 17,958 18,409 18,533 18,614 19,151 19,367
 特別給付 27,065 27,448 27,944 27,004 28,597 29,292 30,202 30,785
 検査室給付 5,105 5,147 5,275 5,417 5,574 5,651 5,795 5,913
 放射線診断給付 4,098 4,163 4,254 4,362 4,464 4,515 4,629 4,713
介護・治療給付 40,841 45,587 47,016 48,679 49,506 50,509 51,685 53,871
 介護給付 32,822 37,128 38,461 39,390 40,234 41,142 41,910 43,214
 治療給付 7,222 7,644 7,687 8,366 8,321 8,388 8,781 9,625
 出産給付 797 816 869 922 951 979 994 1,033
疾病後調整給付 2,877 3,126 3,294 3,474 3,751 3,887 4,323 4,665
宿泊・給食 15,298 14,718 13,260 13,564 13,889 14,222 14,478 14,861
現物 49,117 52,069 52,703 54,996 55,733 57,291 60,455 62,309
 医薬品 27,025 28,385 28,821 30,504 31,448 32,408 34,981 36,551
 補助具 9,627 10,671 10,552 11,248 11,836 11,970 12,076 12,303
 義歯、歯科補綴 5,854 6,300 6,469 6,172 5,302 5,628 6,014 5,867
 その他、医療必需品 6,610 6,713 6,860 7,072 7,147 7,284 7,385 7,587
移送 2,944 3,037 2,998 3,136 3,326 3,454 3,616 3,826
管理費 10,131 10,112 10,394 10,893 11,406 11,577 11,951 12,648
研究／教育／投資 10,753 10,856 10,130 9,757 10,026 9,931 10,619 10,567
 研究 1,944 2,055 2,045 2,039 2,214 2,280 2,365 2,364
 教育 1,659 1,602 1,641 1,723 1,629 1,647 1,735 1,749
 投資 7,150 7,199 6,445 5,994 6,183 6,004 6,519 6,454

    
合計 193,991 203,030 203,894 208,445 214,270 218,784 227,097 234,179

     
    

（参考）OECD Health Data 2004    
Total Health Expenditure 190,389 199,373 200,208 204,682 210,426 214,858 222,998 230,066
Public Expenditure on Health 153,301 160,624 158,444 160,898 165,407 169,261 175,359 180,637

    

 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 2004, p. 251, Tab. 8.16.1 
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《参考：旧医療費支出計算に基づく》 

   （単位：百万ドイツマルク）

 （旧西ドイツ地域） （ドイツ連邦共和国） 
給付の種類 1970 1975 1980 1985 1990 1995 1996 1997 1998 

    
1. 予防及び世話的措置 3,684 8,408 11,072 14,751 19,840 42,080 44,386 37,495 36,300
 1.1 保健サービス 1,620 3,054 3,574 4,424 5,488 6,701 6,546 6,563 6,337
 1.2 予防及び早期発見 439 1,410 1,355 1,729 2,297 4,607 4,914 4,450 4,440
      （1.1を除く）    
 1.3 世話的措置 1,625 3,944 6,143 8,598 12,055 30,772 32,926 26,482 25,523
    （1.1を除く）    
     ・母性援助 494 953 1,397 1,489 2,343 3,080 3,819 3,972 4,078
     ・介護 1,131 2,991 4,746 7,109 9,712 27,692 29,107 22,510 21,445

    
2. 治療 35,464 75,816 111,234 143,036 178,194 291,185 310,335 320,490 327,415
 2.1 外来 11,504 22,612 32,945 42,292 54,478 86,565 90,925 93,719 94,929
 2.2 入院 11,751 27,477 39,113 51,304 65,281 111,536 120,233 129,257 132,582
 2.3 入院クア 2,430 4,156 5,573 6,799 7,258 11,297 11,424 8,358 8,860
 2.4 医薬品、療法手段、 9,779 21,571 33,603 42,641 51,177 81,787 87,753 89,156 91,044
     補助具、歯科補綴    
     ・医薬品、療法手段、補助具 7,765 15,502 23,225 31,257 41,177 64,475 69,098 69,622 73,403
     ・歯科補綴 2,014 6,069 10,378 11,384 10,000 17,312 18,655 19,534 17,641

    
3. 疾病後遺給付 26,500 42,404 59,886 64,846 86,625 139,501 132,853 125,333 127,530
 3.1 職業的及び社会的リハビリ 867 2,819 4,561 6,705 11,414 20,294 21,813 22,356 22,991
     ・職業的リハビリ 587 2,421 4,078 6,149 10,386 18,819 20,315 20,958 21,658
     ・社会的リハビリ 280 398 483 556 1,028 1,475 1,498 1,398 1,333
 3.2 疾病及び障害時の 25,610 39,413 55,091 57,809 74,147 115,861 107,178 99,318 100,908
     生計保障のための措置    
     ・賃金継続支払 12,500 18,210 28,220 27,760 37,520 55,267 47,931 43,220 44,807
     ・疾病時の所得保障給付 4,529 8,037 12,044 11,887 15,157 22,798 22,248 18,332 17,769
     ・職業／稼得不能年金 8,581 13,166 14,827 18,162 21,470 37,796 36,999 37,766 38,332
 3.3 その他の疾病後遺給付 23 172 234 332 1,064 3,346 3,862 3,659 3,631

    
4. 教育及び研究 955 1,985 3,156 4,082 5,488 8,555 8,760 8,553 8,902
 4.1 医療関連職種の教育、 820 1,699 2,719 3,636 4,863 7,859 8,029 7,823 8,123
     大学における医学研究    
 4.2 大学以外での研究 135 286 437 446 625 696 731 730 779

    
5. 細分化できない支出 3,071 5,904 7,488 11,453 13,553 25,308 24,946 24,708 24,882
  （主に管理費）    

    
合 計 69,674 134,517 192,836 238,168 303,700 506,629 521,280 516,579 525,029

    
    

（参考）OECD Health Data 2000    
Total Health Expenditure 42,356 90,108 129,900 168,994 211,800 359,271 380,377 383,431
Public Expenditure on Health 30,839 71,176 102,224 130,755 161,398 280,590 297,823 294,840

    

 
原出典： Statistisches Bundesamt, Fachserie 12, Reihe S.2, 1970-1997, p. 23 

Daten des Gesundheitswesens 2001, p. 381 (1998) 

 
《参考：旧医療費支出計算に基づく》 
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3-4）公的医療保険の項目別給付額及び構成比の推移 
 
   （単位：十億ユーロ）

 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 
    

旧西ドイツ    
 医科外来

1) 14.79 15.28 15.89 16.71 17.21 17.51 17.79 18.21
 歯科治療 5.19 5.32 5.57 5.73 6.18 6.23 6.45 6.34
 歯科補綴 3.50 2.51 2.90 3.17 3.52 3.57 2.55 2.76
 薬剤 13.85 11.30 11.91 13.07 13.99 13.55 14.38 15.64
 補助具 2.84 2.83 3.19 3.56 3.97 3.77 3.73 3.84
 各種療法 2.02 1.89 2.18 2.42 2.61 2.39 2.70 2.68
 入院治療 28.42 29.98 32.25 34.02 34.24 34.98 36.02 36.03
 傷病手当金 6.28 6.22 6.70 7.79 7.64 6.03 5.80 5.96
 妊娠／出産関係 1.83 1.89 1.90 1.97 2.33 2.39 2.41 2.41

    
 給付支出合計 85.82 84.92 91.25 97.29 100.41 98.23 100.10 102.68

    
旧東ドイツ    
 医科外来 2.27 2.65 2.99 2.96 2.90 2.99 2.99 2.98
 歯科治療 1.21 1.28 1.37 1.31 1.39 1.38 1.40 1.36
 歯科補綴 1.38 0.61 0.69 0.62 0.68 0.74 0.44 0.50
 薬剤 2.79 2.93 3.27 3.31 3.47 3.26 3.34 3.56
 補助具 0.68 0.70 0.77 0.75 0.81 0.72 0.71 0.77
 各種療法 0.18 0.24 0.31 0.34 0.40 0.36 0.41 0.39
 入院治療 5.40 6.03 6.86 6.73 7.11 7.35 7.56 7.71
 傷病手当金 0.93 1.22 1.44 1.62 1.66 1.36 1.25 1.18
 妊娠／出産関係 0.20 0.21 0.22 0.22 0.27 0.29 0.31 0.32

    
 給付支出合計 16.21 17.40 19.82 19.70 20.47 20.05 20.02 20.52

    
ドイツ連邦共和国    
 医科外来

1) 17.07 17.93 18.88 19.67 20.11 20.49 20.78 21.19
 歯科治療 6.40 6.60 6.94 7.05 7.57 7.61 7.85 7.70
 歯科補綴 4.88 3.12 3.59 3.79 4.20 4.31 2.99 3.27
 薬剤 16.64 14.23 15.17 16.38 17.46 16.81 17.72 19.21
 補助具 3.53 3.53 3.95 4.31 4.78 4.50 4.44 4.61
 各種療法 2.20 2.13 2.49 2.76 3.01 2.75 3.11 3.08
 入院治療 33.82 36.01 39.11 40.75 41.35 42.34 43.58 43.74
 傷病手当金 7.21 7.45 8.14 9.41 9.30 7.38 7.05 7.15
 妊娠／出産関係 2.04 2.09 2.12 2.20 2.59 2.69 2.72 2.72

    
 給付支出合計 102.03 102.33 111.07 116.99 120.88 118.29 120.12 123.21

     

 
※註：1) 2002年以降、医療保険を通じて診療報酬が請求される透析物品費を含む。 

 
出所： Bundesministerium für Gesundheit und Soziale Sicherung,  

Kennzahlen und Faustformeln GKV, Okt. 2004 
(http://www.bmgs.bund.de/deu/gra/datenbanken/gkv/4608.cfm) 
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2000 2001 2002 2003 
    
    

18.49 18.89 20.01 20.80 
6.35 6.57 6.64 6.72 
2.96 3.08 2.95 3.15 

16.32 18.08 18.98 19.63 
4.04 4.08 4.22 4.46 
2.66 2.78 3.17 3.31 

36.81 37.11 38.16 38.38 
5.96 6.57 6.45 5.93 
2.40 2.36 2.36 2.47 

    
105.05 108.89 111.79 113.14 

    
    

3.02 3.01 3.39 3.50 
1.36 1.37 1.33 1.31 
0.56 0.59 0.57 0.63 
3.80 4.26 4.47 4.59 
0.79 0.85 0.87 0.95 
0.40 0.45 0.53 0.56 
7.73 7.87 8.14 8.42 
1.10 1.14 1.12 1.05 
0.33 0.33 0.33 0.37 

    
20.89 21.75 22.54 23.08 

    
    

21.50 21.90 23.41 24.30 
7.71 7.93 7.97 8.03 
3.52 3.66 3.52 3.79 

20.12 22.33 23.45 24.22 
4.82 4.93 5.09 5.42 
3.06 3.23 3.70 3.88 

44.54 44.98 46.30 46.80 
7.06 7.72 7.56 6.97 
2.74 2.69 2.69 2.84 

    
125.94 130.63 134.33 136.22 
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3-5）重度の要介護に対する公的医療保険の給付実績 
 

  （単位：≪件数≫～件、≪比率≫～％） 
 1991 1992 

給付の種類 件数 比率 ドイツマルク 件数 比率 ドイツマルク 
   

旧西ドイツ   
継続的給付   
 在宅介護サービス 96,658 14.21  249,635,288 170,255 20.94 460,083,466 
 介護手当（現金） 583,334 85.79  1,369,406,806 642,992 79.06 1,722,564,490 
休暇代替介護 94,655  136,139,628 120,655 164,450,472 
   
全給付（受給者数） 519,093  604,944  

   
旧東ドイツ   

継続的給付   
 在宅介護サービス 6,723 4.77  39,482,935 15,768 9.82 49,401,059 
 介護手当（現金） 134,188 95.23  330,482,022 144,864 90.18 425,802,607 
休暇代替介護 5,040  6,440,071 11,822 13,535,482 
   
全給付（受給者数） 123,337  127,913  

   

 
  （単位：≪件数≫～件、≪比率≫～％） 

 1993 1994 
給付の種類 件数 比率 ドイツマルク 件数 比率 ドイツマルク 

   
旧西ドイツ   

継続的給付   
 在宅介護サービス 214,134 23.05  586,583,266 280,440 27.16 744,850,130 
 介護手当（現金） 714,754 76.95  1,774,872,437 752,035 72.84 1,891,381,709 
休暇代替介護 132,541  182,193,676 161,166 216,253,389 
   
全給付（受給者数） 637,127  719,601  

   
旧東ドイツ   

継続的給付   
 在宅介護サービス 37,056 17.78  90,305,984 67,152 27.04 148,934,732 
 介護手当（現金） 171,331 82.22  460,403,181 181,192 72.96 472,973,126 
休暇代替介護 16,558  18,814,568 22,634 25,495,052 
   
全給付（受給者数） 146,320  167,458  

   

 
※註： 給付件数は四半期毎に１件として計上。受給者数は当該年にいずれかの給付を受けた者の総数。 
 
原出典： Bundesministerium für Gesundheit, Daten des Gesundheitheitswesens 1995, S. 304 
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参考）日本、アメリカ、EU 各国の医療費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   （単位：各国通貨百万）

  1995 2000 

  

Total 
Expenditure on 

Health 
対GDP比
（％） 

Public 
Expenditure on 

Health 
対GDP比
（％） 

Total 
Expenditure on 

Health 
対GDP比
（％） 

Public 
Expenditure on 

Health 
対GDP比
（％） 

  
Japan 33,952,749 6.8 28,190,468 5.7 38,676,485 7.6 31,435,615 6.1
United States 973,127 13.3 440,922 6.0 1280,667 13.1 569,211 5.8
Austria 14,081 8.2 9,982 5.8 15,994 7.7 11,137 5.4
Belgium 17,552 8.7 12,197 6.0 21,812 8.8 15,379 6.2
Denmark 82,841 8.2 68,364 6.8 106,935 8.4 88,147 6.9
Finland 7,149 7.5 5,403 5.7 8,703 6.7 6,538 5.0
France 112,473 9.5 85,843 7.3 132,326 9.3 100,319 7.1
Germany 190,389 10.6 153,301 8.5 214,858 10.6 169,261 8.3
Greece 7,692 9.6 4,003 5.0 11,780 9.7 6,353 5.2
Ireland 3,576 6.8 2,560 4.9 6,543 6.4 4,794 4.7
Italy 68,104 7.4 49,173 5.3 94,791 8.1 69,825 6.0
Luxembourg 841 6.4 777 5.9 1,174 5.5 1,053 5.0
Netherlands 25,420 8.4 18,059 6.0 32,877 8.2 - -
Portugal 6,606 8.2 4,137 5.1 10,601 9.2 7,364 6.4
Spain 33,293 7.6 24,031 5.5 45,490 7.5 32,548 5.3
Sweden 144,125 8.1 124,884 7.1 185,305 8.4 157,306 7.2
United Kingdom 50,086 7.0 42,003 5.8 69,242 7.3 55,996 5.9

  
 2001 2002 

  

Total 
Expenditure on 

Health 
対GDP比
（％） 

Public 
Expenditure on 

Health 
対GDP比
（％） 

Total 
Expenditure on 

Health 
対GDP比
（％） 

Public 
Expenditure on 

Health 
対GDP比
（％） 

  
Japan 39,525,051 7.8 32,272,848 6.4 - - - -
United States 1,389,193 13.9 623,500 6.2 1,518,702 14.6 681,819 6.6
Austria 16,238 7.6 11,130 5.2 16,806 7.7 11,740 5.4
Belgium 22,852 9.0 1,6,320 6.4 23,646 9.1 16,831 6.5
Denmark 114,368 8.6 94,546 7.1 120,265 8.8 99,744 7.3
Finland 9,458 7.0 7,136 5.3 10,208 7.3 7,723 5.5
France 139,428 9.4 105,814 7.2 148,082 9.7 112,592 7.4
Germany 222,998 10.8 175,359 8.5 230,066 10.9 180,637 8.6
Greece 12,371 9.4 6,568 5.0 13,462 9.5 7,127 5.0
Ireland 7,955 6.9 6,015 5.2 9,399 7.3 7,065 5.5
Italy 101,265 8.3 76,956 6.3 106,784 8.5 80,781 6.4
Luxembourg 1,294 5.9 1,162 5.3 1,395 6.2 1,192 5.3
Netherlands 36,641 8.5 - - 40,554 9.1 - -
Portugal 11,467 9.3 8,095 6.6 12,001 9.3 8,466 6.5
Spain 49,060 7.5 34,998 5.4 53,080 7.6 37,922 5.4
Sweden 199,624 8.8 169,408 7.5 216,778 9.2 184,999 7.9
United Kingdom 74,833 7.5 62,090 6.2 80,620 7.7 67,201 6.4

  

 
出所： OECD Health Data 2004, 3rd ed. 

 

ドイツ 

連邦共和国
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4-1）疾病金庫数推移 
 

 疾病金庫 
合計 

地区 
疾病金庫 

企業 
疾病金庫 

同業組合

疾病金庫

農業 
疾病金庫

労働者／職員

代替金庫 
    

旧西ドイツ    
1970 1,815  399  1,119  178  102  15   
1975 1,479  314  965  164  19  15   
1980 1,316  271  853  156  19  15   
1983 1,262  270  801  155  19  15   
1984 1,239  270  778  155  19  15   
1985 1,215  270  754  155  19  15   
1986 1,194  269  734  155  19  15   
1987 1,182  269  722  155  19  15   
1988 1,169  269  710  154  19  15   
1989 1,153  268  696  153  19  15   
1990 1,147  267  692  152  19  15   
1991 1,135  264  684  151  19  15   
1992 1,123  259  680  148  19  15   
1993 1,111  257  673  145  19  15   
1994 1,051  223  653  139  19  15   
1995 875  84  633  122  19  15   
1996 571  12  485  39  18  15   
1997 498  12  424  28  18  14   
1998 443  12  370  28  18  13   
1999 420  12  347  28  18  13   
2000 393  12  324  25  18  12   
2001 370 12 305 22 17 12 
2002 331 12 275 19 11 12 

    
旧東ドイツ    

1991 74  12  37  23  2  0   
1992 100  12  61  25  2  0   
1993 110  12  71  24  3  0   
1994 101  12  66  21  2  0   
1995 85  8  57  18  2  0   
1996 71  8  47  14  2  0   
1997 56  6  33  15  2  0   
1998 39  6  16  15  2  0   
1999 35  5  14  14  2  0   
2000 27  5  13  7  2  0   
2001 26 5 13 6 2 0 
2002 24 5 12 5 2 0 

    
ドイツ連邦 
共和国 

   

2003 323  17  255  24  13  12   
2004 290  17  229  20  12  10   
2005 267  17  210  19  9  10   

    

 
※註：1) 1970年は年末、その他の年は1月1日の数値。 

2) この表のほかに、海員疾病金庫(1)、連邦鉱夫組合(1)がある。「疾病金庫合計」にはこれらを含めている。 
 
出所： Bundesministerium für Gesundheit, Statistisches Taschenbuch Gesundheit 2000, Tab. 10.3; 2002, Tab. 9.4 

http://www.bmgs.bund.de/download/statistiken/stattb2002/inhalt.htm 
BKK Bundesverband Übersicht der Anzahl der Krankenkassenzahl nach Kassenarten 
http://www.bkk.de/bkk/pressemitteilungen/powerslave,id,176,nodeid,15.html 
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4-2）医療保険種類別人口（2003 年 5 月の抽出国勢調査結果による）*) 
 

内訳 
合計 1) 強制 

被保険者 
任意加入 
被保険者 

年金 
受給者 

家族 
被保険者 

 他制度適用者 2）

及び無保険者 
保険加入状況 

千人 % 千人 % 3) 千人 % 3) 千人 % 3) 千人 % 3) 千人 % 3) 
     

男性         
 地区疾病金庫 4） 14,221 35.3 7,039 49.5 660 4.6 3,432 24.1 2,984 21.0 X X
 企業疾病金庫 5） 6,653 16.5 3,522 52.9 520 7.8 1,150 17.3 1,454 21.9 X X
 同業組合疾病金庫 2,467 6.1 1,433 58.1 164 6.6 367 14.9 495 20.1 X X
 農業疾病金庫 602 1.5 244 40.5 46 7.6 193 32.1 116 19.3 X X
 連邦鉱夫組合 732 1.8 218 29.8 15 2.0 412 56.3 84 11.5 X X
 代替金庫 9,702 24.1 4,210 43.4 1,224 12.6 1,780 18.3 2,464 25.4 X X
 民間医療保険 4,696 11.6 X X 3,990 85.0 X X 501 10.7 X X
 その他の保険による保障 1,119 2.8 X X X X X X X X 1,119 100 
 無保険 114 0.3 X X X X X X X X 114 100 

合計 40,330 100 16,664 41.3 6,619 16.4 7,335 18.2 8,098 20.1 1,233 3.0
 就業者 19,996 49.6 13,654 68.3 5,217 26.1 238 1.2 230 1.2 534 2.7
 失業者および非就業者 20,334 50.4 3,011 14.8 1,402 6.9 7,097 34.9 7,869 36.7 645 3.2

         
女性         
 地区疾病金庫 4） 15,533 36.8 5,402 34.8 376 2.4 4,948 31.9 4,706 30.3 X X
 企業疾病金庫 5） 6,560 15.6 2,788 42.5 223 3.4 1,103 16.8 2,435 37.1 X X
 同業組合疾病金庫 1,952 4.6 759 38.9 73 3.7 321 16.4 794 40.7 X X
 農業疾病金庫 563 1.3 116 20.6 19 3.4 193 34.3 232 41.2 X X
 連邦鉱夫組合 745 1.8 88 11.8 8 1.1 386 51.8 261 35.0 X X
 代替金庫 12,737 30.2 5,726 45.0 640 5.0 2,678 21.0 3,668 28.8 X X
 民間医療保険 3,285 7.8 X X 2,371 72.2 X X 776 23.6 X X
 その他の保険による保障 696 1.7 X X X X X X X X 696 100 
 無保険 75 0.2 X X X X X X X X 75 100 

合計 42,172 100 14,880 35.3 3,709 8.8 9,629 22.8 12,872 30.5 771 1.8
 就業者 16,176 38.4 12,198 74.4 2,287 14.1 214 1.3 1,359 8.4 91 0.6
 失業者および非就業者 25,996 61.6 2,681 10.3 1,422 5.5 9,415 36.2 11,513 44.3 679 2.6

         
合計         
 地区疾病金庫 4） 29,754 36.1 12,440 41.8 1,036 3.5 8,380 28.2 7,690 25.8 X X
 企業疾病金庫 5） 13,213 16.0 6,310 47.8 743 5.6 2,254 17.1 3,890 29.4 X X
 同業組合疾病金庫 4,419 5.4 2,191 49.6 237 5.4 688 15.6 1,288 29.1 X X
 農業疾病金庫 1,164 1.4 361 31.0 65 5.6 387 33.2 349 30.0 X X
 連邦鉱夫組合 1,477 1.8 306 20.7 22 1.5 798 54.0 344 23.3 X X
 代替金庫 22,439 27.2 9,936 44.3 1,864 8.3 4,458 19.9 6,132 27.3 X X
 民間医療保険 7,981 9.7 X X 6,360 79.7 X X 1,278 16.0 X X
 その他の保険による保障 1,815 2.2 X X X X X X X X 1,815 100 
 無保険 188 0.2 X X X X X X X X 188 100 

合計 82,502 100 31,544 38.2 10,328 12.5 16,964 20.6 20,970 25.4 2,003 2.4
 就業者 36,172 43.8 25,852 71.5 7,504 20.7 452 1.2 1,589 4.4 679 1.9
 失業者および非就業者 46,330 56.2 5,692 12.3 2,825 6.1 16,512 35.6 19,382 41.8 1,317 2.8

     

 
※註：*) 抽出国勢調査は4年ごとに実施される 

1) 医療保険に関する申告を含む。 
2) 社会扶助受給者、戦争被害年金受給者または負担調整金から拠出される生活費、警察および連邦国防軍の

任意医療扶助の受給者として請求権がある。 
3) 「合計」に対する割合。 
4) 外国の疾病金庫を含む。 
5) 連邦交通省、連邦鉄道財産機構の事業所疾病金庫および郵便社会保険組織法による事業所疾病金庫ならび

に海員疾病金庫を含む。 
 

出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 2004, p. 44, Tab. 2.14 
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4-3）公的医療保険の加入資格別被保険者数推移（各年 10 月 1 日） 
 

   （単位：千人）

 被保険者 家族 加入者 

 
強制 

被保険者 

任意加入 

被保険者 

年金 

受給者 合計 被保険者 合計 
   

旧西ドイツ   
1985 21,365  4,455  10,627 36,447 19,507 55,954 
1986 21,667  4,381  10,658 36,706 18,433 55,139 
1987 21,818  4,413  10,723 36,954 18,144 55,098 
1988 22,075  4,342  10,812 37,229 17,908 55,137 
1989 22,041  4,422  10,924 37,387 17,346 54,733 
1990 22,807  4,427  11,038 38,272 17,560 55,832 
1991 23,229  4,631  11,150 39,010 17,832 56,842 
1992 23,364  4,827  11,281 39,472 17,693 57,165 
1993 23,333  4,904  11,395 39,632 17,841 57,473 
1994 23,376  4,873  11,456 39,705 17,681 57,386 
1995 23,879  5,064  11,724 40,667 18,046 58,713 
1996 23,679  5,375  11,778 40,832 18,282 59,114 
1997 23,579  5,488  11,811 40,878 17,858 58,737 
1998 23,500  5,551  11,827 40,878 17,843 58,721 
1999 23,749  5,660  11,839 41,249 17,716 58,964 
2000 23,661 5,876 11,853 41,391 17,618 59,008
2001 23,463 5,887 11,860 41,210 17,582 58,792
2002 23,238 5,411 12,700 41,349 17,506 58,854
2003 23,429 4,681 13,119 41,229 17,454 58,682

 
旧東ドイツ 

1991 8,105  547  3,028 11,680 2,759 14,439 
1992 7,986  503  3,063 11,552 3,258 14,810 
1993 7,473  661  3,110 11,244 3,446 14,690 
1994 7,101  708  3,241 11,050 3,278 14,328 
1995 6,340  645  3,236 10,221 2,953 13,174 
1996 6,199  662  3,303 10,164 2,854 13,018 
1997 6,099  643  3,365 10,107 2,756 12,864 
1998 5,953  654  3,396 10,003 2,649 12,652 
1999 5,873  654  3,426 9,954 2,542 12,496 
2000 5,666 687 3,457 9,811 2,437 12,248
2001 5,661 661 3,463 9,785 2,416 12,201
2002 5,588 503 3,530 9,622 2,307 11,929
2003 5,528 435 3,562 9,526 2,246 11,772

 
ドイツ連邦共和国 

1991 31,334  5,178  14,178 50,690 20,591 71,281 
1992 31,350  5,330  14,344 51,024 20,951 71,975 
1993 30,806  5,565  14,505 50,876 21,287 72,163 
1994 30,477  5,581  14,697 50,755 20,959 71,714 
1995 30,219  5,709  14,960 50,888 20,999 71,887 
1996 29,878  6,037  15,081 50,996 21,136 72,132 
1997 29,678  6,131  15,176 50,985 20,614 71,601 
1998 29,453  6,205  15,223 50,881 20,492 71,373 
1999 29,622  6,315  15,265 51,202 20,258 71,460 
2000 29,328 6,564 15,310 51,201 20,055 71,257
2001 29,124 6,548 15,323 50,995 19,997 70,993
2002 28,826 5,914 16,230 50,970 19,813 70,783
2003 28,957 5,116 16,681 50,754 19,700 70,454

   

 
※註： 各年10月１日現在。 

但し2001年は1月1日現在、2002年と2003年は年平均値。 
 
出所： Daten des Gesundheitswesens 1999, p. 368; 2001, p. 358, 359, 360 

Bundesministerium für Gesundheit, Statistisches Taschenbuch Gesundheit 1996, Tab. 10.4; 1998, Tab. 10.7; 2000, Tab. 10.7 
Bundesministerium für Gesundheit und Soziale Sicherung, Gesetzliche Krankenversicherung, Mitglieder, mitversicherte 
Angehörige und Krankenstand, Jahresdurchschnitte 1998 bis 2003, p. 4, 5, 22, 23, 40, 41 (2002年値), p. 1, 2, 19, 20, 37, 
38 (2003年値).  (http://www.bmgs.bund.de/deu/gra/datenbanken/gkv/4606.cfm) 
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4-4）公的医療保険被保険者の年齢階級別分布（ドイツ連邦共和国） 
 

   （単位：千人）

年齢階級別比率（％） 

 

被保険者者 

1) 
合計 15歳未満 15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上

     
1992 36,680  0.3  15.2  28.8  22.0  20.3  12.1  1.2  
1993 36,372  0.2  14.1  29.3  22.6  19.8  12.7  1.2  
1994 36,058  0.2  13.2  29.5  23.3  19.4  13.2  1.3  
1995 35,928  0.2  12.6  29.5  23.9  19.0  13.3  1.4  
1996 35,915  0.2  12.0  29.1  24.6  18.8  13.7  1.5  
1997 35,810  0.2  11.9  28.3  25.3  19.0  13.7  1.7  
1998 35,317  0.2  10.6  27.4  26.3  19.4  14.3  1.9  
1999 35,552 0.2 10.7 26.1 27.0 19.7 14.1 2.2 
2000 35,559 0.2 10.9 24.7 27.6 20.5 13.5 2.7 
2001 35,492 0.2 10.9 23.5 28.0 21.3 13.1 3.1 
2002 34,266 0.2 11.1 23.1 29.2 22.5 12.1 1.7 
2003 33,887 0.1 10.8 22.2 29.4 23.3 12.3 1.8 
2003年の金庫別内訳         
  地区疾病金庫 10,853 0.1 11.1 20.6 28.9 24.3 13.0 2.0 
  企業疾病金庫 7,949 0.1 11.3 27.0 31.7 20.9 8.4 0.6 
  同業組合疾病金庫 2,433 0.1 14.8 26.3 28.1 19.2 9.8 1.7 
  農業疾病金庫 270 0.1 2.8 13.2 27.0 28.3 22.4 6.2 
  海員疾病金庫 31 0.0 4.1 13.8 19.1 24.8 30.2 8.0 
  連邦鉱夫組合 247 0.0 5.3 10.8 30.3 33.3 16.6 3.7 
  労働者代替金庫 762 0.1 9.5 21.6 33.4 24.1 10.7 0.7 
  職員代替金庫 11,342 0.2 9.8 20.2 28.4 24.4 14.6 2.5 

     

 
※註：1) 年金生活者を除く一般医療保険の加入者。 
 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 1996, p. 456, Tab. 19.2.2; 1998, p. 451, Tab. 19.2.2; 1999, p. 451, 

Tab.19.2.2; 2000, p. 450, Tab. 19.2.2; 2001, p. 468, Tab. 19.2.2; 2002, p. 456, Tab. 19.2.2; 2003, p. 472, Tab. 19.2.2; 
2004, p. 190, Tab. 7.2.2. 

原出典： Bundesministerium für Gesundheit 
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4-5）公的医療保険の収支と資産 
 
 収入 1) 支出 
      給付費  

 合計 保険料 合計 管理費 計 
医師による

治療 2) 入院 薬剤 3) 傷病手当金 その他 
 百万ドイツマルク 

      
1992 201,142  193,871  210,496 10,556 199,560 45,905 64,255 55,125  14,104  380 
1993 222,195  214,762  211,781 11,111 200,132 47,981 68,503 47,034  14,564  538 
1994 236,451  224,599  234,274 11,724 217,234 50,501 74,545 51,509  15,918  5,315 
1995 255,877  226,587  262,825 12,003 228,816 52,258 77,708 55,659  18,406  22,006 
1996 243,245  234,695  250,192 12,802 236,422 54,146 78,237 60,095  18,198  968 
1997 246,736  239,379  245,053 12,624 231,350 54,961 80,061 58,095  14,444  1,079 

      

 
 収入 1) 支出 1) 
      給付費  

 合計 保険料 合計 管理費 計 
医師による

治療 2) 入院 薬剤 3) 傷病手当金 その他 
 百万ユーロ 

      
1998 127,750 124,279 127,473 6,818 120,120 28,633 42,194 29,654 7,048 535
1999 131,203 127,498 130,918 7,171 123,209 28,891 42,371 31,630 7,146 539
2000 133,808 130,053 133,823 7,296 125,943 29,213 43,145 33,073 7,058 585
2001 135,790 131,886 138,811 7,642 130,634 29,830 43,615 35,756 7,717 534
2002 140,259 136,208 143,628 8,019 134,328 30,279 44,784 36,277 7,561 1,281
2002年金庫別内訳      
 地区疾病金庫 45,079 43,771 58,171 3,164 54,645 10,643 19,830 14,854 2,781 361 
 企業疾病金庫 29,037 28,529 22,876 990 21,263 5,651 6,522 5,434 1,431 623 
 同業組合疾病金庫 8,047 7,927 7,529 488 6,982 1,542 2,245 1,775 652 59 
 農業疾病金庫 2,151 898 2,171 116 2,047 408 755 609 3 8 
 海員疾病金庫 156 153 163 8 155 30 55 42 12 0 
 連邦鉱夫組合 2,727 2,465 4,369 178 4,158 611 1,781 1,138 82 33 
 労働者代替金庫 3,049 3,023 2,332 114 2,196 577 653 565 187 23 
 職員代替金庫 50,013 49,441 46,016 2,961 42,882 10,816 12,941 11,859 2,413 173 

      

 
※註：1) リスク構造調整が行われていない収入。 

2) 歯科医師を含む。 
3) 療法手段、補助具ならびに歯科補綴を含む。 
4) 年度末の額。 

賃金継続支払法に基づき、調整された財産を含む。 
 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 1997, p. 466, Tab. 19.2.3; 1998, p. 451, Tab. 19.2.3; 1999, p. 451, Tab. 

19.2.3; 2000, p. 450, Tab. 19.2.3; 2001, p. 468, Tab. 19.2.3; 2002, p. 456, Tab. 19.2.3; 2003, p. 472, Tab. 19.2.3; 2004, p. 
190, Tab. 7.2.3. 

原出典： Bundesministerium für Gesundheit und Soziale Sicherung, Bonn 
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加入者1人当たり  
（年金受給者除く）  

 
保険料 

 
給付 

 
資 産 4) 

ドイツマルク 百万ドイツマルク 
   

4,442  3,190  16,589  
4,932  3,188  26,435  
5,126  3,447  29,353  
5,152  3,675  23,300  
5,363  3,794  18,340  
5,454  3,660  19,689  

   

 
加入者1人当たり  

（年金受給者除く）  
 

保険料 
 

給付 
 

資 産 4) 
ユーロ 百万ユーロ 

   
2,837 1,895 11,119 
2,895 1,920 10,990 
2,950 1,944 11,199 
2,995 2,017 9,844 
3,119 2,041 8,661 

   
2,792 2,150 4,005 
3,426 1,809 751 
2,793 1,846 670 
2,445 2,166 402 
3,535 2,365 32 
3,540 2,760 1,156 
3,443 1,933 97 
3,286 2,107 1,547 
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4-6）公的医療保険収支の推移 
 

   （単位：百万ドイツマルク）

支出 
 

収入 

合計 1) 合計 2) 現物給付 現金給付 3) 管理費 収支 

   
旧西ドイツ   

1970 26,116  25,179  20,266 3,583 1,230  937  
1975 60,742  60,990  51,711 6,459 2,720  -248  
1980 88,452  89,834  77,057 8,899 3,752  -1,382  
1981 96,486  96,391  83,376 8,827 4,060  95  
1982 101,709  97,224  84,332 8,344 4,456  4,485  
1983 103,484  100,692  87,444 8,454 4,699  2,792  
1984 105,808  108,679  94,571 8,991 4,984  -2,871  
1985 111,831  114,108  99,522 9,182 5,260  -2,277  
1986 118,507  119,867  104,286 9,775 5,665  -1,360  
1987 125,074  124,997  108,549 10,381 5,967  77  
1988 132,639  134,376  117,145 10,914 6,203  -1,737  
1989 139,682  129,927  112,426 10,815 6,572  9,755  
1990 147,753  141,654  122,182 12,056 7,276  6,099  

   
 

   （単位：百万ユーロ）

支出 
 

収入 

合計 1) 合計 2) 現物給付 現金給付 3) 管理費 収支 

   
旧西ドイツ 4)      

1991 78,852 81,711 70,509 7,020 4,053 -2,860 
1992 85,783 90,435 78,333 7,487 4,438 -4,652 
1993 94,292 89,661 77,470 7,451 4,486 4,631 
1994 97,740 96,265 83,353 7,893 4,743 1,475 
1995 100,533 103,070 88,290 9,003 4,945 -2,538 
1996 103,404 106,133 91,537 8,877 5,292 -2,729 
1997 104,834 103,966 90,974 7,261 5,264 868 
1998 106,677 106,080 93,092 7,005 5,579 597 
1999 109,835 109,030 95,532 7,152 5,893 804 5) 
2000 112,620 111,585 97,927 7,123 6,016 1,035 5) 
2001 114,590 115,650 101,157 7,707 6,347 -1,060 

旧東ドイツ 4)      
1991 13,295 11,877 10,469 745 660 1,418 
1992 17,059 17,190 15,052 1,161 959 -131 
1993 19,313 18,621 15,920 1,484 1,195 692 
1994 21,053 21,126 18,113 1,711 1,251 -73 
1995 19,813 20,935 17,832 1,866 1,192 -1,122 
1996 20,965 21,788 18,547 1,920 1,254 -823 
1997 21,320 21,327 18,440 1,612 1,190 -7 
1998 21,073 21,393 18,522 1,501 1,238 -320 
1999 21,368 21,888 19,093 1,431 1,278 -520 5) 
2000 21,188 22,239 19,544 1,348 1,279 -1,050 5) 
2001 21,163 23,137 20,360 1,387 1,294 -1,974 

   

 
※註：1) 収入：保険料およびその他の収入。 

1994年から継続しているリスク構造調整（RSA）からの収入は算入されていない。 
2) 支出：給付支出、管理費およびその他の支出。 

リスク構造調整への支出は算入されていない。 
3) 現金給付：疾病給付金、ライヒ保険法（RVO）第200条による妊産婦手当、ライヒ保険法第200b条による出産手

当および死亡一時金。 
4) 1995年よりベルリン東地区は旧連邦地域（旧西独）に分類されている。 
5) 1999年以降導入された公的医療保険の資金力調整（西から東への移転額  － 1999年6億1,400万ユーロ、2000年

14億1,800万ユーロ、2001年20億3,700万ユーロ）を算入すると、旧連邦地域（旧西独）における財政残高は、1999
年に＋1億9,000万ユーロ、2000年には－3億8,200万ユーロ、2001年には－30億8,400万ユーロとなった。 
これに伴い、新連邦州（旧東独）では、財政残高は1999年には＋9,400万ユーロ、2000年には＋3億6,800万ユーロ、

2001年には6,300万ユーロであった。 
 
出所： Daten des Gesundheitswesens 1999, p. 399 

Bundesministerium für Gesundheit, Statistisches Taschenbuch Gesundheit 2000, Tab. 10.11; 2002, Tab. 10.5 
http://www.bmgs.bund.de/download/statistiken/stattb2002/inhalt.htm 
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4-7）疾病金庫種類別 1) 保険料率推移（年間平均） 
 

   （単位：%） 

代替金庫 
 
公的医療保険 

合  計  1) 
地  区 

疾病金庫 

企  業 

疾病金庫 

同業組合 

疾病金庫 労働者 職 員 

    
旧西ドイツ 2)    

1970 8.20   8.15   7.51  7.82  8.07  8.89  
1971 8.13   8.08   7.53  7.81  7.99  8.66  
1972 8.39   8.40   7.80  8.07  8.21  8.85  
1973 9.13   9.11   8.37  8.58  8.97  9.73  
1974 9.46   9.49   8.76  9.15  9.60  9.83  
1975 10.43   10.64   9.42  10.38  10.17  10.69  
1976 11.28   11.32   10.19  11.09  11.05  11.85  
1977 11.37   11.40   10.39  11.19  11.40  11.83  
1978 11.41   11.52   10.58  11.36  11.45  11.60  
1979 11.26   11.47   10.46  11.18  11.03  11.22  
1980 11.38   11.70   10.49  11.21  11.01  11.22  
1981 11.80   12.11   10.69  11.44  11.18  11.87  
1982 11.98   12.37   10.89  11.73  11.40  11.94  
1983 11.83   12.16   10.58  11.53  11.09  11.91  
1984 11.43   11.80   10.13  11.07  10.60  11.51  
1985 11.81   12.11   10.29  11.27  11.33  12.10  
1986 12.20   12.69   10.80  12.01  11.49  12.10  
1987 12.62   13.16   11.18  12.66  11.62  12.42  
1988 12.90   13.46   11.45  12.79  11.95  12.69  
1989 12.91   13.48   11.48  12.74  11.96  12.68  
1990 12.53   13.13   11.10  12.28  11.23  12.32  
1991 12.20 12.75 10.84 11.94 11.01 12.04 
1992 12.74 13.46 11.33 12.54 11.10 12.37 
1993 13.41 14.05 11.86 13.27 12.39 13.18 
1994 13.23 13.62 12.00 12.89 12.43 13.30 
1995 13.24 13.57 12.20 12.71 13.18 13.29 
1996 13.47 13.83 12.59 13.11 12.97 13.45 
1997 13.50 13.66 12.70 12.98 13.00 13.73 
1998 13.55 13.66 12.80 13.01 13.03 13.82 
1999 13.54 13.66 12.73 13.39 13.43 13.76 
2000 13.52 13.74 12.54 13.69 13.64 13.71 
2001 13.56 13.98 12.53 13.82 13.65 13.70 
2002 14.00 14.31 13.02 14.34 13.95 14.30 
2003 14.35 14.62 13.65 14.44 13.96 14.65 

旧東ドイツ 2)       
1991 3) 12.80 12.80 12.80 12.80 12.80 12.80 
1992 12.61 12.80 11.81 12.45 12.00 12.54 
1993 12.62 13.11 11.71 12.14 11.86 12.19 
1994 12.95 13.43 11.70 11.98 11.81 12.84 
1995 12.82 13.49 11.39 11.86 12.00 12.59 
1996 13.53 14.17 12.47 12.97 11.69 13.23 
1997 13.89 14.29 12.93 13.48 12.89 13.86 
1998 13.93 14.32 12.94 13.62 12.99 13.89 
1999 13.88 14.23 12.97 13.73 13.47 13.83 
2000 13.80 14.17 12.68 13.87 13.66 13.79 
2001 13.67 14.06 12.54 13.88 13.65 13.79 
2002 13.88 13.94 13.02 13.95 13.95 14.27 
2003 14.12 13.85 13.66 13.87 13.94 14.80 

    

 
※註：1) 海員疾病金庫および連邦鉱夫組合を含む。 

2) 1995年より、ベルリン東地区は旧連邦地域に分類されている。 
3) 旧東ドイツにおける1991年の保険料率は、ドイツ統一条約にしたがい、一律12.8％。 

 
出所： Daten des Gesundheitswesens 1999, p. 420 

Bundesarbeitsblatt 7-8/1997, p.158, 160; 11/1997, p. 105, 107; Bundesministerium für Gesundheit, Statistisches 
Taschenbuch, Gesundheit 1998, Tab. 10.15; 2000, Tab. 10.15; 2002, Tab. 10.11 
Daten des Gesundheitswesens 2001, p. 396 
Bundesministerium für Gesundheit und Soziale Sicherung,  Beitragssätze der GKV, Gesetzliche Krankenversicherung 
Allgemeiner Beitragssatz,  1991 bis 2003, Januar bis Oktober 2004 p. 2, 3 (1991-2003年値). 
(http://www.bmgs.bund.de/deu/gra/datenbanken/gkv/4604.cfm) 
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4-8）民間医療保険（完全保険）の支出推移 
 

 
支出合計 1) 

（百万ユーロ） 

完全保険 
被保険者数 2) 
（百万人） 

1人当たり支出 
（ユーロ） 

   
 旧西ドイツ 

1970 892.26 5.763 154.82 
1975 1,516.08 4.176 363.05 
1980 2,339.21 4.843 483.01 
1985 3,176.91 5.241 606.17 
1986 3,322.26 5.362 619.59 
1987 3,599.04 5.632 639.03 
1988 3,919.32 5.877 666.89 
1989 4,376.95 6.410 682.83 
1990 4,932.50 6.614 745.77 

 ドイツ連邦共和国 
1991 5,556.21 6.333 877.34 
1992 6,305.28 6.686 941.08 
1993 6,924.71 6.829 1,003.58 
1994 7,393.30 6.934 1,066.19 
1995 7,817.94 6.945 1,125.66 
1996 8,158.03 6.977 1,169.21 
1997 8,508.24 7.065 1,204.28 
1998 8,834.25 7.206 1,226.01 
1999 9,258.17 7.356 1,258.67 
2000 9,710.25 7.522 1,290.84 
2001 10,374.30 7.710 3) 1,345.56 
2002 - 7.924 - 
2003 - 8.110 - 

   

 
※註：1) 損害補償費用を含む給付支出。 

2) 民間医療保険においては、補助給付または雇用者のその他の支払以外には、疾病費用の一部のみを民間医療保

険により確保している被保険者も完全被保険者として数えられる。 
3) 2001年における7,710,200人の完全被保険者のうち、615,300人が新連邦州（旧東独）の住民であった。 

彼らのほとんどが独立事業者か公務員である。 
 
出所： Bundesministerium für Gesundheit, Statistisches Taschenbuch Gesundheit 2002, Tab. 10.9 

http://www.bmgs.bund.de/download/statistiken/stattb2002/inhalt.htm 
Statistisches Taschenbuch der Versicherungswirtschaft, Tab. 34（2002年値） 
http://www.gdv.de/download/GDV_Taschenbuch2003.pdf 
Statistisches Taschenbuch der Versicherungswirtschaft 2004, Tab. 33（2003年値） 
http://www.gdv.de/presseservice/21194.htm 

 
原出典： PKV 
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4-9）公的医療保険における患者一部負担一覧 
 

  〔2005年1月1日現在〕

疾病金庫の給付項目 自己負担額 例外規定 備考 
診察 四半期（1月起点）毎に10.00€ 転医紹介状のある場合： 

診察料を支払った開業医
1)
から他

の開業医への紹介を受けて同一

四半期中に当該（2番目の）開業

医の診察を受ける場合にあって

は、第2番目に受診する開業医に

対し診察料の支払を要しない。 
予防的措置： 
保険歯科医での歯科検診、予防及

び早期発見措置の予約もしくは

予防注射を受ける際にあっては

診察料の支払を要しない。 

「四半期毎に10.00€」の意味

するところ： 
同一四半期中に何回受診しよ

うとも、また（転医紹介状が

あれば）何人の医師に受診し

ようとも、計10.00€を上回る

診察料の支払は要しない。 

薬剤 
（処方箋義務薬剤） 

販売価格の10%。ただし、下限負担額

を5.00€、上限負担額を10.00€。 
なお、どのような場合も製品の販売価

格を上回る負担を要しない。したがっ

て、販売価格4.00€の薬剤交付を受けた

場合の一部負担は4.00€である。 

 例：薬剤販売価格が10.00€の
場合→一部負担は下限負担額

の5.00€、また薬剤販売価格が

75.00€の場合→薬剤販売価格

の10%の7.50€、また、薬剤販

売価格が150.00€の場合→一

部負担は上限負担額の

10.00€、 
包帯材料 販売価格の10%。ただし、下限負担額

を5.00€、上限負担額を10.00€。 
なお、どのような場合も製品の販売価

格を上回る負担を要しない。 

  

移送（交通）費 入院診療もしくは救急医療を受ける際

は費用の10%とするが、下限負担額を

5.00€、上限負担額を10.00€とする。外

来受診の場合にあっては基本的に疾病

金庫からの給付は行われない。 

医学的に特別な事情が存し、かつ

疾病金庫が当該事情を認めた上

で証明書の交付を行った場合に

限って給付対象とする。 

こども（18歳未満）にも一部

負担が適用される。 

各種療法 
・例えば、マッサージ

や療養体操など 
 

費用の10%および処方箋ごとに10.00€
を加算した額（在宅看護の場合は暦年

28日限度）。 

 例：1枚の処方箋にマッサージ

「6」の処方がある場合には、

当該処方箋にかかる10.00€お
よびマッサージにかかる費用

の10%を加算した額となる。

治療補助具： 
例えば帯具、ガーゼ、

補填材、トロンボーゼ

予防圧迫治療材など 

製品ごとに価格の10%（例：補聴器、

車椅子）ただし、下限負担額を5.00€、
上限負担額を10.00€。 
なお、どのような場合も製品の販売価

格を上回る負担を要しない。 

一定の目的に添って消費される

補助手段（例：失禁症のオムツ）

の場合は製品の消費単位ごとに

費用の10%とし、暦月の上限負担

は10.00€とする。 

 

入院治療 日額10.00€ 
（ただし、年28日限度） 

 現状ドイツの平均在院日数は

9日 
入院による予防措置及

びリハビリテーション 
日額10..00€とするが、治癒施療に接続

する療法の場合は同額、28日限度。 
  

母親および父親のため

の医学的リハビリテー

ション（母親温泉クア

療法＝母性保護） 

日額10..00€ 
 

  

家政援助およびソシオ

セラピー

（Soziotherapie） 

暦日ごとに日額費用の10%。ただし、

下限負担額を5.00€、上限負担額を

10.00€ 

  

 

※註：1) 保険開業医、保険開業歯科医。 

負担限度額：「一般の患者」の場合は年間実質所得の 2%、「慢性疾患患者」の場合は同 1%。 
家族（世帯）の実質所得額から妻と子の扶養控除額を差し引いた額を基準とする。 
なお、2003 年末まで存続した患者負担の免除・緩和規定である「社会条項」（Sozialklausel）及び「過

重負担条項」（Ueberforderungsklausel）はいずれも廃止された。 
 

出所： Bundesministerium für Gesundheit und Soziale Sicherung, 
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4-10）公的医療保険の患者一部負担推移 
 
入院    
1983年 1日当たり 5マルク  
1989年 〃 10マルク （GRG施行に伴う引き上げなし） 
1991年 〃 10マルク ※ ドイツ再統一1990年10月3日達成 
1993年 〃 11マルク （GSG 施行） 
  旧東独: 8マルク （年14日限度 18歳以上） 
1994年 〃 12マルク  
  旧東独: 9マルク  
1997年7月～ 〃 17マルク （「第3次医療保険改革法」施行） 
  旧東独: 14マルク ※ リスク構造調整〔RSA〕財源捻出のために保険料率を引き上げる場合

を除き、同率0.1％に引上げにつき定額の一部負担については1マルク、

定率のそれは1.0％、それぞれ連動して一部負担が引上げられることと

された。 
1999年1月～   「第3次医療保険料率法」に基づく保険料率引上げと連動させた一部負担

の引上げを中止した。 
2001年1月～ 〃 17マルク 全ドイツ同じ取扱い。（年14日限度 18歳以上） 

2002年1月～ 〃 9.00€  

2004年1月～ 〃 10.00€ （年28日限度 18歳以上） 

※註： 1991年までは旧西ドイツに適用された一部負担である。 

 
薬剤   
1970年 1処方当たり 旧西ドイツ：20％定率負担（16歳以上、2.5マルク限度） 
1977年 1剤当たり 旧西ドイツ：1マルク 
  （年金受給者及び重度障害者に対する免除規定撤廃） 
1982年 〃 旧西ドイツ：1.5マルク 
1983年 〃 旧西ドイツ：2マルク 
  （風邪薬、うがい薬、下剤、乗物酔い止め薬は全額自己負担＝給付対象除外） 
1989年 〃 旧西ドイツ：3マルク 
  （参照価格の設定されている薬剤を除く。18歳以上） 
1991～1992年 〃 1991年上半期は旧東ドイツで一部負担免除、同年下半期は旧西ドイツの50％（1.5マルク）。 

1992年から旧西ドイツと同じ取り扱い（3マルク）となった。 
1993年 〃 ・ 薬局交付価格30マルクまで 3マルク 
  ・   〃   50マルクまで 5マルク 
  ・   〃   50マルク超 7マルク 
  （参照価格が設定されている薬剤は同価格を交付価格とみなす） 
1994年 〃 ・小包装（N1）〔例： 20錠入包装〕 3マルク 
  ・中包装（N2）〔例： 50錠入包装〕 5マルク 
  ・大包装（N2）〔例： 100錠入包装〕 7マルク 
1997年1月～ 〃  4マルク 
       同 上 6マルク 
   7マルク 
1997年7月～ 〃  9マルク 
       同 上 11マルク 
   13マルク 
1999年1月～ 〃  8マルク 
       同 上 9マルク 

   10マルク 

2002年1月～ 〃  4.00€ 

       同 上 4.50€ 

   5.00€ 

2004年1月～ 〃 薬剤価格の10%（下限5.00€、上限10.00€）。なお、製品価格を上回る負担は課されない。 
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療法手段及び治療用材料又は補助・補装具 
1977年 1処方当たり 定率20％負担 

1982年 〃 定額4マルク（めがね及びマッサージ等の療法手段） 

  （めがねを除いた治療用の補助・補装具は定率20％） 

1989年 〃 療法手段（マッサージ療法、療養体操等）は定率10％。めがねのフレームについては20マルクを超

える全額。その外の治療用材料は又は補助・補装具は定額を超える金額。 

1991～1992年 〃 旧東ドイツにおいては、療養手段の一部負担を1991年上半期は免除。同年7月から1992年6月までは

旧西ドイツの50％に相当する割合（5％）。同年7月から旧西ドイツに同じ。治療用材料及び補助・補

装具については、旧東ドイツに所在する疾病金庫に対して1993年末まで 
  定額に代えて契約価格の協定が認められ、同価格が給付限度とされたため、それを超える費用が自己

負担とされた。 

1997年7月～ 〃 療法手段は定率15％（旧東ドイツも同じ）。治療用材料及び補助・補装具（サポーター、充填材、止

血用の圧迫治療材料等）についての費用の20％を疾病金庫が負担。 

2002年1月～ 〃 同上により、ユーロによる請求・支払いとされた。 

2004年1月～ 〃 療法手段は費用の10%に10.00€を加えた額を自己負担。治療用材料及び補助・補装具（サポーター、

充填材、止血用の圧迫治療材料等）は販売価格の10％（下限5.00€、上限10.00€）を自己負担。 

※註： 1989年までは旧西ドイツ。 

 
温泉クア療法（入院滞在型） 
1983年 1日当たり 旧西ドイツ：10マルク（18歳以上、以下同じ） 

1991年7月～ 〃 旧東ドイツ：1991年7月から旧東ドイツでも当該給付にかかる一部負担が適用された（1992年6月30
日まで5マルクで旧西ドイツに適用される額の50％）。その後は全連邦適用の法規を適用。 

1993年 〃 11マルク（旧東ドイツ：8マルク） 

  （原則として支払期間の制限はない） 

1994年 〃 12マルク（旧東ドイツ：9マルク） 

  （原則として支払期間の制限はない） 

1997年1月～ 〃 25マルク（旧東ドイツ：20マルク） 

  （原則として支払期間の制限はない） 

同年7月～ 〃 保険料負担軽減法により1997年1月から大幅引上げが実施されたため、当該給付にかかる一部負担額

は据え置かれた。 

1999年1月～ 〃 17マルク（旧東ドイツ：14マルク） 
  （原則として支払期間の制限はない） 

2001年1月～ 〃 17マルク（全国同一の取扱い。原則として支払期間の制限はない。） 
2002年1月～ 〃 9.00€（全国同一の取扱い。原則として支払期間の制限はない。） 

2004年1月～ 〃 10.00€（全国同一の取扱い。原則として支払期間の制限はない。） 

 



4. 疾病金庫 
 

 − 58 −

4-10）患者一部負担の推移 ～承前 
 
移送（交通）費 
1977年 3.5マルク（片道） 

1982年 5.0マルク（片道） 

1989年 20マルク（外来受診の場合は全額） 

1991年6月末まで 20マルク 

・旧東ドイツでは当該給付の全額を疾病金庫が負担 

1991年7月～ ・外来受診時は全額患者負担（社会条項、過重負担条項適用） 

 ・入退院時20マルク（旧東ドイツ10マルク） 

1992年6月末  （社会条項、過重負担条項適用） 

 ・救命救急車輌等による特別な搬送20マルク（旧東ドイツ10マルク） 

  （社会条項、過重負担条項適用） 

1997年7月～ 25マルク（片道） 

 ・入退院時、入院回避に繋がる外来受診時及び救急車及び患者搬送車輌の利用 

  （旧東ドイツも同じ） 

  （社会条項、過重負担条項適用） 

2002年1月～ 13.00€ 従前通りの取扱い 

2004年1月～ 搬送費用の10%（下限5.00€、上限10.00€）。片道を算定単位とする。 

※註： 1989年までは旧西ドイツ。 

 
歯科補綴 
1977年 歯科技工料及び材料費 定率20％負担 
1982年 〃 定率40％負担 
1989年 全費用 ・定率40～60％ 

（定期的な予防検診を受けず「ボーナス給付なし」の場合） 
＊単純な補綴：40％ 
＊中度な補綴：50％ 
＊高度な補綴：60％ 

  ・定率30～50％ 
（定期的な予防検診を受けて「ボーナス給付あり」の場合） 
＊単純な補綴：費用の40％ 
＊中度な補綴：費用の50％ 
＊高度な補綴：費用の60％ 

1993年 歯科補綴 
(補綴に関連する一般歯科診療含む) 

・定率50％ 
（定期的な予防検診を受けず「ボーナス給付なし」の場合） 
（旧東ドイツも同じ） 
・定率40％（定期的な予防検診を受けており「ボーナス給付あり」の場合）

1997年1月～ 〃 ・定率50％（定期的な予防検診を受けている場合は40％） 
1997年7月～ 〃 ・定率55％（定期的な予防検診を受けている場合は45％） 
1998年1月～ 〃 ・従前の定率負担が定額負担に切り替えられた 

（特別規定の適用あり） 
1999年1月～ 〃 ・定率50％（ボーナス給付なし） 

・〃 40％（ボーナス給付あり）定期健診受診者 
・〃 35％（    〃    ）長期歯科健診受診者 

2002年1月～ 〃 ・ユーロ（€）に基づく請求・支払いに切り替えられた。 
・他は従前通りの取扱い 

※註： 1989年までは旧西ドイツ。 
 

外来診察料 
2004年1月～ 四半期ごとに10.00€ 

 
出所： Bundesministerium für Gesundheit und Soziale Sicherung 
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5-1）公的介護保険の給付概要 
 

 金額単位：ユーロ 
介護度I 

中度の要介護 
介護度II 

重度の要介護 
介護度III 

最重度の要介護 
1995.04.01.～ 
在宅介護 

在宅介護現物給付 
（月給付額） 

384 921 1,432 
（1,918） 

親族等による介護 
その他の者による介護 

介護手当（月給付額） 205 410 665 

代替介護* 年4週間までの代替介護 
（限度額） 

205 
 

1,432 

410 
 

1,432 

665 
 

1,432 
短期介護（ショートスティ） 年給付額 1,432 1,432 1,432 
部分介護（デイ＆ナイトケア） 月給付額（限度額） 384 921 1,432 
一般的なケアの必要性が高い 
介護必要者のための付加給付 

年間給付額上限 
（単位：ユーロ） 

460 460 460 

1996.07.01.～ 
完全施設介護 

月給付額（定額） 1,023 1,279 1,432 
（1,688） 

障害者ホームの完全施設介護 介護費用 ホーム報酬の10％、だたし月額上限256€ 

消耗品として定められている 
補助手段 

支出月額上限 
（単位：ユーロ） 

31 

技術的補助具 支出額 費用の90％ 
各補助具につき最大25ユーロは自己負担となる 

住環境改善のための措置 最大支出額 1措置につき2,557ユーロ、 
相応の自己負担が必要となる 

介護者のための 
年金保険料支払い 

介護行為の量1) に応じた最大支
払月額 
（単位：ユーロ） 
（新規加入地域において） 

123 
(103) 

247 
(207) 

371 
(311) 

 
※註：1) 介護者が30時間以上の仕事に就かず、かつ老齢完全年金をまだ受給していない場合に、週の介護行為が最低で14時間。 
出所： Bundesministerium für Gesundheit und Soziale Sicherung, Leistungen der Pflegeversicherung im Überblick（2005.1時点） 

http://www.bmgs.bund.de/deu/gra/datenbanken/gkv/5524.cfm 

 
5-2）公的介護保険の適用者数及び給付実施状況等 
 

    （単位：《被保険者数・給付受給者数》千人／《資産・支出》百万ユーロ）

 被保険者 内訳 年末現在の 内訳 年末現在の 年末現在 
年 （各年10/1） 被保険者本人 家族被保険者 給付受給者 在宅 施設 資産予算計上額 資産残高 

         
1995 71,901  50,915  20,986 1,061 1,061 - 3,706 2,875 
1996 72,264  51,095  21,169 1,547 1,162 385 5,218 4,051 
1997 71,693  51,087  20,606 1,660 1,198 462 5,988 4,854 
1998 71,458  50,978  20,480 1,738 1,227 511 6,246 4,978 
1999 71,545  51,299  20,246 1,826 1,280 546 6,245 4,951 
2000 71,338  51,295  20,043 1,822 1,261 561 6,033 4,819 
2001 70,013 50,577 19,436 1,840 1,262 578 6,003 4,756 
2002 70,844 51,212 19,632 1,889 1,289 600 5,575 4,934 
2003 70,457 50,871 19,586 1,895 1,281 614 4,950 4,241 
2004 70,293 50,801 19,492 1,925 1,297 629  3,418 

          
   支出  

 支出合計  給付支出 事務費及び 
年  計 介護手当 介護現物給付 完全施設介護 その他給付 その他の支出 

        
1995 5,295 4,718 3,073  834 - 811 577 
1996 10,933 10,302 4,385  1,562 2,804 1,551 631 
1997 15,132 14,332 4,333  1,809 6,503 1,687 800 
1998 15,823 15,019 4,277  1,978 7,029 1,735 804 
1999 16,352 15,549 4,227  2,133 7,368 1,807 803 
2000 16,718 15,904 4,201  2,252 7,684 1,767 813 
2001 16,890 16,057 4,134  2,301 7,952 1,670 833 
2002 17,346 16,456 4,151  2,363 8,226 1,716 890 
2003 17,468 16,584 4,090  2,361 8,410 1,723 884 
2004 17,692 16,773 4,084  2,366 8,350 1,973 919 

        
 
出所： Statistisches Taschenbuch 2005, Arbeits-und Sozialstatistik, Tab. 8. 18 

http://www.bmgs.bund.de/deu/gra/datenbanken/stats/stb05.cfm 
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5-3）公的介護保険の財政収支（1995 年～2003 年）1) 
 

  （金額単位：十億ユーロ）

項 目 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 
          
《収 入》   
保険料収入 8.31 11.90 15.77 15.80 16.13 16.31 16.56 16.76 16.61
（内訳）          
1. 介護金庫への納付保険料 6.85 9.84 13.06 13.04 13.32 13.46 13.66 13.57 13.30
2. 調整基金への納付保険料 1.46 2.06 2.71 2.76 2.80 2.86 2.90 3.19 3.31
その他収入 0.09 0.14 0.17 0.20 0.19 0.23 0.25 0.22 0.25
          

収入計 8.41 12.04 15.94 16.00 16.32 32.36 16.81 16.98 16.86
          
          
《支 出》          
給付支出計 4.42 10.25 14.34 15.07 15.55 15.86 16.03 16.47 16.64
（内訳）          
1. 介護手当金（現金給付） 3.04 4.44 4.32 4.28 4.24 4.18 4.11 4.18 4.11
2. 介護サービスの現物給付 0.69 1.54 1.77 1.99 2.13 2.23 2.29 2.37 2.38
3. 介護休暇 0.13 0.13 0.05 0.06 0.07 0.10 0.11 0.13 0.16
4. デイ＆ナイトケア 0.01 0.03 0.04 0.05 0.05 0.06 0.07 0.08 0.08
5. 短期介護（ショートステイ） 0.05 0.09 0.10 0.11 0.12 0.14 0.15 0.16 0.16
6. 介護者の社会保障費用 0.31 0.93 1.19 1.16 1.13 1.07 0.98 0.96 0.95
7. 介護手段・技術及び支援等 0.20 0.39 0.33 0.37 0.42 0.40 0.35 0.38 0.36
8. 完全施設介護 0.00 2.69 6.41 6.84 7.18 7.48 7.75 8.00 8.20
9. 障害者ホームの完全施設介護 0.00 0.01 0.13 0.22 0.20 0.21 0.21 0.21 0.23
          
メディカルサービスにかかる折半費用 0.23 0.24 0.23 0.24 0.24 0.24 0.25 0.26 0.26
事務管理費 2) 0.32 0.36 0.55 0.56 0.55 0.56 0.57 0.58 0.59
その他支出 0.00 0.01 0.01 0.02 0.01 0.02 0.02 0.01 0.06
          

支出計 4.97 10.86 15.14 15.88 16.35 16.67 16.87 17.36 17.56
          
          
《収 支》          
収支黒字額 3.44 1.18 0.80 0.13 - - - - -
収支赤字額 - - - - 0.03 0.13 0.06 0.38 0.69
連邦投資貸付金 - 0.56 - - - - - - + 0.56 -
資金保有高 2.87 4.05 4.86 4.99 4.95 4.82 4.76 4.93 4.24
予算案に基づく資産保有月数（箇月） 3.93 2.96 3.77 3.68 3.61 3.37 3.27 3.34 2.82
          

 
※註：* 公的な統計の値はDM（ドイツマルク）から€（ユーロ）に換算した。  

1) 四捨五入により値には誤差がある。 
2) 1995年については疾病金庫に対する先払い費用の弁済も含む。 

 
出所： Bundesministerium für Gesundheit und Soziale Sicherung,  

Finanzentwicklung der sozialen Pflegeversicherung - Ist-Ergebnisse ohne Rechnungsabgrenzung 
http://www.bmgs.bund.de/deu/gra/datenbanken/gkv/5524.cfm 

原出典： Bundesministerium für Gesundheit und Soziale Sicherung 
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5-4） 年齢階級／介護度・男女別公的介護保険の給付受給者数 
（ドイツ連邦共和国；2003 年 12 月 31 日現在） 

 
 

年齢階級 在宅 施設 
 介護度  介護度  
 I II III 受給者計 I II III 受給者計 

         
 ～15歳未満 30,970 20,818 10,658 62,443 1,940 649 602 3,191
15～20 〃  9,440 8,464 5,953 23,826 2,187 340 412 2,939
20～25 〃  6,533 6,768 4,421 17,722 3,112 408 631 4,151
25～30 〃  5,302 6,022 3,254 14,578 3,535 443 588 4,566
30～35 〃  6,530 6,722 3,391 16,643 4,908 589 739 6,236
35～40 〃  9,128 8,786 3,802 21,716 7,038 932 1,095 9,065
40～45 〃  11,129 9,586 3,678 24,393 7,742 1,318 1,431 10,491
45～50 〃  11,684 8,703 2,985 23,372 6,882 1,616 1,496 9,994
50～55 〃  15,193 9,583 3,244 28,020 6,960 2,150 1,771 10,881
55～60 〃  18,215 10,918 3,326 32,459 6,287 2,701 1,900 10,888
60～65 〃  34,693 20,529 5,660 60,882 9,837 5,968 3,398 19,203
65～70 〃  53,140 31,271 7,954 92,365 12,401 10,335 5,303 28,039
70～75 〃  71,624 39,940 9,701 121,265 13,686 15,578 7,493 36,757
75～80 〃  110,979 55,484 12,637 179,100 24,104 30,502 14,382 68,988
80～85 〃  154,883 70,473 15,714 241,070 44,451 56,900 25,015 126,366
85～90 〃  96,620 49,389 10,999 157,008 38,097 50,197 21,241 109,535
90歳超 86,432 60,776 15,834 163,042 44,601 73,439 33,944 151,984

         
合計（人） 732,495 424,202 123,210 1,279,907 237,768 254,065 121,441 613,274

         
構成比（％） 38.7 22.4 6.5 67.6 12.6 13.4 6.4 32.4

         
女性 483,304 257,263 71,377 811,944 166,339 202,784 97,532 466,655

         
男性 249,191 166,939 51,833 467,963 71,429 51,281 23,909 146,619

         

 
出所： Bundesministerium für Gesundheit und Soziale Sicherung,  

Leistungsempfänger nach Altersgruppen und Pflegestufen – insgesamt; 
Leistungsempfänger nach Altersgruppen und Pflegestufen - Frauen; 
Leistungsempfänger nach Altersgruppen und Pflegestufen - Männer 
http://www.bmgs.bund.de/deu/gra/datenbanken/gkv/5524.cfm 
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   （単位：人）

合計 
介護度  年齢別 

I II III 受給者計 構成比 (%)
     

32,910 21,437 11,260 65,637 3.5
11,627 8,774 3,634 26,765 1.4
9,645 7,176 5,052 21,873 1.2
8,837 6,465 3,842 19,144 1.0

11,438 7,311 4,130 22,879 1.2
16,166 9,718 4,897 30,781 1.6
18,871 10,904 5,109 34,884 1.8
18,566 10,319 4,481 33,366 1.8
22,153 11,733 5,015 38,901 2.1
24,502 13,619 5,226 43,347 2.3
44,530 26,497 9,058 80,085 4.2
65,541 41,606 13,257 120,404 6.4
85,310 55,518 17,194 158,022 8.3

135,083 85,986 27,019 248,088 13.1
199,334 127,373 40,729 367,436 19.4
316,717 99,586 32,240 266,543 14.1
131,033 134,215 49,778 315,026 16.6

     
970,263 678,267 244,651 1,893,181 100.0

     
51.3 35.8 12.9 100.0 -

     
649,643 460,047 168,909 1,278,599 67.5%

     
320,620 218,220 75,742 614,582 32.5%
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5-5）公的介護保険における給付の種類別及び介護度別にみた給付受給者 1) 
ドイツ連邦共和国 －2003 年－ 

 
 給付受給者（人） 

給付の種類 介護度 
 I II III 過酷な場合 合計 

      
 給付受給者数 
介護の現物給付 95,133 57,711 16,024 711 169,580
介護手当金 581,141 306,849 50,299 - 968,289
コンビネーション給付 84,702 83,824 33,802 381 202,710
デイ＆ナイトケア 5,884 6,348 1,632 - 13,864
在宅代替介護 3,636 4,474 2,252 - 10,362
短期介護（ショートステイ） 4,532 3,651 1,134 - 9,317
在宅介護の合計（複数該当含む）2) 775,028 462,857 135,143 1,092 1,374,122
施設介護 177,676 244,692 114,741 2,960 540,070
障害者ホームにおける施設介護 51,091 7,518 4,470 25 63,104
完全施設介護の合計 228,767 252,210 119,211 2,985 603,174
合計（複数該当含む）2) 1,003,795 715,068 254,355 4,077 1,977,296
      
 割合（％） 
介護の現物給付 4.8 2.9 0.8 0.0 8.6
介護手当金 29.4 15.5 4.1 - 49.0
コンビネーション給付 4.3 4.2 1.7 0.0 10.3
デイ＆ナイトケア 0.3 0.3 0.1 - 0.7
在宅代替介護 0.2 0.2 0.1 - 0.5
ショートステイ 0.2 0.2 0.1 - 0.5
在宅介護（複数該当含む*） 39.2 23.4 6.8 0.1 69.5
施設介護 9.0 12.4 5.8 0.1 27.3
障害者ホームにおける施設介護 2.6 0.4 0.2 0.0 3.2
合計（複数該当含む）2) 50.8 36.2 12.9 0.2 100.0
      
 在宅と施設介護給付受給者の割合（％） 
在宅介護 77 65 53 - 69
施設介護 23 35 47 - 31
      
 介護の現物給付と介護手当金（在宅のみ）受給者の割合（％） 
介護の現物給付（50％コンビネーション給付含む） 18 22 25 - 20
介護手当金（50％コンビネーション給付含む） 82 78 75 - 80
      

 
※註：1) 給付日数統計に基づいて算出 

2) デイ＆ナイトケアおよび在宅代替介護ならびに障害者ホームにおける施設介護給付の受給者は、同時にそ

れ以外の給付（通常は介護手当金）を受給することができる。 
そのため重複してカウントされることもありうる。 

 
出所： Bundesministerium für Gesundheit und Soziale Sicherung, 

Leistungsempfänger nach Leistungsarten und Pflegestufen 
http://www.bmgs.bund.de/deu/gra/datenbanken/gkv/5524.cfm 
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6-1）病院数・病床数の年次推移 
 

  1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 
      

病院数 合 計 2,411 2,381 2,354 2,337 2,325 2,269 2,258 2,263 2,252 2,242 2,240
 一般病院合計 2,164 2,145 2,112 2,089 2,081 2,040 2,070 2,030 2,014 2,003 1,995
  公立病院 996 959 917 876 863 831 818 788 753 744 723
  公益病院 838 845 847 848 845 835 820 823 832 813 804
  私立病院 330 341 348 365 373 374 382 419 429 446 468
 精神科病院 221 210 213 216 207 - - - - - 196

病床数 合 計 665,565 646,995 628,658 618,176 609,123 593,743 580,475 571,625 565,270 559,651 552,680
 一般病院合計 598,073 591,830 578,621 569,638 564,624 552,149 540,914 533,770 528,946 523,114 516,242
  公立病院 367,198 355,312 340,488 327,071 319,999 306,957 304,500 295,382 287,127 283,537 276,754
  公益病院 206,873 211,137 210,254 212,030 212,459 211,647 204,811 202,270 204,059 200,611 198,205
  私立病院 24,002 25,381 27,879 30,537 32,166 33,545 31,603 36,118 37,760 38,966 41,283
 精神科病院 67,492 55,165 50,037 48,538 44,499 - - - - - 36,438

人口10万人当たり  合 計 832.1 802.8 774.4 759.2 745.9 - - - - 680.0 671.2
病床数(1) 一般病院合計 747.7 734.3 712.8 699.6 691.4 673.3 659.2   636.7 627.0

  公立病院 459.1 440.9 419.4 401.7 391.9 374.3 371.1   - 336.1
  公益病院 258.6 262.0 259.0 260.4 260.2 258.1 249.6   - 240.7
  私立病院 30.0 31.5 34.3 37.5 39.4 40.9 38.5   - 50.1
 精神科病院 84.1 68.7 62.3 59.6 54.5 - - - - - 44.3

      

 
※註：1) 1991, 1992, 1993年の精神科病院および1996, 1997年の一般病院については、年末現在の人口により推計した。 
 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch  1993, p. 478, Tab. 18.9; 1994, p. 467, Tab. 18.10; 1995, p. 444, Tab. 

18.9; 1996, p. 435, Tab.18.9; 1997, p. 445, Tab. 18.10;  2003, p.444, Tab.18.5: p.446; 2004, p. 239, Tab. 8.9 
Daten des Gesundheitswesens 1999, p. 285; 2001, p. 280 
Bundesministerium für Gesundheit, Statistisches Taschenbuch Gesundheit 2000, Tab. 6.2; 2002, Tab. 7.3 
http://www.bmgs.bund.de/download/statistiken/stattb2002/Inhalt.htm 
Krankenhaus-Report 2003, p336 Tab. 17-8 

 
 
参考）病院数・病床数の年次推移（別基準で算出） 
 

  1991 2001 2002 
     

病院数 合 計 2,411 2,240 2,222
  公立病院 1,110 825 817
  公益病院 943 903 877
  私立病院 358 512 528

病床数 合 計 - - 547,210
  公立病院 - - 298,034
  公益病院 - - 200,659
  私立病院 - - 48,517

     

 
出所： Krankenhaus-Report 2004, p. 307, Tab. 17-7, p. 310, Tab. 17-8 
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6-2）病院及び予防／リハビリテーション施設 
 
 ドイツ連邦共和国 旧西ドイツ 旧東ドイツ 
 1993 1994 1999 2000 2001 1993 1994 1999 2000 1993 1994 1999 2000

      
病院      
 病院数計 2,354 2,337 2,252 2,242 2,240 1,999 1,997 1,958 1,952 355 340 294 290
  うち一般病院 2,112 2,089 2,014 2,003 1,995 1,781 1,774 1,775 1,735 331 315 239 268
    公立 917 - 753 744 723 691 - 609 604 226 - 144 140
    公益 847 - 832 813 804 763 - 766 737 84 - 66 76
    私立 348 - 429 446 468 327 - 380 394 21 - 49 52
 病床規模別施設数      
  100床未満 621 621 628 - 539 575 576 - - 46 45 - -
  100～199床 582 572 578 - 524 491 494 - - 91 78 - -
  200～399床 676 681 645 - 554 553 - - 122 128 - -
  400～999床 404 393 312 - 323 320 - - 81 73 - -
  1,000床以上 71 70 89 -

200～500床
691

500床以上

241
56 54 - - 15 16 - -

 設置病床数 628,658 618,176 565,270 559,651 552,680 510,807 506,581 470,692 466,763 117,851 111,595 94,568 92,888
  うち集中治療病床 20,593 20,971 22,841 - 22,777 16,925 17,257 - - 3,668 3,714 - -
 人口1万対病床数 77.4 75.9 68.9 68.1 67.1 77.9 76.9 69.1 68.2 75.3 71.7 67.6 66.6
 平均病床稼働率 82.8% 82.1% 81.8% 81.5% 80.7% 83.9% 82.7% 81.7% - 77.4% 79.0% 82.7% -

      
予防／リハビリ 

テーション施設 

     

 施設数計 1,245 1,329 1,398 1,393 1,388 1,128 1,194 1,210 1,199 117 135 188 194
    公立 220 - 212 214 172 - 197 198 48 - 15 16
    公益 263 - 369 371 247 - 331 327 16 - 38 44
    私立 762 - 817 808 709 - 682 674 53 - 135 134
 病床規模別施設数      
  100床未満 646 669 646 - 581 609 - - 65 60 - -
  100床以上 599 660 752 - 547 585 - - 52 75 - -
 設置病床数 155,631 172,675 189,597 189,822 189,253 142,396 152,847 154,405 153,956 13,235 19,828 35,192 35,866
 人口1万対病床数 19.2 21.2 23.1 23.1 23.0 21.3 22.8 22.7 22.5 9.2 13.9 25.2 25.9
 平均病床稼働率 88.2% 87.4% 72.1% 76.1% 77.5% 89.5% 88.0% 72.5% - 81.4% 82.5% 70.1% -

      

 
出所： Bundesministerium für Gesundheit, Statistisches Taschenbuch Gesundheit 1996, Tab. 6.1a 

Bundesministerium für Gesundheit, Daten des Gesundheitswesens 2001, p. 278-280, 282, 290, 296 
Bundesministerium für Gesundheit, Statistisches Taschenbuch Gesundheit 2002, Tab. 7.3, 7.4 
http://www.bmgs.bund.de/download/statistiken/stattb2002/Inhalt.htm 
Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 2004, p. 236, Tab. 8.6; p. 247, Tab. 8.13 
Krankenhaus-Report 2003, p. 336 Tab. 17-8 

 
 
参考）病院（別基準で算出） 
 
 ドイツ連邦共和国 

 1991 2001 2002 
   

病院   
 病院数計 2,411 2,240 2,222 
    公立 1,110 825 817 
    公益 943 903 877 
    私立 358 512 528 
 病床規模別施設数   
  100床未満 647 660 658 
  100～499床 1,437 1,331 1,314 
  500～999床 239 191 189 
  1,000床以上 88 58 61 
 設置病床数  247,210 
  うち集中治療病床  80.1% 
    

 
出所： Krankenhaus-Report 2004, p. 307, Tab. 17-7, p. 310, Tab. 17-8 
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6-3）病院診療科別病床数の年次推移 
 

 1998 1999 
 設置病床数 稼働率 設置病床数 稼働率 

 
計画 

病床数 計 
保険 
適用外 

集中 
治療 

設置 
病床 

集中 
治療 

計画 
病床数 計 

保険 
適用外 

集中 
治療 

設置 
病床 

集中 
治療 

      
眼科 7,622 7,532 2,147 3 71.5% 39.5% 7,389 7,315 2,074 4 71.1% 33.7%
外科 139,511 140,539 4,486 7,677 79.2% 74.2% 136,815 138,192 4,364 7,718 79.6% 76.2%
 うち血管外科 6,820 7,217 401 343 81.8% 79.8% 6,288 7,137 397 346 81.9% 77.1%
   小児外科 2,747 2,711 61 156 68.0% 74.7% 2,679 2,628 56 146 67.9% 76.3%
   形成外科 1,644 1,787 161 40 78.4% 49.6% 1,736 1,875 161 63 78.4% 59.8%
   胸部循環器外科 5,007 5,435 - 1,045 85.2% 78.6% 5,195 5,491 - 1,078 86.1% 84.1%
   災害外科 19,168 20,253 90 640 85.3% 68.5% 19,004 20,129 78 680 85.9% 67.7%
産婦人科 51,661 51,312 8,628 474 71.4% 46.7% 50,395 50,089 8,355 462 70.9% 46.6%
 うち婦人科 22,555 22,445 2,901 274 69.7% 41.1% 21,147 21,337 2,776 263 69.5% 42.8%
   産科 13,392 13,441 1,629 29 73.9% 80.8% 12,509 12,737 1,442 28 72.4% 82.1%
耳鼻咽喉科 14,676 14,711 6,155 153 77.0% 65.4% 14,442 14,509 5,969 155 76.7% 62.5%
皮膚・生殖器科 5,274 5,608 163 8 82.7% 3.6% 5,221 5,526 157 12 83.5% 7.5%
内科 183,630 185,342 3,142 8,172 85.9% 77.8% 182,321 183,984 3,148 8,276 85.2% 78.9%
 うち内分泌科 1,424 1,547 - 14 83.3% 83.9% 1,505 1,607 - 26 86.4% 69.8%
   消化器科 10,211 10,268 13 180 86.1% 76.1% 10,232 10,400 13 216 85.9% 75.2%
   血液科 4,481 4,473 - 165 84.8% 80.9% 4,823 4,942 - 238 86.6% 78.0%
   循環器科 14,374 14,797 188 1,336 90.0% 77.6% 14,744 15,378 198 1,488 89.7% 78.8%
   呼吸器科 6,688 6,837 - 117 82.8% 64.3% 6,611 6,772 - 120 81.9% 71.4%
   腎臓科 3,218 3,261 17 149 85.4% 84.0% 3,166 3,240 19 156 87.8% 76.2%
   リウマチ科 3,073 3,443 - 14 81.4% 43.2% 3,220 3,535 - 8 79.7% 62.0%
   老人科 8,790 8,713 - 72 85.6% 62.4% 9,102 9,082 - 74 84.9% 70.5%
小児科 23,475 23,308 156 2,944 73.1% 78.5% 22,896 22,754 135 2,946 72.5% 80.1%
顔面外科 2,769 2,786 570 49 76.5% 58.9% 2,766 2,754 543 52 74.7% 67.8%
神経外科 6,061 5,966 221 765 87.1% 84.2% 6,131 6,111 238 804 87.1% 83.5%
神経科 18,555 18,989 154 613 88.2% 77.0% 18,798 19,190 159 725 88.0% 77.2%
核医学科 953 923 52 - 85.7% 4.0% 882 877 77 - 80.2% 1.0%
整形外科 24,811 25,205 2,968 363 84.5% 65.3% 24,552 25,426 3,132 392 84.9% 64.6%
 うちリウマチ科 747 755 99 3 87.2% 63.3% 906 918 104 5 84.5% 76.7%
精神身体医学科 2,311 2,930 61 5 94.9% 2.6% 2,198 3,055 56 5 93.9% 2.2%
放射線科 3,604 3,566 99 5 80.3% 39.2% 3,675 3,606 145 5 79.0% 22.2%
泌尿器科 17,429 17,391 2,552 342 78.8% 68.1% 17,199 17,115 2,539 355 79.7% 70.5%
その他／一般病床 3,849 4,713 811 918 78.6% 79.4% 3,854 4,835 761 891 78.1% 78.9%
合計 506,191 510,821 32,365 22,491 81.2% 75.7% 499,534 505,338 31,852 22,802 81.0% 77.0%
小児・青少年精神科 4,512 4,416 21 - 87.5% 9.0% 4,520 4,450 - - 88.1% 40.0%
精神科 55,934 56,392 79 42 88.0% 67.2% 55,000 55,480 79 39 89.1% 77.9%
 うち中毒医学科 5,825 6,097 55 4 88.0% 41.4% 5,690 5,959 55 2 86.5% 84.9%
総計 566,637 571,629 32,465 22,533 81.9% 75.7% 559,054 565,268 31,931 22,841 81.8% 77.0%

      

 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 2000, p. 429, Tab. 18.10; 2001, p. 447, Tab. 18.11; 2002, p. 428, Tab. 

18.7; 2003, p.444, Tab.18.6 
原出典： Fachabteilungen in Krankenhäusern 
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2000 2001 
設置病床数 稼働率 設置病床数 稼働率 

計画 
病床数 計 

保険 
適用外 集中治療 設置病床 集中治療

計画 
病床数 計 

保険 
適用外 集中治療

設置 
病床 集中治療 

       
7,161 7,133 2,038 3 69.4% 48.8% 6,914 6,901 1,944 1 68.8% 131.8% 

134,908 136,478 4,187 7,764 79.0% 76.0% 132,573 134,815 4,108 7,956 78.3% 76.2% 
6,677 7,667 408 392 80.4% 82.7% 6,927 7,815 359 426 79.3% 80.0% 
2,694 2,654 36 169 67.5% 73.2% 2,523 2,519 42 160 64.1% 72.3% 
1,776 1,955 169 45 75.1% 66.4% 1,686 1,924 163 38 73.4% 75.9% 
5,396 5,712 1 1,122 84.6% 82.7% 5,726 6,070 1 1,159 83.1% 81.2% 

19,533 20,836 89 758 85.4% 68.3% 20,144 21,593 95 753 85.7% 69.9% 
49,064 48,803 8,121 445 70.2% 46.5% 47,173 47,065 7,606 420 69.6% 47.5% 
20,034 20,330 2,693 255 69.0% 43.4% 19,260 19,586 2,619 250 68.3% 43.3% 
12,253 12,617 1,434 26 72.3% 67.3% 11,817 12,082 1,335 13 70.5% 85.4% 
14,170 14,324 5,869 154 75.3% 67.2% 13,907 14,025 5,734 160 74.3% 69.8% 
5,148 5,455 158 11 82.9% 7.9% 5,061 5,409 167 11 82.4% 7.6% 

180,798 182,529 3,025 8,259 85.0% 79.9% 179,243 180,861 2,967 8,327 83.7% 79.1% 
1,371 1,464 1 25 83.3% 81.7% 1,345 1,429 1 21 81.0% 73.1% 

10,237 10,523 14 221 85.0% 66.3% 10,525 10,662 24 242 84.1% 65.3% 
4,843 4,999 - 232 87.0% 78.6% 4,946 5,029 - 236 85.7% 80.0% 

14,559 15,638 201 1,467 89.3% 82.3% 15,399 16,252 189 1,536 88.6% 76.9% 
6,379 6,519 - 118 81.7% 69.0% 6,516 6,672 - 119 80.1% 70.2% 
3,125 3,275 19 168 86.6% 81.1% 3,033 3,120 14 164 83.9% 80.1% 
3,140 3,440 - 7 77.7% 16.0% 3,113 3,263 - 7 76.3% 17.1% 
9,428 9,348 - 98 85.5% 74.7% 9,601 9,520 - 67 83.6% 76.6% 

22,292 22,245 128 2,978 72.8% 79.6% 21,844 21,842 124 2,988 71.2% 77.9% 
2,738 2,716 536 52 73.6% 70.9% 2,668 2,670 529 54 72.9% 72.4% 
6,063 6,202 241 821 85.3% 80.8% 6,092 6,202 255 852 84.9% 78.4% 

18,970 19,473 157 768 87.8% 79.0% 19,276 19,694 154 784 86.1% 79.8% 
902 902 85 - 79.4% 35.0% 998 982 75 12 78.9% 28.2% 

24,343 25,351 3,161 395 83.4% 63.5% 24,269 25,188 3,245 423 82.3% 65.2% 
843 868 116 5 81.4% 61.8% 824 844 116 4 82.3% 78.0% 

2,343 3,196 56 5 92.5% 5.6% 2,447 3,205 30 3 94.4% 1.3% 
3,638 3,571 150 15 77.6% 48.1% 3,610 3,581 170 2 76.9% 85.8% 

16,988 16,925 2,537 371 78.9% 70.7% 16,792 16,772 2,497 382 78.3% 73.2% 
4,074 5,039 733 1,032 79.2% 79.3% 3,832 4,608 699 835 78.2% 79.3% 

493,600 500,342 31,182 23,073 80.6% 77.3% 486,739 493,820 30,304 23,210 79.6% 76.9% 
4,551 4,507 - - 88.2% 44.0% 4,606 4,571 - - 87.7% 42.0% 

54,358 54,802 79 42 89.9% 80.2% 53,710 54,289 81 39 90.3% 75.7% 
5,877 6,136 55 2 86.5% 102.2% 5,838 6,055 55 1 86.9% 95.6% 

552,509 559,651 31,261 23,115 81.5% 77.3% 545,055 552,680 30,385 23,249 80.7% 76.9% 
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6-4）病院診療科別平均在院日数の年次推移 
 
      （単位：日）

 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001
      

眼科 7.7  7.0  6.4  5.9 5.4 4.8 4.7 4.5  4.3 4.2 4.1
外科 12.1  11.6  11.1  10.7 10.2 9.6 9.5 9.4  9.2 9.0 8.8
 うち血管外科 11.8  11.7  10.9  10.4 9.9 9.7 9.4 9.4  9.4 9.2 9.0
   小児外科 6.7  6.6  6.5  6.0 6.0 5.3 5.6 5.4  5.2 5.2 4.9
   形成外科 8.5  8.9  9.0  9.0 8.7 8.3 8.3 5.4  8.0 7.5 7.2
   胸部循環器外科 12.6  12.0  11.3  10.7 10.9 10.0 10.6 10.6  10.3 10.2 10.4
   災害外科 13.1  12.7  12.3  11.8 11.2 10.6 10.5 10.4  10.2 10.0 9.8
産婦人科 7.9  7.6  7.3  7.1 6.9 6.5 6.4 6.3  6.2 6.1 5.9
 うち婦人科 8.3  7.9  7.6  7.4 7.1 6.8 6.7 6.6  6.4 6.3 6.1
   産科 7.4  7.2  7.0  6.8 6.3 6.2 6.1 6.0  5.9 5.8 5.7
耳鼻咽喉科 6.6  6.4  6.2  6.1 6.1 6.0 5.9 5.9  5.8 5.7 5.6
皮膚・生殖器科 15.7  14.8  13.9  13.4 12.6 12.0 11.8 11.4  11.1 10.8 10.2
内科 14.7  13.9  13.1  12.4 11.7 11.2 10.8 10.3  9.9 9.6 9.2
 うち内分泌科 13.7  12.9  12.4  12.4 12.1 11.3 11.1 10.5  10.1 9.3 8.1
   消化器科 12.7  12.2  11.8  11.3 10.6 9.9 9.5 9.1  9.0 8.6 8.3
   血液科 10.9  10.5  10.2  9.6 9.3 9.6 9.3 9.4  9.3 9.1 9.1
   循環器科 10.2  9.7  9.3  8.9 8.2 7.9 7.5 7.1  6.9 6.7 6.4
   呼吸器科 20.3  18.7  17.1  15.4 13.8 12.5 11.4 10.6  10.0 9.6 9.1
   腎臓科 12.6  12.0  11.6  12.2 11.6 11.6 11.1 10.7  11.2 10.2 9.7
   リウマチ科 22.7  22.8  22.1  21.5 20.8 19.9 18.4 17.6  17.3 16.3 14.9
   老人科 56.7  41.0  33.2  25.6 25.6 23.2 22.0 20.4  18.8 18.8 18.3
小児科 9.1  8.7  8.3  7.9 7.6 7.4 7.2 7.0  6.8 6.7 6.3
顔面外科 8.3  8.1  7.9  7.6 7.3 7.0 6.9 6.8  6.6 6.5 6.4
神経外科 12.1  12.0  11.8  11.1 10.9 10.8 10.8 10.7  10.4 10.2 10.0
神経科 20.3  19.8  18.9  18.1 17.7 16.5 15.5 14.6  13.4 12.7 12.0
核医学科 7.8  8.2  7.4  6.9 6.5 6.1 5.8 5.7  5.3 5.0 5.1
整形外科 17.5  16.8  16.1  15.6 14.9 14.2 13.7 13.3  12.9 12.4 11.8
 うちリウマチ科 20.5  19.4  18.8  18.5 17.0 15.6 15.7 15.2  14.9 14.0 13.2
精神身体医学科 51.6  51.1  50.0  49.5 49.9 50.9 51.0 49.2  47.3 46.6 44.7
放射線科 13.8  13.0  12.4  11.6 11.3 11.0 11.0 10.8  10.5 10.1 10.2
泌尿器科 10.3  9.9  9.4  9.0 8.6 8.2 8.0 7.7  7.5 7.2 6.9
その他／一般病床 14.2  21.9  21.1  22.6 21.9 13.8 8.8 9.1  8.5 8.4 8.4

            
合計 12.9  12.4  11.9  11.5 11.0 10.5 10.1 9.8  9.5 9.3 9.0

            
小児・青少年精神科 126.3  105.9  79.4  69.3 63.4 62.4 56.5 52.5  48.9 48.1 47.0
精神科 66.5  57.2  50.6  45.1 41.4 36.5 33.2 31.2  29.3 28.2 27.1
 うち中毒医学科 33.9  30.7  27.9  24.5 23.1 22.4 19.8 18.8  17.0 16.3 15.8

            
総計 14.6  13.9  13.2  12.7 12.1 11.4 11.0 10.7  10.4 10.1 9.8

      

 
出所： Statistisches Jahrbuch 1993, p. 479, Tab. 18.11; 1994, p. 468, Tab. 18.12; 1995, p. 445, Tab. 18.11; 1996, p. 436, Tab. 

18.11; 1997, p. 446, Tab. 18.12; 1998, p. 430, Tab. 18.10; 1999, p. 430, Tab. 18.11; 2000, p. 429, Tab. 18.11; 2001, p. 
447, Tab. 18.12; 2002, p. 429, Tab. 18.8; 2003, p. 445, Tab. 18.7 
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6-5）主要診断別入院件数・在院日数（ドイツ連邦共和国；2001 年） 
 

死亡 
合計 2) 

平均

在院

期間 合計 割合
平均在

院期間

男性 
平均 
在院 
期間 

女性 
平均

在院

期間
ICD 1)の 
項目番号 診断分類／治療の根拠 

件数 日数 件数 ％ 日数 件数 日数 件数 日数

    
A00-T98 疾病、傷害、中毒 16,254,260 9.9 355,416 2.2 13.4 7,359,705 9.8 8,897,283 9.9
A00-B99  特定の感染性および寄生虫による疾患 343,289 9.0 11,757 3.4 15.6 169,604 9.1 173,678 8.8
A15-A19, 
B90 

  結核およびその続発的症状 11,196 30.7 347 3.1 24.6 6,885 33.5 4,311 26.3

A39   髄膜炎菌感染 1,118 14.2 103 9.2 8.9 587 13.8 531 14.7
B15-B19   ウィルス性肝炎 15,766 6.9 122 0.8 19.8 9,181 6.8 6,585 7.0
B20-B24   HIV疾患 

  （人間の免疫不全ウィルス性疾患） 
4,935 16.0 240 4.9 28.6 3,807 15.9 1,128 16.6

C00-D48 新生物 1,859,931 10.1 85,246 4.6 15.4 861,645 10.2 998,269 10.0
C00-C97  悪性新生物 1,463,393 10.6 82,259 5.6 15.4 758,904 10.5 704,474 10.8
C00-C14   口唇、口腔、咽頭の悪性新生物 43,714 12.4 1,925 4.4 15.0 33,666 12.3 10,046 12.6
C15   食道の悪性新生物 22,963 12.0 1,901 8.3 16.3 18,368 11.7 4,595 12.9
C16   胃の悪性新生物 49,630 12.4 4,603 9.3 16.2 29,491 11.6 20,139 13.6
C18   大腸の悪性新生物 122,423 11.3 6,355 5.2 16.7 61,613 10.4 60,809 12.1
C19-C21   直腸および肛門の悪性新生物 88,067 11.5 3,281 3.7 17.5 51,843 10.9 36,221 12.4
C22   肝臓および肝臓内胆管の悪性新生物 19,145 10.6 2,310 12.1 13.3 12,903 10.1 6,242 11.6
C25   膵臓の悪性新生物 38,219 11.7 4,898 12.8 14.9 19,464 11.2 18,754 12.2
C32-C34   喉頭、気管、気管支、肺の悪性新生物 179,950 11.0 17,401 9.7 13.4 135,344 10.9 44,605 11.4
C43   悪性皮膚黒色腫 21,322 8.3 651 3.1 14.1 10,961 8.0 10,361 8.7
C50   乳腺（乳房）の悪性新生物 172,577 8.9 5,544 3.2 13.8 1,305 9.5 171,270 8.9
C53   子宮頚部の悪性新生物 18,443 10.6 652 3.5 17.5 - - 18,443 10.6
C54-C55   子宮体部、子宮の部位不明の 

  悪性新生物 
20,660 12.5 708 3.4 15.9 - - 20,660 12.5

C61   前立腺の悪性新生物 78,058 10.6 2,566 3.3 12.1 78,058 10.6 - -
C67   膀胱の悪性新生物 88,168 8.7 1,935 2.2 15.0 65,671 8.6 22,496 9.0
C81-C96   リンパ組織、造血組織および 

  これに類する組織の悪性新生物 
150,565 11.0 8,061 5.4 19.4 79,815 10.7 70,750 11.4

D50-D89 血液および造血器官の疾病ならびに 
免疫系が関与する特定の障害 

102,759 9.7 1,930 1.9 15.1 41,132 9.3 61,623 9.9

E00-E90 内分泌・栄養・新陳代謝の疾病 494,708 10.1 5,216 1.1 14.1 185,198 10.7 309,498 9.8
E10-E14  真性糖尿病 206,801 14.1 2,314 1.1 17.5 95,697 14.1 111,099 14.1
F00-F99 精神・行動障害 931,528 23.8 3,156 0.3 35.6 504,844 21.2 426,675 26.8
F10  アルコールによる精神・行動障害 258,083 11.9 351 0.1 46.4 198,229 11.9 59,849 11.8
F11-F16,  
F18- F19 

 その他の向精神薬物による 
 精神・行動障害 

82,473 13.5 78 0.1 10.8 58,582 13.6 23,891 13.3

G00-G99 神経系の疾患 656,043 8.8 5,119 0.8 15.5 354,501 7.8 301,538 9.8
G00-G03  髄膜炎 10,604 9.2 187 1.8 12.6 5,863 9.0 4,741 9.5
H00-H59 眼および眼に付随する形成物の疾患 396,476 4.2 79 0.0 11.9 147,680 4.5 248,796 4.0
H60-H95 耳および乳様突起の疾患 173,514 7.0 38 0.0 13.1 83,844 6.8 89,662 7.1
I00-I99 循環系疾患 2,721,717 10.3 119,175 4.4 11.0 1,407,257 9.8 1,314,405 10.9
I20-I25  虚血性心臓疾患 832,634 7.8 20,798 2.5 9.5 536,013 7.3 296,610 8.6
I30-I33,  
I39- I52 

 その他の心臓疾患 623,740 11.4 44,997 7.2 11.3 298,722 10.6 325,003 12.1

I60-I69  脳血管性疾患 382,450 14.8 33,547 8.8 9.8 176,565 14.5 205,874 15.0
    

 
※註：*) 死亡を含み、時間単位の入院ケースを除く 

1) 疾病およびそれに類する健康障害の国際統計分類 第10改訂版。 
2) この「合計」数が、女性患者と男性患者の合計と異なっているのは、性別について記載されていない事例があ

るからである。 
3) Z38（健康な新生児）を除く。 

 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 2004, p. 241, Tab. 8.11.1 
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6-5）主要診断別入院件数・在院日数（ドイツ連邦共和国；2001 年） 

～承前 
 

死亡 
合計 2) 

平均

在院

期間 合計 割合
平均在

院期間

男性 
平均 
在院 
期間 

女性 
平均

在院

期間
ICD 1)の 
項目番号 診断分類／治療の根拠 

件数 日数 件数 ％ 日数 件数 日数 件数 日数

    
J00-J99 呼吸系の疾患 1,008,370 8.6 40,334 4.0 11.9 551,113 8.5 457,233 8.7
J10-J11  インフルエンザ 5,690 6.0 27 0.5 9.4 2,684 5.7 3,006 6.2
J12-J18  肺炎 231,064 12.2 23,221 10.0 11.1 125,615 12.1 105,442 12.4
J40-J47  下気道の慢性疾患 181,959 11.0 4,844 2.7 13.7 101,328 10.8 80,628 11.1
J45-J46  喘息 38,503 7.5 293 0.8 12.3 18,324 7.0 20,177 8.0
K00-K93 消化系の疾患 1,673,729 8.5 32,909 2.0 14.1 834,041 8.1 839,661 8.8
K25-K28  胃潰瘍、十二指腸潰瘍、消化性潰瘍、 

 空腸消化性潰瘍 
77,471 11.5 2,590 3.3 13.6 38,440 10.6 39,028 12.3

K70, 
K73-K74 

 アルコール性肝臓疾患、慢性肝臓疾患、 
 繊維症、肝硬変 

53,847 14.7 5,770 10.7 15.1 34,023 14.3 19,822 15.4

L00-L99 皮膚および下皮の疾患 237,057 11.5 1,880 0.8 23.1 122,141 10.9 114,913 12.3
M00-M99 筋骨格系および結合組織の疾患 1,301,589 11.1 2,055 0.2 21.0 573,758 10.1 727,803 12.0
M05-M06, 
M15-M19 

 多発性関節炎および関節症 351,699 15.6 470 0.1 17.2 123,418 14.6 228,279 16.1

N00-N99 泌尿生殖系の疾患 1,023,743 6.8 9,354 0.9 13.8 372,558 7.4 651,173 6.5
N00-N29  腎臓の疾患 315,023 7.6 7,218 2.3 14.4 173,439 7.0 141,576 8.3
O00-O99 妊娠、分娩、産褥 992,244 5.6 34 0.0 9.7 - - 992,244 5.6
P00-P96 周産期に原因がある特定の症状 106,520 14.2 862 0.8 18.5 58,238 14.0 48,280 14.5
Q00-Q99 先天性奇形、不具、染色体異常 117,389 7.7 657 0.6 23.2 62,495 7.7 54,893 7.8
Q00-Q07  神経系の先天性奇形 4,228 11.4 26 0.6 20.1 1,920 11.7 2,307 11.1
Q20-Q28  循環系の先天性奇形 22,450 9.2 373 1.7 19.6 11,322 9.5 11,128 8.9
R00-R99 症状ならびに異常な臨床的および検査室

の所見で他に分類されないもの 
500,588 6.9 19,040 3.8 11.5 215,530 6.7 285,043 7.0

R95-R99  不精確に記された、および不明な死因 7,873 11.7 7,397 94.0 11.9 3,754 12.1 4,118 11.4
S00-T98 傷害、中毒および外部的原因による 

その他の特定の結果 
1,613,066 9.6 16,575 1.0 14.1 814,126 8.3 798,896 10.8

Z00-Z99 3) 健康状態に影響を及ぼし保健制度の 
利用につながる要因 

244,764 5.3 - - - 103,940 5.7 140,821 5.1

           
 診断の記載なし 20,292 10.7 268 1.3 47.4 12,982 9.7 7,310 12.4
 合計 16,519,316 9.8 355,684 2.2 13.4 7,476,627 9.7 9,042,414 9.9

    

 
※註：*) 死亡を含み、時間単位の入院ケースを除く 

1) 疾病およびそれに類する健康障害の国際統計分類 第10改訂版。 
2) この「合計」数が、女性患者と男性患者の合計と異なっているのは、性別について記載されていない事例があ

るからである。 
3) Z38（健康な新生児）を除く。 

 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 2004, p. 241, Tab. 8.11.1 
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6-6）病院の経費（ドイツ連邦共和国；1996 年） 
 
  （単位：千ドイツマルク）

一般病院  

費目 

病院 

合計 計 公立 公益 私立 

精神 

病院 

  
費用合計 97,126,730 92,440,535 55,501,869 32,047,533 4,891,132 4,686,195
 養成訓練施設費用 694,242 656,956 395,840 243,512 17,604 37,286
 病院費用 96,477,397 91,783,578 55,106,029 31,804,021 4,873,528 4,648,909
  うち人件費 65,398,716 61,623,964 36,944,675 21,673,642 3,005,647 3,739,038
     うち医師 13,550,734 13,034,319 7,929,328 4,525,614 579,376 507,965
       看護職員 25,808,743 23,897,113 14,009,860 8,727,788 1,159,466 1,903,860
       技師 7,461,933 7,061,099 4,372,399 2,332,413 356,288 393,248
       技能者 5,819,419 5,650,823 3,394,147 2,006,834 249,842 162,842
       経営管理部門 4,443,694 4,205,101 2,526,865 1,462,895 215,340 237,550
    物品費 30,934,136 30,019,727 18,076,262 10,092,793 1,850,673 905,361
     うち食料品 1,998,057 1,865,081 976,984 736,830 151,267 131,409
       医療用品 15,230,948 15,045,611 9,343,379 4,795,017 907,216 183,006
       水道・光熱費 2,155,332 2,042,809 1,244,274 692,252 106,282 111,869
       管理用品 3,269,759 3,145,954 1,737,999 1,226,728 181,227 122,895
       修繕費 3,987,091 3,820,736 2,433,540 1,208,357 178,840 165,812
 控除 2,589,233 2,479,191 1,440,975 935,204 103,012 109,649
 差し引き費用 94,582,406 89,961,344 54,060,894 31,112,329 4,788,121 4,576,546

  

 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 1998, p. 438, Tab. 18.15 

 
（ドイツ連邦共和国；1999 年） 
 
  （単位：千ドイツマルク）

一般病院 

費目 

病院 

合計 計 公立 公益 私立 

精神 

病院 

  
費用合計 101,584,351 96,909,637 57,171,943 33,788,208 5,949,486 4,618,690
 養成訓練施設費用 705,386 674,253 408,593 247,773 17,887 31,122
 病院費用 100,878,965 96,235,384 56,763,350 33,540,435 5,931,599 4,587,568
  うち人件費 67,853,946 64,133,590 37,951,568 22,524,969 3,657,053 3,676,370
     うち医師 14,646,974 14,108,403 8,405,800 4,941,714 760,889 526,761
       看護職員 26,706,018 24,820,195 14,416,667 9,012,372 1,391,156 1,876,649
       技師 7,776,972 7,366,583 4,479,528 2,463,699 423,356 401,570
       技能者 6,244,214 6,081,128 3,596,022 2,163,373 321,733 156,068
       経営管理部門 4,142,731 3,931,386 2,360,349 1,339,469 231,568 210,168
    物品費 32,909,600 31,990,720 18,759,472 10,984,139 2,247,109 907,086
     うち食料品 2,126,104 1,996,817 1,022,294 801,621 172,902 127,610
       医療用品 16,435,635 16,247,495 9,876,161 5,228,775 1,142,558 185,628
       水道・光熱費 2,011,755 1,917,601 1,135,946 662,271 119,384 93,390
       管理用品 3,387,369 3,257,638 1,752,149 1,289,223 216,266 128,566
       修繕費 4,453,480 4,269,998 2,613,734 1,449,732 206,532 182,494
 控除 2,620,445 2,524,724 1,455,326 949,548 119,851 94,789
 差し引き費用 98,963,906 94,384,913 55,716,617 32,838,660 5,829,636 4,523,901

  

 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 2001, p. 456, Tab. 18.16 
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6-6）病院の経費 ～承前 
 
（ドイツ連邦共和国；2000 年） 
 
  （単位：千ユーロ）

一般病院 

費目 

病院 

合計 計 公立 公益 私立 

精神 

病院 

   
費用合計 53,017,870 50,530,222 29,743,160 17,552,207 3,234,855 2,458,306
 養成訓練施設費用 361,203 345,025 209,759 125,346 9,921 16,171
 病院費用 52,656,667 50,185,196 29,533,401 17,426,861 3,224,934 2,442,134
  うち人件費 35,168,197 33,215,169 19,609,189 11,633,713 1,972,266 1,929,937
     うち医師 7,700,413 7,413,730 4,410,037 2,590,624 413,069 280,827
       看護職員 13,792,315 12,806,303 7,414,496 4,639,577 752,230 980,739
       技師 4,038,073 3,825,272 2,324,551 1,270,538 230,183 208,249
       技能者 3,256,995 3,172,278 1,868,575 1,127,565 176,139 81,029
       経営管理部門 2,073,305 1,964,599 1,187,099 660,801 116,699 107,980
    物品費 17,414,485 16,898,233 9,882,648 5,774,836 1,240,749 510,053
     うち食料品 1,117,492 1,050,853 532,314 422,283 96,257 65,770
       医療用品 8,577,120 8,474,705 5,121,346 2,742,994 610,365 101,103
       水道・光熱費 1,059,760 1,006,258 596,098 345,720 64,440 53,121
       管理用品 1,817,740 1,748,533 954,338 677,886 116,309 68,643
       修繕費 2,361,598 2,247,936 1,383,535 752,747 111,653 112,864
 控除 1,414,399 1,358,813 785,404 489,482 83,926 55,168
 差し引き費用 51,603,471 49,171,409 28,957,756 17,062,725 3,150,928 2,403,138

   

 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 2002, p. 438, Tab. 18.12 

 
（ドイツ連邦共和国；2001 年） 
 
  （単位：千ユーロ）

一般病院 

費目 

病院 

合計 計 公立 公益 私立 

精神 

病院 

   
費用合計 54,401,166 51,813,102 30,062,410 18,011,141 3,739,551 2,556,504
 養成訓練施設費用 371,452 355,768 215,044 129,652 11,071 15,685
 病院費用 54,029,713 51,457,334 29,847,366 17,881,489 3,728,479 2,540,819
  うち人件費 35,861,112 33,835,489 19,718,441 11,853,438 2,263,611 2,001,245
     うち医師 8,011,697 7,709,966 4,529,283 2,683,274 497,453 295,583
       看護職員 13,997,572 12,972,426 7,439,226 4,689,111 844,088 1,019,360
       技師 4,150,044 3,923,724 2,348,905 1,302,821 271,998 221,668
       技能者 3,362,787 3,273,572 1,908,058 1,160,243 205,270 85,277
       経営管理部門 2,027,830 1,919,410 1,143,582 652,750 123,078 107,774
    物品費 18,075,259 17,531,295 10,076,188 6,007,635 1,447,471 536,822
     うち食料品 1,148,840 1,078,654 546,519 421,011 111,124 69,161
       医療用品 8,887,936 8,778,965 5,218,149 2,854,383 706,433 107,530
       水道・光熱費 1,172,331 1,110,635 650,200 380,407 80,029 61,218
       管理用品 1,858,439 1,783,933 944,054 705,426 134,453 73,823
       修繕費 2,291,790 2,184,670 1,326,887 735,291 122,493 106,653
 控除 1,460,848 1,407,649 812,859 516,043 78,747 52,683
 差し引き費用 52,940,317 50,405,452 29,249,552 17,495,097 3,660,803 2,503,821

   

 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 2003, p. 454, Tab. 18.11 
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6-7）就業形態別医師数の推移 
 
      （単位：人） 

 就業医 
 計 開業医 病院 他の分野 非就業医 

登録医師数 

総計 

   
 旧西ドイツ 
1960年1月1日 74,486 45,320  21,544 7,622 6,306 80,792  
1965年1月1日 79,931 48,011  23,938 7,982 8,621 88,552  
1970年1月1日 92,773 48,830  35,066 8,877 11,208 103,981  
1971年1月1日 99,440 49,827  40,712 8,901 12,098 111,538  
1972年1月1日 103,470 49,897  44,110 9,463 12,507 115,977  
1973年1月1日 106,704 50,989  46,747 8,968 13,579 120,283  
1974年1月1日 110,045 51,727  48,800 9,518 14,154 124,199  
1975年1月1日 114,624 52,913  51,981 9,730 15,559 130,183  
1976年1月1日 118,007 53,303  54,895 9,809 16,391 134,398  
1977年1月1日 121,500 54,974  56,616 9,910 17,395 138,895  
1978年1月1日 124,805 56,157  58,385 10,263 18,724 143,529  
1979年1月1日 129,790 57,566  62,276 9,948 20,754 150,544  
1979年12月31日 135,586 58,908  65,714 10,964 22,801 158,387  
1980年12月31日 139,452 59,777  67,964 11,711 24,672 164,124  
1981年12月31日 144,224 60,652  71,724 11,848 27,345 171,569  
1982年12月31日 148,720 62,418  73,420 12,882 29,399 178,119  
1983年12月31日 152,158 64,032  73,581 14,545 32,070 184,228  
1984年12月31日 156,593 65,780  75,730 15,083 35,178 191,771  
1985年12月31日 160,902 67,363  77,758 15,781 38,244 199,146  
1986年12月31日 165,015 68,698  79,216 17,101 41,919 206,934  
1987年12月31日 171,487 70,277  82,580 18,630 44,951 216,438  
1988年12月31日 177,001 71,751  85,150 20,100 46,663 223,664  

  

 ドイツ連邦共和国 
1990年12月31日 237,750 92,290  118,090 27,370 51,420 289,170  
1991年12月31日 244,238 99,825  121,247 23,166 53,565 297,803  
1992年12月31日 251,877 104,462  124,111 23,304 56,117 307,994  
1993年12月31日 259,981 112,773  124,591 22,617 57,756 317,737  
1994年12月31日 267,186 115,087  129,143 22,956 59,574 326,760  
1995年12月31日 273,880 117,578  132,736 23,566 61,468 335,348  
1996年12月31日 279,335 119,560  135,341 24,434 64,221 343,556  
1997年12月31日 282,737 121,990  134,637 26,110 68,117 350,854  
1998年12月31日 287,032 124,621  135,840 26,571 70,695 357,727  
1999年12月31日 291,171 125,981 137,466 27,724 72,225 363,396 
2000年12月31日 294,676 128,488 139,477 26,711 74,643 369,319 
2001年12月31日 297,893 129,986 142,310 25,597 77,332 375,225 
2002年12月31日 301,060 131,329 143,838 25,893 80,282 381,342 

   

 
出所： Kassenärztliche Bundesvereinigung, Grunddatten zur Vertragsärztlichen versorgung in Deutschland 2003, I2;I3 

http://www.kbv.de/publikationen/grunddaten.htm 
原出典： Statistik der BÄK 
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6-8）専門科別医師数・歯科医師数・薬剤師数の年次推移 
 
          （単位：人）

    2000 2001 2002 2003 
 1991 1995 1999 計 うち女医 計 うち女医 計 うち女医 計 うち女医

      
医師 244,238  273,880  291,171  294,676 109,316 297,893 111,504 301,060 114,022 304,117 116,136
 標榜科あり 140,887  163,756  191,415  195,304 61,114    
  一般医 23,468  29,709  36,427  36,963 12,969 37,836 13,511 38,711 14,037 39,238 14,445
  麻酔科 9,260  11,286  14,354  14,827 6,000 15,240 6,135 15,630 6,287 16,108 6,418
  労働医学 2,113  2,236  2,649  2,624 1,007 2,664 1,056 2,679 1,075 2,654 1,091
  眼科 5,282  5,960  6,296  6,336 2,568 6,378 2,591 6,411 2,613 6,461 2,632
  外科 12,864  14,380  16,520  17,004 2,056 17,552 2) 2,196 2) 18,103 2,343 18,674 2,497
   うち小児外科 179  338  262  297 67 310 69 - - - -
     災害外科 1,997  2,372  2,921  3,236 120 - - - - - -
  産婦人科 11,918  13,436  14,614  14,815 6,068 15,041 6,397 15,228 6,727 15,384 7,016
  耳鼻咽喉科 4,292  4,832  5,204  5,264 1,489 5,319 3) 1,530 3) 5,358 1,560 5,420 1,583
  皮膚・生殖器科 3,452  4,060  4,519  4,626 2,082 4,705 2,127 4,778 2,168 4,867 2,228
  内科 28,050  31,147  34,818  35,357 8,533 36,229 8,925 37,028 9,287 37,855 9,701
  小児科 9,819  10,523  11,178  11,196 5,520 11,227 5,511 11,302 5,551 11,354 5,563
  小児・青少年精神科 527  688  967  1,026 547 1,073 4) 575 4) 1,131 611 1,166 617
  臨床病理科 829  903  906  899 244 927 259 939 262 953 269
  呼吸器科 723  687  613  598 179 588 169 556 156 540 152
  美容外科 648  880  1,078  1,124 86 1,169 84 - - - -
  精神神経科 9,009  10,694  11,840  12,146 4,550 12,648 5) 4,794 5) 13,049 5) 4,985 5) 13,472 5) 5,165 5)

  神経外科 549  729  930  973 97 1,063 119 1,125 131 1,213 150
  整形外科 5,482  6,431  7,309  7,422 801 7,580 815 7,706 843 7,896 870
  病理学 1,095  1,209  1,330  1,360 304 1,377 6) 313 6) 1,367 326 1,374 338
  薬理・毒性学 452  497  497  319 51 308 51 497 89 495 86
  放射線科 4,561  5,187  6,423  6,505 1,826 6,727 7) 1,911 7) 6,840 7) 1,982 7) 6,986 7) 2,062 7)

  泌尿器科 3,236  3,769  4,282  4,384 329 4,491 357 4,568 379 4,651 409
  その他 3,258  4,513  8,661  8,726 3,618 9,531 3,807 10,804 3,967 10,972 4,079
 標榜科なし 1) 87,807  91,138  84,539  76,580 36,986 75,162 36,762 74,858 37,081 74,220 37,141
 実務医 1) - - - 8,508 4,340 8,530 4,393 8,143 4,257 7,905 4,156
実習・研修医 15,544  18,986  15,217  14,284 6,876 14,528 7,158 14,249 7,305 14,259 7,471
歯科医師 54,972  60,616  62,564  63,156 22,846 - - - - - -
獣医師 17,149  18,683  20,384  20,943 8,480 - - - - - -
薬剤師 41,607  49,429  53,001  53,223 33,559 - - - - - -
 うち薬局 20,773  21,753  22,168  22,155 - - - - - - -

      

 
※註：1) 実務医/Praktischer Arzt。1999年までの標榜科なしには、実務医を含み、2000年及び2001年の標榜科なしは実務

医を含まない。 
2) 外科、心臓外科、小児外科、形成外科の合計 
3) 耳鼻咽喉科、音声障害矯正科の合計 
4) 小児青少年精神科、小児青少年心理療法科の合計 
5) 神経医学、神経科、精神科、精神及び心理療法科の合計 
6) 病理学、神経病理学、病態生理学の合計 
7) 放射線科、放射線治療科、診断放射線科の合計 

 
出所： Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 1996, p. 434, Tab. 18.8.1; 2000, p. 426, tab. 18.8.1; 2001, p. 444, Tab. 18.9 

Bundesministerium für Gesundheit, Statistisches Taschenbuch Gesundheit 2002, Tab. 6.6 
http://www.bmgs.bund.de/download/statistiken/stattb2002/Inhalt.htm 
Bundesärztekamme (BÄK), Ärztestatistik, Tabelle 5&6: Berufstätige Ärztinnen (/Ärzte) nach Altersgruppe 
http://www.bundesaerztekammer.de/30/Aerztestatistik/02Stat2003/index.html 
http://www.bundesaerztekammer.de/30/Aerztestatistik/100Archiv/02Stat2002/index.html 
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6-9）専門科別・就業形態別医師数（2003 年 12 月 31 日） 
   （単位：人） 

就 業
 合計 非就業 計 開業 病院 公務員 その他 

専門の標榜なし 99,439 25,219 74,220 10,617 54,272 3,096 6,235 
実務医 1) 9,283 1,378 7,905 6,701 567 168 469 

     
一般医 49,352 10,114 39,238 34,591 1,782 1,325 1,540 
麻酔医 18,907 2,799 16,108 2,973 12,456 220 459 
解剖学 177 48 129 2 87 21 19 
産業医学 3,718 1,064 2,654 244 248 462 1,700 
眼科 8,358 1,897 6,461 5,463 815 33 150 
生化学 110 38 72 1 33 16 22 
外科 21,807 4,386 17,421 4,039 12,401 445 536 
診断放射線学 4,484 449 4,035 1,490 2,387 41 117 
産婦人科医 19,634 4,250 15,384 10,394 4,519 108 363 
耳鼻咽喉科 6,856 1,570 5,286 4,069 1,055 60 102 
皮膚・性病科医 6,335 1,468 4,867 3,718 879 77 193 
心臓外科 540 28 512 7 489 6 10 
遺伝学 211 21 190 60 98 15 17 
衛生学 424 180 244 12 71 107 54 
免疫学 33 7 26 6 10 3 7 
内科 48,177 10,322 37,855 18,801 16,605 1,036 1,413 
小児外科 410 67 343 82 253 2 6 
小児科 15,808 4,454 11,354 6,314 4,039 565 436 
小児青少年精神科 733 165 568 286 245 27 10 
小児青少年心理療法 668 70 598 239 320 26 13 
臨床薬理学 246 49 197 11 83 16 87 
診断学・臨床病理学 1,326 373 953 502 363 31 57 
呼吸器科 1,089 549 540 324 144 47 25 
微生物・伝染病学 886 257 629 161 308 79 81 
美容外科 1,469 201 1,268 890 352 13 13 
神経病学 6,461 1,828 4,633 2,807 1,414 221 191 
神経外科 1,336 123 1,213 249 935 12 17 
神経科 3,255 408 2,847 707 2,006 45 89 
神経病理学 86 12 74 5 60 4 5 
核医学 1,121 227 894 466 396 8 24 
公衆衛生学 1,538 504 1,034 24 32 920 58 
整形外科医 9,413 1,517 7,896 5,428 2,131 113 224 
病理学 1,707 407 1,300 537 656 29 78 
病態生理学 26 4 22 - 8 6 8 
薬理学・毒性学 457 159 298 14 122 49 113 
音声障害矯正 158 24 134 58 70 5 1 
理学療法・リハビリ科 1,787 224 1,563 401 1,056 45 61 
生理学 165 53 112 5 67 22 18 
理学療法科 184 70 114 28 66 11 9 
形成外科 433 35 398 151 237 - 10 
精神科 3,904 414 3,490 1,269 1,882 207 132 
精神・心理療法科 2,677 175 2,502 797 1,546 98 61 
精神治療医学 3,975 240 3,735 2,903 762 19 51 
心理療法科 37 15 22 12 9 - 1 
放射線科 3,642 1,425 2,217 1,116 973 41 87 
法医学 299 83 216 7 110 45 54 
社会衛生 244 161 83 - 9 50 24 
スポーツ医学 172 72 100 11 25 30 34 
放射線治療科 830 96 734 135 579 4 16 
輸血医学 593 100 493 26 330 22 115 
泌尿器科医 5,638 987 4,651 2,709 1,818 43 81 
その他の専門医 123 97 26 7 7 1 12 
実習医 17,460 3,201 14,259 480 13,350 103 326 

     
合  計 388,201 84,084 304,117 132,349 145,536 10,198 16,034 

     

 
※註：1) 実務医/Praktischer Arzt 
出所： Bundesärztekammer , Ärztestatistik, Ärztinnen / Ärzte nach Bezeichnungen und Tätigkeitsarten, 31.12.2003 

http://www.bundesaerztekammer.de/30/Aerztestatistik/02Stat2003/index.html 
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6-10）契約医師数、診療件数、診療報酬 
 
疾病金庫   契約医師数 診療件数  診療報酬  
    総数（千件） 医師1人当たり 総額（千€） 1件当たり（€）

    
疾病金庫       
（連邦鉱夫 《旧西ドイツ》      
 組合を含む）  1980 55,127  168,683.2 3,060   4,881,195.8  28.9 
  1985 62,546  172,781.1 2,762   6,104,749.3  35.3 
  1990 70,999  199,441.0 2,809   7,725,461.5 38.7 
  1995 87,989  237,795.8 2,703   10,115,951.1 42.5 
  1996 90,001 246,437.8 2,738 10,325,704.5 41.9 
 《ドイツ連邦共和国》      
  1996 107,071 303,977.5 2,839 12,247,996.3 40.3 
  1997 108,734 308,482.5 2,837 12,278,117.8 39.8 
  1998 110,339 315,119.6 2,856 12,423,274.1 39.4 
  1999 121,930 328,836.7 2,697 13,121,379.6 39.9 
  2000 126,487 338,718.7 2,678 13,815,909.6 40.8 
  2001 128,333 350,809.4 2,734 14,528,173.8 41.4 
  2002 131,251 360,050.2 2,743 15,116,677.3 42.0 

      
代替金庫        
 《旧西ドイツ》      
  1980 55,743  83,386.0 1,496   2,541,289.6 30.5 
  1985 63,056  95,565.6 1,516   3,484,488.9 36.5 
  1990 71,218  121,387.1 1,704   4,743,276.0 39.1 
  1995 88,165  162,964.8 1,848   6,576,172.0 40.4 
  1996 90,001 171,862.1 1,910 6,947,790.5 40.4 
 《ドイツ連邦共和国》      
  1996 107,071 204,832.9 1,913 7,886,311.6 38.5 
  1997 108,734 214,701.8 1,975 8,149,525.0 38.0 
  1998 110,339 217,129.5 1,968 8,181,799.0 37.7 
  1999 121,930 222,189.4 1,822 8,538,967.8 38.4 
  2000 126,487 218,418.1 1,727 8,650,004.3 39.6 
  2001 128,333 214,555.9 1,672 8,700,509.1 40.6 
  2002 131,251 212,987.1 1,623 8,696,171.7 40.8 

      
合計        
 《旧西ドイツ》      
  1980 55,743  252,069.2 4,522   7,422,485.4 29.4 
  1985 63,056  268,346.7 4,256   9,589,238.3 35.7 
  1990 71,218  320,828.1 4,505   12,468,737.5 38.9 
  1995 88,165  400,760.6 4,546   16,692,123.1 41.7 
  1996 90,001 418,299.8 4,648 17,273,495.0 41.3 
 《ドイツ連邦共和国》      
  1996 107,071 508,810.4 4,752 20,134,307.9 39.6 
  1997 108,734 523,184.3 4,812 20,427,642.8 39.0 
  1998 110,339 532,249.0 4,824 20,605,073.2 38.7 
  1999 121,930 551,026.1 4,519 21,660,347.4 39.3 
  2000 126,487 557,136.9 4,405 22,465,913.9 40.3 
  2001 128,333 565,365.4 4,405 23,228,682.9 41.1 
  2002 131,251 573,037.4 4,366 23,812,849.0 41.6 

    

 
原出典： Kassenärztliche Bundesvereinigung, Grunddaten zur Vertagsärztlichen Versorgung in Deutschland 2003, II5 

Statistik der KBV 
http://www.kbv.de/publikationen/grunddaten.htm 
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6-11）病院及び予防／リハビリテーション施設の従業員数 
（ドイツ連邦共和国） 

 
    （単位：人）

 職  種 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001
    

《病院》    
従業員総数 1,119,791 1,133,050 1,134,690 1,146,779 1,161,863 1,150,857 1,133,409 1,124,881 1,114,178 1,108,646 1,109,420
医師 99,548 99,673 100,082 102,425 104,552 106,243 107,752 109,768 111,198 112,899 114,930
医師以外の職員 913,376 926,181 928,858 936,904 948,013 935,071 918,078 911,216 903,155 897,401 899,420
看護職員 389,511 399,915 405,848 417,272 429,183 427,271 420,306 419,284 415,865 414,478 416,319

看護婦／士 282,988 293,207 301,452 311,573 321,837 323,705 323,801 325,963 325,539 326,926 329,980
小児看護婦／士 39,667 39,316 39,726 40,681 41,006 41,845 41,110 40,975 40,514 40,150 40,502
看護助手 32,312 32,593 32,240 32,104 32,736 29,743 27,013 25,718 24,500 23,371 22,740

医療技師 140,551 143,302 143,776 143,727 150,493 151,998 152,177 151,791 152,208 153,810 155,164
助手 49,889 50,050 49,581 48,287 48,275 47,974 47,517 46,621 46,432 46,347 46,438

技能職 89,761 91,303 92,682 94,036 95,511 95,769 96,139 97,041 98,107 99,437 100,907
手術室要員 28,704 29,304 29,610 29,762 30,193 30,121 30,181 30,453 30,394 30,582 30,776
外来部門 12,416 12,568 12,705 12,793 12,876 12,566 12,722 12,834 13,234 13,558 13,950
助産婦/分娩介助者 8,826 8,812 8,917 8,938 9,105 9,187 9,245 9,259 9.282 9,412 9,506

経理・管理部門 186,678 182,285 176,095 171,262 166,489 159,689 151,567 145,990 140,403 134,656 131,937
管理職 69,818 70,074 69,717 69,329 70,457 70,449 69,538 69,174 69,110 68,873 69,678

学生 89,177 87,370 85,896 87,109 88,841 89,186 88,270 85,261 82,149 81,008 78,117
    

《予防／リハビリテー

ション施設》 

   

従業員総数 89,217 93,046 97,486 109,477 116,339 118,364 106,707 107,780 112,109 116,832
医師 6,372 6,737 7,137 8,057 8,659 8,900 7,982 8,181 8,552 8,919
医師以外の職員 81,437 84,978 88,811 99,643 105,653 107,440 97,145 98,019 102,026 106,188
看護職員 14,828 15,492 16,573 19,311 21,002 22,275 21,341 22,190 23,611 24,902

看護婦／士 10,362 10,856 11,747 13,714 14,837 15,951 15,537 16,201 17,329 18,192
看護助手 2,118 2,080 2,209 2,703 2,957 2,965 2,786 2,879 2,976 3,133

医療技師 17,585 18,673 20,081 22,715 25,546 26,501 24,344 25,250 26,605 28,186
運動療法士 3,729 4,112 4,680 5,537 6,241 6,704 6,405 7,000 7,717 8,446
温泉療法士 5,112 5,263 5,501 6,008 6,297 6,198 5,317 5,161 5,272 5,446
心理療法士 1,599 1,765 2,000 2,335 2,582 2,727 2,590 2,766 2,942 3,168
食餌療法士 1,078 1,134 1,200 1,305 1,402 1,392 1,286 1,291 1,323 1,393
作業療法士 1,444 1,591 1,753 2,140 2,335 2,536 2,577 2,613 2,856 2,946

技能職 2,974 3,038 3,280 3,978 4,330 4,674 4,599 4,756 5,135 5,329
経理・管理部門 30,625 31,481 32,182 34,852 35,995 35,609 30,230 29,495 29,831 30,402
管理職 8,724 9,090 9,474 10,433 11,087 11,128 10,361 10,454 10,808 11,175

学生 891 836 988 1,176 1,306 1,407 1,213 1,273 1,283 1,481
    

 
出所： Bundesministerium für Gesundheit, Statistisches Taschenbuch Gesundheit 2002, Tab. 7.9, 7.10 

Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch 2003, p. 447, Tab. 18.9 
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6-12）薬局及び薬剤関連従業員数（各年 12 月 31 日） 
 

  （単位：人） 

  うち保険薬局  

 薬局数合計 薬局数 1薬局当たり人口 薬剤師 
その他の 

薬剤関連従業員 

   
1960 旧西ドイツ 9,171  8,832  6,316  15,803 - 

 旧東ドイツ 1,990  1,929  8,864  - - 
1970 旧西ドイツ 11,526  11,218 5,438  20,866 5,698  

 旧東ドイツ 1,932  1,864  9,156  2,500 14,300  
1980 旧西ドイツ 16,244  15,861  3,883  8,674 16,070  

 旧東ドイツ 1,978  1,941  8,624  3,000 17,850  
1990 旧西ドイツ 18,549  18,029  3,530  36,474 29,910  

 旧東ドイツ - - - - - 
1991 旧西ドイツ 18,630 18,112 3,560 37,550 31,969 

 旧東ドイツ 2,143 1,996 7,911 4,057 - 
1992 旧西ドイツ 18,682 18,163 3,590 38,441 32,908 

 旧東ドイツ 2,327 2,187 7,189 3,928 7,246 
1993 旧西ドイツ 18,708 18,193 3,600 38,551 34,247 

 旧東ドイツ 2,589 2,455 6,370 4,336 9,348 
1994 旧西ドイツ 18,706 18,197 3,627 39,388 34,518 

 旧東ドイツ 2,835 2,706 5,739 4,434 9,716 
1995 旧西ドイツ 18,741  18,232  3,639  39,975 35,303  

 旧東ドイツ 3,012  2,887  5,360 4,721 9,960  
1996 旧西ドイツ 18,768 18,267 3,642 40,569 36,443 

 旧東ドイツ 3,144 3,023 5,109 4,965 10,468 
1997 旧西ドイツ 18,789  18,306  3,643  41,980 37,606  

 旧東ドイツ 3,269  3,151  4,884  5,159 10,716  
1998 旧西ドイツ 18,800  18,329  3,642  42,007 39,108  

 旧東ドイツ 3,341  3,227  4,741  5,315 11,188  
1999 旧西ドイツ 18,782 18,315 3,725 42,631 39,457 

 旧東ドイツ 3,386 3,275 4,259 5,289 11,255 
2000 旧西ドイツ＋旧東ドイツ 22,155 21,592 3,800 46,078 52,276 
2001 旧西ドイツ＋旧東ドイツ 22,129 21,569 3,810 45,869 52,847 
2002 旧西ドイツ＋旧東ドイツ - 21,465 3,840 46,513 53,233 1) 
2003 旧西ドイツ＋旧東ドイツ - 21,305 3,875 46,140 53,372 1) 

   

 
※註：1) 薬学実習生、薬剤師助手／製薬技師、製薬技術助手（製薬技術助手の実習生を含む）の合計 
 
出所： Bundesministerium für Gesundheit, Statistisches Taschenbuch Gesundheit 1996, Tab. 7.4; 1998, Tab. 7.11;  

2002, Tab. 6.14 
http://www.bmgesundheit.de/bmg-frames/index.htm 
Bundesvereinigung Deutscher Apothekerverbände 
PUBLIKATIONEN, Zahlen, Daten, Fakten 
http://www.abda.de/ 
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7-1）公的医療保険における処方数と医薬品売上高の推移 
（旧東ドイツを含む） 

 
 処方数 売上高 
 （百万枚） （百万ユーロ） 
   

1992 1,064  17.138  
1993 944  15.085  
1994 915  15.781  
1995 973  16.909  
1996 939  17.720  
1997 834  17.425  
1998 807  18.265  
1999 783 18.802  
2000 749 19.333  
2001 760 21.298 
2002 761 22.689 
2003 749 24.121 

   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：Schwabe/Paffrath, Arzneiverordnungs-Report 2004, p.143, Tab. 4.1, 4.3 
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7-2）薬効群別処方数・売上高（ドイツ連邦共和国；2003 年） 
 

  （単位：≪シェア・変化率≫～％）

処方数 売上高 

No. 薬 効 群 
１処方当たり

平均金額 
総数 

（百万枚） シェア

対前年 
変化率 

総額 
（百万ﾕｰﾛ） シェア

対前年 
変化率 

   
5 鎮痛剤／抗リウマチ剤 18.65 93.0 12.4 -0.5 1,735.4 7.2 11.1 
7 抗アレルギー剤 33.23 9.8 1.3 -7.2 324.4 1.3 -4.2 
8 抗貧血剤 94.01 5.2 0.7 -1.6 492.2 2.0 9.7 
9 抗不整脈剤 42.08 3.3 0.4 -7.6 137.5 0.6 -5.9 

10 抗生物質／抗感染薬 27.86 41.8 5.6 -1.0 1,164.0 4.8 2.0 
11 抗痴呆薬（向知性薬） 49.38 4.5 0.6 -12.5 224.3 0.9 0.3 
12 抗糖尿病剤 55.32 26.4 3.5 6.2 1,460.0 6.1 10.8 
14 鎮吐・鎮暈剤 20.46 5.8 0.8 -3.2 117.7 0.5 0.9 
15 抗てんかん剤 68.39 5.7 0.8 7.4 393.0 1.6 19.2 
17 抗高血圧剤 59.89 31.4 4.2 11.1 1,879.6 7.8 11.9 
19 抗低血圧剤 17.79 1.7 0.2 -14.0 30.3 0.1 -14.0 
20 抗血液凝集剤 58.11 5.1 0.7 11.8 296.1 1.2 12.2 
21 抗真菌剤 23.88 9.6 1.3 -0.3 230.1 1.0 5.7 
22 抗寄生虫剤（外用） 12.70 0.7 0.1 -3.3 9.5 0.0 5.3 
23 抗炎症剤 14.18 1.8 0.2 -17.3 25.6 0.1 -18.5 
24 鎮咳・去痰剤 6.30 35.8 4.8 -9.0 225.8 0.9 -8.8 
26 鉱泉療法薬など 13.30 0.5 0.1 -30.4 6.6 0.0 -27.7 
27 アンギオテンシン抑制剤 29.71 60.1 8.0 6.7 1,786.1 7.4 4.3 
28 気管支拡張剤／抗喘息剤 44.45 27.4 3.7 -4.9 1,219.1 5.1 4.7 
29 胆汁排出促進剤および胆道治療薬 47.16 0.6 0.1 -17.9 28.5 0.1 -5.8 
31 コルチコステロイド剤（内服） 15.31 8.0 1.1 -0.5 123.1 0.5 -2.6 
32 皮膚科用剤 14.40 28.2 3.8 -6.6 406.1 1.7 -2.1 
33 消毒剤／防腐剤 7.10 1.4 0.2 -8.8 10.1 0.0 -3.8 
35 診断薬等 13.93 0.8 0.1 -5.6 10.8 0.0 -6.8 
36 利尿剤 19.71 21.3 2.8 7.2 419.2 1.7 6.2 
37 血行促進剤 30.91 3.0 0.4 -12.0 92.1 0.4 -11.8 
44 痛風薬 8.74 6.6 0.9 5.0 57.6 0.2 -3.0 
45 抗インフルエンザ剤 8.21 1.3 0.2 -14.1 10.3 0.0 -5.4 
46 婦人科用剤 11.74 9.2 1.2 -5.3 108.0 0.4 -1.9 
47 痔疾疾患剤 12.32 2.9 0.4 -5.5 36.1 0.1 -4.8 
48 肝臓病剤 30.33 1.2 0.2 -8.6 37.2 0.2 -5.4 
49 催眠剤／鎮静剤 9.22 9.6 1.3 -6.5 88.9 0.4 -14.3 
50 脳下垂体ホルモン／視床下部ホルモン 407.87 1.1 0.1 22.7 444.5 1.8 20.2 
51 免疫抑制剤 426.67 2.7 0.4 -5.4 1,154.8 4.8 14.5 
52 輸液／標準注射剤 25.67 3.3 0.4 -0.1 83.6 0.3 26.8 
53 強心剤 9.12 7.2 1.0 -13.3 65.5 0.3 -15.5 
54 齲歯・歯周病用剤 6.64 1.1 0.2 -15.6 7.5 0.0 -15.0 
55 冠動脈疾患薬 21.77 12.7 1.7 -7.4 275.6 1.1 -11.2 
56 緩下剤 13.72 3.3 0.4 -2.0 45.5 0.2 4.7 
58 脂質低下剤 96.23 12.8 1.7 6.1 1,228.8 5.1 -2.7 
59 局所麻酔薬／神経治療薬 12.22 0.5 0.1 -4.7 5.7 0.0 -4.2 
60 胃腸用剤 36.65 41.6 5.6 -2.5 1,524.7 6.3 10.4 

   

 
出所：Schwabe/Paffrath,Arzneiverordnungs-Report 2004, p. 1125-1128, Tab. 64.3 
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7-2）薬効群別処方数・売上高（ドイツ連邦共和国；2003 年）～承前 
 

  （単位：≪シェア・変化率≫～％）

処方数 売上高 

No. 薬 効 群 
１処方当たり

平均金額 
総数 

（百万枚） シェア

対前年

変化率

総額 
（百万ﾕｰﾛ） シェア 

対前年

変化率

    
61 抗偏頭痛剤 44.30 2.7 0.4 -6.0 119.1 0.5 5.7 
62 無機質製剤 16.75 11.0 1.5 -3.0 184.2 0.8 1.1 
63 口腔・咽頭治療薬 6.99 4.4 0.6 -13.9 31.0 0.1 -9.9 
64 筋弛緩剤 23.24 4.9 0.7 -0.5 114.7 0.5 2.2 
66 神経障害製剤等 51.10 2.2 0.3 -16.6 112.8 0.5 -11.2 
67 眼科用剤 14.26 26.1 3.5 -3.8 371.8 1.5 4.2 
68 骨粗鬆症薬およびカルシウム代謝調節剤 129.89 2.7 0.4 9.3 346.0 1.4 19.7 
69 耳科用剤 8.70 1.9 0.2 -12.7 16.1 0.1 -12.7 
70 パーキンソン病薬剤等 70.27 5.3 0.7 3.0 375.0 1.6 10.3 
71 向精神薬 38.33 38.3 5.1 -1.3 1,467.0 6.1 10.0 
72 鼻科用薬／副鼻腔炎剤 5.74 19.5 2.6 -8.1 111.9 0.5 -5.6 
74 甲状腺治療薬 9.71 19.0 2.5 6.2 184.8 0.8 6.3 
75 血清、免疫グロブリン、ワクチン 153.38 0.8 0.1 -5.4 122.0 0.5 -5.5 
76 性ホルモン 26.64 16.5 2.2 -12.5 439.3 1.8 -9.9 
77 鎮痙剤 11.51 3.2 0.4 -10.3 36.9 0.2 -8.6 
79 血小板凝集抑制剤 33.55 12.5 1.7 10.5 419.3 1.7 28.8 
82 泌尿器官用剤 52.65 9.7 1.3 -2.0 509.6 2.1 7.1 
83 静脈治療薬 15.92 2.7 0.4 -20.6 43.6 0.2 -21.8 
84 ビタミン製剤 11.66 4.8 0.6 -13.0 55.5 0.2 -6.9 
85 創傷治療剤 9.65 5.8 0.8 -6.3 55.5 0.2 14.3 
86 細胞分裂阻止剤 298.35 2.6 0.4 0.8 783.3 3.2 14.7 
88 バイオ材料／医療用合成物質／雑貨 14.95 0.4 0.1 -10.6 6.5 0.0 -10.4 

         
非最終製剤 32.21 749.0 100.0 -1.6 24,121.1 100.0 6.3 

         
補助具 9.31 53.5 41.0  497.7 19.2  
絆創膏および包帯類 10.58 26.9 20.6  284.8 11.0  
調剤薬（混合していない調剤物質も含む） 17.21 16.7 12.8  287.8 11.1  
試験管診断剤（検査スリップ等） 36.24 15.4 11.8  557.1 21.4  
同種療法剤／生化学材剤および人知学剤 11.43 4.6 3.6  53.0 2.0  
薬品中央番号のついていない医薬品 38.07 2.5 1.9  93.3 3.6  
食餌療法剤 32.23 2.4 1.8  76.8 3.0  
メタドン調合物 12.06 1.4 1.1  16.6 0.6  
その他の非治療剤 23.25 1.2 0.9  27.3 1.1  
細胞増殖抑制剤・調合物 
 

490.64 1.0 0.8  504.8 19.4  

医薬品法第73条（3）に基づいて 
個別に輸入された医薬品 239.39 0.2 0.2  57.1 2.2  
個人に合わせて製造した非経口溶液 417.37 0.2 0.2  88.3 3.4  
3号に基づき分割したもの 173.99 0.1 0.1  21.8 0.8  
動物用医薬品 19.63 0.0 0.0  0.0 0.0  
分類されない処方 7.25 4.3 3.3  30.9 1.2  

         
調整済製剤を伴わない公的医療保険処方小計 19.92 130.4 100.0  2,597.3 100.0  

         
公的医療保険処方合計 30.4 879.4 100.0  26,718.4 100.0  

    

 
出所：Schwabe/Paffrath,Arzneiverordnungs-Report 2004, p. 1125-1128, Tab. 64.3 
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7-3）「医薬品に対する公的医療保険からの支出」と 
「最終製品たる医薬品の売上高」 

 
 （単位：百万ドイツマルク）

 1994 1995 1996 1997 1998 1999 
 

医薬品に対する公的医療保険からの支出 29,170 31,436 33,484 31,955  33,371  36,150 
 

（－）医療機関での使用 1,167 1,257 1,339 1,278  1,335  1,446 
 (4.0%) (4.0%) (4.0%) (4.0%) (4.0%) (4.0%) 
小計 28,003 30,179 32,144 30,677  32,037  34,704 
（+）患者負担 2,865 2,999 2,956 4,350  5,511  3,993 
 (8.8%) (8.6%) (8.0%) (11.8%) (13.9%) (9.8%) 
小計 30,868 33,178 35,100 35,027  37,547  38,697 
（+）疾病金庫割引 1,625 1,746 1,847 1,844 1,976 2,037 
 (5.0%) (5.0%) (5.5%) (5.5%) (5.0%) (5.0%) 
薬局総売上げ(処方料、包帯、看護用品) 32,493 34,925 36,947 36,870  39,523  40,734 
（-）その他 1,628 1,854 2,291 2,790  3,800  3,960 
 (5.0%) (5.3%) (6.2%) (7.6%) (9.6%) (9.7%) 

 
公的医療保険における最終製品たる医薬品の総売上 30,865 33,070 34,657 34,081  35,723  36,774 

 

 
 （単位：百万ユーロ） 
 2000 2001 2002 2003 

 
医薬品に対する公的医療保険からの支出 19,300 21,421 22,661 22,.813 

 
（－）医療機関での使用 772 1,036 1,028 1,069 
 (4.0%) (4.8%) (4.6%) (4.7%) 
小計 18,528 20,385 21,633 21,744 
（+）患者負担 1,859 1,826 1,823 1,795 
 (8.7%) (7.8%) (7.3%) (6.8%) 
小計 20,387 22,211 23,457 23,539 
（+）疾病金庫割引 1,073 1,169 1,477 1,955 
 (5.0%) (5.0%) (5.9%) (11.6%) 
薬局総売上げ(処方料、包帯、看護用品) 21,460 23,380 24,933 26,616 
（-）その他 2,127 2,082 2,244 2,495 
 (9.9%) (8.9%) (9.0%) (9.4%) 

 
公的医療保険における最終製品たる医薬品の総売上 19,333 21,298 22,689 24,121 

 

 
出所： Schwabe/Paffrath,Arzneiverordnungs-Report 1996, p. 545, Tab. 49.1; 1998, p. 666, Tab. 53.3; 1999, p. 710, Tab. 53.1; 2000, 

p. 799, Tab. 55.1; 2001, p. 850, Tab. 55.1; 2002, p. 922, Tab. 55.1; 2003, p. 985, Tab. 53.1; 2004, p. 1120, Tab. 64.1 
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ドイツ医療保障制度概要 

 

1. ドイツ医療保障制度の基本的仕組と概要 
 
1-1. ドイツにおける医療保障システム 
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出来高払い

予算

予算

参照価格／
リスト

プライス

患者一部負担

 
出所: “THE HEALTH CARE SYSTEM IN GERMANY”, N/E/R/A を元に医療経済研究機構が改変して作成 

 
1-2. ドイツ医療保障制度の成立の背景 
ドイツは、世界で初めて社会保険方式に基づく医療保険制度を導入した国であることはよく知ら

れているが、その源流は中世後期の都市の職人や鉱夫による任意の共済組合までさかのぼることが

できる。その後、1871 年のドイツ帝国の成立を経て、後進資本主義国として急速な経済発展を遂

げつつあったドイツは、労働者の傷病時の保障を法定化し、彼らの生活の安定を図ることによって

産業の発展に寄与せしめ、また労働者を社会主義運動から切り離すことによって体制内に組み込む

ことを目的に、社会保険立法が企図された。その嚆矢として 1883 年に成立したのが「労働者の医

療保険に関する法律」、いわゆる医療保険法である。続いて 1884 年に労災保険法、1889 年に障害・

老齢保険法が成立した。これらは、その立法を推進した宰相ビスマルクの名をとって、ビスマルク

の社会保険三部作とも呼ばれている。 
医療保険法の実施にあたっては、旧来の各種共済組合の多くが公的医療保険者（＝「疾病金庫」）

として再編されるとともに、全国的に疾病金庫の組織化が行われた。これらの疾病金庫では、共済
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組合における給付と拠出の仕組みが踏襲され、労使の代表による自主的な運営が行われた。こうし

た歴史的背景により、ドイツの医療保険制度は、地域、産業、職業、企業等を基盤とする数多くの

疾病金庫によって運営されるという、多元的分権的な組織構造が形成されていった。 
その後、1911 年には医療保険、労災保険、年金保険を体系的に統合した「ライヒ保険法」が制

定され、医療保険も体系的整備が図られた。さらに、ワイマール時代、ナチス時代、戦後の東西ド

イツ分裂後の西ドイツにおいて、幾度となくライヒ保険法の改正や整備が行われ、医療保険制度の

拡充が進められた。 
1970 年からは「社会法典」（SGB）の編纂が着手され、医療保険法はその第 5 編に組み込まれ

全面的な改定が行われた。また、1970 年代後半からの医療費の増大に対応して各種の医療保険改

革が行われるようになり、1989 年には「医療保険改革法」（GRG）、1993 年には「医療保険構造

法」（GSG）、1997 年には第 3 次医療保険改革として第一次再編法ならびに第二次再編法、そし

て 2000 年 1 月から「医療保険改革 2000」が施行されるなど、医療保険制度の抜本的な改革が進め

られている。 
 
1-3. 医療保険システムにおける各組織の役割 
1-3-1. 政府の役割 

連邦制国家であることから、ドイツ基本法上、連邦と州の権限が明確に分かれている。したがっ

て、州は連邦政府の管轄以外の分野において責任を負うが、州政府の医療全般に対する影響力は大

きく、国の法令にも州の代表者から構成される連邦参議院の許可が必要な場合が多い。 
 
（１） 連邦政府 

連邦政府は枠組み的法律、政令等を制定する。具体的には、医療保険、医療従事者、保険給付の

支払方式に関して権限を有するほか、軍人・退役軍人のための医療、リハビリ、産業保健、患者保

護、医薬品業界についても規制を行っている。また、連邦医療教育センターは医師の教育を管轄し

ている。このほか、政府は臨床医学・技術分野における基礎研究・応用研究にも出資している。 
 
（２） 州政府 

州政府は法令の認可・施行を行い、行政実務の裁量権を有している。疾病金庫（保険者）と保険

医協会（Kassenärztliche-Vereinigung）の両者も州政府が管理しているほか、大学病院を含む公

立病院を運営しており、16州内それぞれの病床数を調整するための地域医療計画も策定している。

また、州の政府にゆだねられる医療機器購入や医療施設の建設・修繕に対する責任も有する。この

ほか医師の教育・研修や民間病院の認可も州政府の役割である。 
 
1-3-2. 疾病金庫 

疾病金庫については、地域、企業等のカテゴリーにより 8 種類の疾病金庫が存在する（表 1）。 
これらの疾病金庫は、権利能力を有する公法上の社団法人であり、保険運営に必要な内部組織に

よって自主的に運営が行われている。その内部組織は、通常、被保険者側と使用者側の同数の代表

者によって運営される運営委員会と、その下に金庫の管理運営を行う理事（１～３名）がおかれ、

当該金庫における給付の種類および範囲、保険料の額や支払期日など、被保険者の権利義務に直接

関係する事項についても、金庫規約により決定することができる。したがって、保険料や保険給付

の内容は、疾病金庫の間で違いがある。またその財源については、大部分が労使折半の保険料によ

り賄われている。 
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1-3-3. 被保険者 

ドイツでは、公的医療保険制度と民間医療保険制度とが併存する。公的医療保険制度の場合、被

保険者は強制被保険者と任意被保険者に分類される。公的医療保険に加入義務を有しない者は、公

的医療保険か民間医療保険のいずれかに任意加入することができる。また就労生活から引退した年

金受給者も医療保険制度への加入を継続しなければならない。さらに、被保険者の配偶者および子

は、日本の健康保険法における被扶養者に該当する家族被保険者と位置づけられている。 
 

・ 強制被保険者：保険料算定報酬限度額1を超えない収入を得ている被用者 

（労働者、職員のほか、失業者や年金受給者が該当） 

・ 任意被保険者：主として保険料算定限度額を超える収入を得ている被用者

および自営業者、公務員が該当 

 

 
2. 医療提供体制 
 
2-1. 医療関連施設 
（１） 開業医 

わが国の診療所に相当し、一般開業医、専門開業医、歯科開業医に分類される。その中で保険医

とは、保険医協会が会員として認可し、疾病金庫と契約した医師である。患者は、開業医について

は自由に選択できるが、病院へのアクセスは、一般開業医による紹介が必要であり、疾病金庫の患

者はこの紹介をもとに、適当な施設を持った病院へゆくことになる。ただし、患者が直接専門医に

かかることは法律で禁止されているわけではない。 
 
（２） 病院 

病院には大きく分けて、公立病院、公益病院及び私立病院の 3 種類がある。公立病院とは、連邦、

州または、州連合、市町村または市町村連合などによって運営されているものであり、公益病院と

は財団、または宗教団体によって経営されているもの、また私立病院は連邦営業法第 30 条によっ

て認可されたものである。病院は疾病金庫と個別契約することで保険医療機関として機能するが、

大学病院および州の病院計画に含まれる病院（計画病院）は自動的に契約病院となる。一般に公立

病院及び公益病院には総合病院が多く、私立病院には単科病院が多い。 

                                            
1 2004 年 1 月～同 12 月末日までの保険料算定限度額（保険加入義務限度額）は、年額 46,350 ユーロ、月額
3,862 ユーロである。 

【表 1】ドイツ医療保険制度における疾病金庫の分類 

 分類 金庫数 監督行政庁

229 
 同業組合疾病金庫（IKK） 

地区疾病金庫（AOK） 
企業疾病金庫（BKK） 

農業疾病金庫（LKK） 
連邦鉱夫組合（BKN） 

海員疾病金庫（SEEKK） 

労働者代替金庫（EAR） 
職員代替金庫（EAN） 

17 

20 

12 
1 

1 

3 
7 

上級保険局（原則、州に 1） 

 保険局

連邦保険局（原則、州に 1） 
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（３） 薬局 

ドイツでは古くから医薬分業が行われており、薬局は医療施設として重要な地位を占めている。

薬局は 1960 年の「薬局法」に基づいているが、開設基準は州によって少しずつ異なっている。一

般に薬局の開設には一定年限以上の勤務薬剤師の経験が必要となっている。 
 
2-2. 医療従事者 
（１） 医師 

医師は一般医と専門医に区別される。医師には 1961 年「連邦医師法」によって、医師免許が必

要とされており、医師免許は大学の医学部で 6 年間の教育を終えたのち医師試験を受け、合格した

場合に与えられる。専門医になるには、医師免許取得後、連邦医師会による 4～6 年間の専門医教

育を受け、認定されねばならない。 
その中で保険医とは、保険医協会が会員として認可した医師である。診療科によっても違うが、

保険医になるには、通常 4 つの試験（学内の試験と卒後の認定試験）をクリアしなければならない

とされ、さらに 3 年間の臨床研修が保険医になる最低条件となっている。 
専門医の場合は、前述の最低 4～6 年間の研修が必要である。 

 

（２） 歯科医師 

歯科医師の場合にも、医師同様に免許制が敷かれている。また医師同様、一般医だけでなく専門

医の制度があり、歯科専門医は矯正歯科を行っている。 
 

（３） 薬剤師 

薬剤師についても、「連邦薬剤師法」によって免許制となっている。 
 

（４） 看護師 

看護師は看護学校で教育を受けたのち、国家試験に合格した場合にその資格が与えられる。看護

師のうち多くは病院に勤務している。 
 

（５） その他医療関係従事者 

助産師、マッサージ師、温泉療法師、エックス線技師、化学検査技師、各種の施療師などは、そ

れぞれの養成機関で 1 年または 2 年の養成教育を受けたのち、国家試験に合格してはじめて免許が

与えられる。 
 
 
 
3. 主な保険給付の内容 
 
ドイツの公的医療保険制度における給付方式は、我が国と同様に現物給付方式を原則としている。

また社会法典第 5 編第 1 条に記されているように、疾病治療の他、健康増進、疾病予防、リハビリ

テーションなどが公的医療保険の給付分野に規定されている点が我が国と大きく異なる点である。 
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3-1. 医療保険による給付 
3-1-1. 医療給付2 

（１） 予防給付 

予防給付がドイツで活性化し始めたのは 1977 年の医療保険費用抑制法（KVKG）からである。

現行制度では病気の早期発見と予防のため次の給付を行う。 
 
・ 44 歳以上の男子および 19 歳以上の女子を対象にしたガン検診（1回／1年） 

・ 35歳以上の被保険者を対象にした心臓・循環器疾患、腎臓病、糖尿病等の検診（1回／2年） 

・ 6 歳未満の幼児を対象とした幼児特定疾患検診 

・ 12 歳未満の園児および学童に対する歯科集団検診 

・ 6～18 歳未満の者に対する歯科個別検診（1回／2年） 

 

（２） 外来療養給付 

療養には支給期間の制限はなく給付率は原則的に本人、家族とも 10 割であるが、一部に自己負

担がある（本報告書、p. 55, 4-9）参照）。 
 
a） 医師または歯科医師3による診療 

医師の診療とは、疾病の発見、治療、緩和、または悪化防止のために必要なすべての行為をいい、

医療相談、検査、処置、手術、往診のほか、他の専門医や病院への紹介や薬剤、補装具の処方を

含む。歯科医師による治療とは全ての歯科疾患の診察、治療を含む。2004 年 1 月より四半期毎に

10.00€の患者負担が導入された。 
 

b） 薬剤、包帯類、治療用品 

薬剤、包帯類、治療用品の支給は医師または、歯科医師の処方に基づき、薬局において行われる。

その際、被保険者及びその家族は交付された薬局において、一部自己負担を支払わねばならない。 
 

c） 歯科補綴4 

1998 年 1 月 3 日から定額負担制に切り替り、また、1979 年 1 月以降の加入者に関しては全額自

己負担になったが、政権交替にともない1999年１月から50％を基準に予防検診の受診状況によっ

て給付率を変えるという方式に戻された。 
 

d） 補助具 

補助具についても販売価格の 10％を自己負担額とする。 
 
e） 療法手段（マッサージ、運動療法など） 

療法手段においても、10%および処方箋ごとに 10.00€を加算した額が自己負担となる。 
 

                                            
2公的医療保険近代化法（Gesetz zur Ｍodernisierung der gesetzlichenKrankenversicherung；GMG）の

施行により、給付範囲の見直しが行われている（p.106～109 参照） 
3 第 3 次改革により歯科補綴給付が廃止となったが、SPD 政権によって、再び給付されることとなった。 
4 2005 年から歯科補綴は公的医療保険の給付から除外され、各疾病金庫の定款に基づく義務的給付とされ
る。そのための費用は被保険者のみの負担で、賃金比例によらない保険料により賄われる。月額保険料は概
ね 10.00€以下と見込まれる。家族被保険者（被扶養者）の保険料負担はない。さらに被保険者は民間医療保
険への加入も選択できる。 
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（３） 入院療養給付 

年 28 日間を限度として、一日あたり 10.00€の自己負担がある。入院療養給付は期限の制限がな

く、入院中の食事、宿泊、薬剤、療法手段、補助具などを含む。 
 

（４） 訪問看護 

病院に入院できない場合などに医師による診療を補完するために、1 疾病につき 4 週間まで看護

要員が派遣される。この給付は同一生計内の者が、患者に必要な看護や世話ができない場合に限っ

て請求できる。 
 

（５） 出産援助 

出産に際して以下のような現物サービスの給付を受けることができる。妊娠中の薬剤、包帯類、

治療用品の支給に関しては外来療養における給付と異なり自己負担がない。入院に関しては分娩後

6 日間までとなっている。 
・ 医師による治療・介助並びに助産師による介助 

・ 薬剤、包帯類、治療用品 

・ 病院への入院並びに家政婦による介助 

 
（６） 家事及び経営援助 

8 歳未満の子供もしくは障害を持つ要看護の子供がいる家庭で、被保険者もしくはその妻が、入

院等の理由で家事ができず、家族構成員もまた誰も家事ができない場合、代替労働の提供またはそ

の雇用の費用が支給される。経営援助とは農業者疾病保険制度特有の制度で、家事援助と同様の機

能を有しているものであり、農業経営を継続させるために代替労働力が提供されるものである。 
 
（７） リハビリテーション給付 

リハビリテーションに必要な医療給付（作業療法、障害者体操、クア療法等）が支給されるほか、

リハビリテーションに関する各制度に共通の規定が 2001 年に社会法典第 9 編「障害者のリハビリ

テーションと参加」として編入されている。 
 
（８） 在宅介護援助 

在宅の重度要介護者に対して介護を行う給付であり、GRG によって 1989 年から実施された。し

かし 1995 年から介護保険制度が導入されたため廃止された。 
 
（９） 交通費 

入院診療もしくは救急医療を受ける際は支給される。費用の 10%が自己負担となる。外来受診の

場合にあっては基本的に疾病金庫からの給付は行われない。 
 
3-2. 現金給付5 

（１） 傷病手当金 

疾病により労働不能になった被保険者に対して、一日あたり、通常の労働報酬（通常賃金）の

100 分の 80 が支給される。支給期間は、同一疾病による労働不能については、3 年間に最高 78 
週間とする。しかし 70 年代以降、職員及び労働者は「賃金継続支払法」の適用を受けるようにな

                                            
5 公的医療保険近代化法（Gesetz zur Ｍodernisierung der gesetzlichenKrankenversicherung；GMG）の
施行により、給付範囲の見直しが行われている（p.106～109 参照） 
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基礎療養費
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り、疾病による労働不能になって最初の 6 週間、事業主から賃金の 80％（ただし労働協約により

100％まで引き上げることもできる）を継続して支給されるようになったため、大部分の場合、傷

病手当金の支給は行われていない。また病気の子供の世話をする場合にも支給される。この場合の

請求権は、子供が 12 歳未満で、ほかに家族がいない場合に限られ、1 人の子供につき年間 10 日間

の限度で支給される。 
 
（２） 分娩手当／出産手当 

被保険者の出産に際し、産前 6 週間、産後 8 週間、賃金日額の 100％を支給する。ただし一日に

つき最高 25 マルクとする。出産手当金が支給されるのは、被保険者が母性保護法による出産予定

日前 6 週間の保護期間の開始時期において、雇用関係にあるかまたは家内労働に従事しているか、

あるいは妊娠期間中において使用者によって、適法に労働関係を解消された者である。ただし分娩

前 10 カ月目から 4 カ月目に至る当該月を含めた期間において、少なくとも 12 週間の保険加入義務

を有するかまたは雇用関係が成立していなければならない。日給が 25 マルク以上の場合は雇用主

もしくは母性保護規定に基づき連邦政府から差額が補填される。 
 
（３） 埋葬料 

1989 年 1 月 1 日時点で加入者であった者に支給される。給付額は被保険者 2,100 マルク、家族

被保険者 1,050 マルクである。 
 
 
 
4. 診療報酬制度6 
 
4-1. 外来診療費 
州単位で保険医協会と疾病金庫連合会との間で、1 年間の診療報酬総額を定める総額請負方式が

採用されている。保険医協会と個別保険医の間

では、診療報酬点数表に基づく出来高払い方式

により支払が行われるが、従来は、点数単価を

スライドさせることによって総額に収まるよう

に取り決められていた。しかし、第 3 次医療保

険改革（後述）により、スライド点数単価制は

固定点数単価制に改められた。そして、保険医

協会と疾病金庫連合会との間で各医療専門分野

ごとに件数、1 件あたり点数などを基礎に基準

量を定め、この範囲内ではあらかじめ定められ

た単価により診療報酬が算定されるが、これを

超える診療には報酬の逓減制を設けることとさ

れた。 
 
4-2. 入院療養費 
基本的には定額払い方式に基づき診療報酬が

決定される。これは、各病院と当該地域の疾病

                                            
6 近年の診療報酬制度改革については本報告書 p.111～112、ｐ122 参照 
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金庫との協定により、1 日あたりの入院療養費を決定するものである。しかし 1993 年の医療保険

構造法により、外科を中心に一件当たり包括払い方式や特別報酬制度も採用された（図１）。これ

は特定の療養一件あたりの包括的な報酬を定めるものであり、主たる診断と中心的な給付の組み合

わせにより定められる 。特別報酬は、1 件の療養の中で行われる中心的な給付、例えばペースメー

カーの埋め込み手術などに対する報酬を指す。1 件あたり包括払いと特別報酬が適用される療養の

種類や報酬額は、在院日数と無関係に定められる。このため、同じ診療行為を提供しても、病院ご

とに、黒字を発生させる病院や赤字を発生させる病院がでてくるとともに、在院期間を短縮させる

機能を有する。一件当たり包括払いと特別報酬の対象とならない診療行為、特に内科部門の診療行

為については、前述のように、従来どおりの 1 人 1 日あたり定額制の診療報酬が支払われる。 
また 1993-1996 年の間、医療費抑制のため緊急措置的に実施された固定予算制は、第 3 次医療保

険改革によって廃止されることになり、一件当たり包括払い制・特別報酬制の毎年の伸び率は疾病

金庫の収入の伸び率の範囲内とされた。従来、これらは病院財政法に基づく連邦入院療養規則によ

り全国一律で定められてきたが、病院協会と疾病金庫連合会の間で連邦統一的に取り決めることと

なった。 
さらに、DRG（診断群分類）をベースとした包括的な入院診療報酬制度が 2003 年から段階的に

導入されつつある。導入当初は従来の予算制で計算した額が DRG で計算した額より高ければ、予

算制の額が適用されていた。言い換えると、予算制額と DRG の 100%の差額分が支払われていた。

しかしながら、この差額支払部分は徐々に減らされ、将来的には DRG で計算した額の償還となる

ことになっている。 
 

 

4-3. 薬剤費 
医薬分業が行われているドイツでは、医師の処方による薬剤は薬局において受け取ることになる。

薬剤は参照価格が設定されたものと、そうでないものとに分けられる。参照価格が設定された医薬

品は同一の効能、成分などによって分類され、償還価格（参照価格）が一律に決定される（当該価

格を超える場合は、超過分を患者が負担する）。それ以外のものに関しては販売価格から患者の自

己負担分を控除した額が支払われる。 
また、1993-1996年の間は、薬剤費の抑制のため緊急措置的に薬剤費の予算制が導入されていた。

これは前年の予算を基準に連邦疾病金庫連合会、代替金庫連合会と保険医協会の間で当年度の予算

を取り決め、これを超えた場合には翌年の保険医の診療報酬総額から減額されるという仕組みであっ

た。しかし、保険医の予算制に対する不満は強く、第 3 次医療保険改革によって廃止され、専門分

野ごとに、各保険医が処方できる薬剤の給付基準量を統一的に定め、これを基準にして各保険医に

対する経済性の審査を行うことで、薬剤費の抑制を図る仕組みが企図された。しかしデータの不備

等から遅延され、さらに 1999 年からは政権交代にともなって薬剤について賃金上昇率を上限とす

る予算制が復活された。 
 
 
 

5. 財源 
 
ドイツの公的医療保険制度を支える財源は、労使折半による保険料によって賄うことを大原則に

している。したがって、給付費ばかりではなく、事務費もまた保険料によって賄われ、公費は運営

補助費として、わずかに拠出されるだけである。またドイツの医療保険は、短期保険として収支相

等の原則がかなり厳しく守られていることが一つの特徴になっているが、各疾病金庫では原則とし
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て半年ごとに収支バランスの検討を行い、それに応じて保険料率もかなり頻繁に変えられている。

支出が増大し、準備金を繰り入れても支出をまかなうことができなくなると保険料率が引き上げら

れ、逆に財源に余裕が生じると保険料率が引き下げられる。疾病金庫間の給付内容の差は小さいの

で、保険料率は疾病金庫の財政状態をよく反映しているということができる。 

 

5-1. リスク構造調整（RSA） 
疾病金庫は、地域、企業、および職域のカテゴリーにより 8 種類に分類されるが、加入者の性別

や年齢に基づいて、財源力の面で格差が発生する。このため、各金庫の財政基盤を安定化させるた

めに財政調整が実施されている。この財政調整については、年金受給者の占める割合の大小による

財政調整が先行していたが、1995 年からは、農業疾病金庫を除くすべての疾病金庫を対象に、各

金庫に属する被保険者の性別、年齢、被扶養者数（家族被保険者）および被保険者の所得という 4
つの要素（これらをリスク係数という）に着目し、「リスク構造調整」という財政調整が行われて

いる。このリスク構造調整の目的は、疾病金庫の運営努力ではカバーしきれない加入者固有のリス

クに基づく財政力の格差を是正することであり、調整後の財政責任はすべて金庫の自己責任とされ、

保険料格差は、金庫自身による運営経費の節減や疾病予防の努力の結果を反映することとなる。 
 
 
 
6. ドイツにおける医療保険法改正 
 
ドイツにおける医療保険法の改正は、特に第２次世界大戦以降、頻繁に行われてきた。特に 1970

年代のオイルショック以降は、いち早く医療費抑制政策を実施し、その政策はフランスをはじめ多

くの国々に影響を与えた。 
 
6-1. 1970 年代前半の改正 

1970 年に大幅な改正内容を含む「第２次医療保険改正法」が制定され、翌 1 月に施行された。

改正法の内容は、（1） 職員の保険加入報酬限度額を年金保険の保険料算定報酬額の 75％とし、

（2） 賃金、報酬の上昇に応じて毎年自動的に調整する、（3） 強制加入義務のない職員や自営業

者の任意加入、（4） 入院中の傷病手当金の全額支給、（5） 特定疾病の早期発見のための予防給

付、などである。その後も 1974 年「医療保険の給付改善に関する法律」、「リハビリテーション

給付の同一化に関する法律」、1975 年「学生医療保険に関する法律」、「障害者社会保険に関す

る法律」などが施行されたが、大きな特徴は、（1） 適用対象者の範囲の拡大、（2） 国民の生活

水準に適合した給付内容の改善、（3） 近代的医療保障の確保である。 
 
6-2. オイルショック以降の医療費抑制政策 
ドイツの医療保険政策は、1977 年「第１次医療保険費用抑制法」（KVKG）により、拡大から

抑制の方向へと転換された。その内容は、保険医の診療報酬の引き上げ規制、患者負担の強化、疾

病金庫間の財政調整、である。その後、その機能の強化のために 1982 年「第 2 次医療保険費用抑

制法」が施行され、軽微な医薬品を保険給付の対象から除外、義歯給付率の引き下げ、医薬品の透

明化リストの導入などが行われた（価格と効能を分類表示した情報リストを提供し、経済的処方を

推進）。また同時に「病院医療費抑制法」が施行され、薬剤費、入院時の一部負担の引き上げや在

宅看護給付の導入、高額医療機器導入の規制強化など、強力な医療費抑制政策が打ち出された。 
それ以外にも、病院経営の合理化を推進することを目的とした「病院財政改編法（1985 年）」

や、保険医数のコントロールを目的とした「保険医需要計画改善法（1976 年）」、「連邦医師法」



ドイツ医療保障制度概要【2004 年版】 

 

 ─ 97 ─ 医療経済研究機構 

の改正（1985 年）が施行され、医療供給コントロール政策が打ち出されたが、病院で必要とする

費用は疾病金庫が負担するという「実費用補填原則」が維持されたため、病院費用の抑制策として

有効に機能せず、対症療法的な対応に止まった。このため、費用抑制の効果は短期間しか持続せず、

数年後には新たな対応を迫られるという事態が続いた。 
 
6-3. 1990 年代以降の改正 
前述のような状況の中で、抜本的な構造改革を行うべきであるという機運が醸成され、1989 年

に医療保険改革法（GRG）が制定された。しかし、GRG は費用抑制策の性格を残しており構造改

革としては不十分であるとの批判が相次いだ。また GRG 制定後も、1991 年並びに 1992 年と医療

費は再び急速に増加したため、それ以後、1993 年の医療保険構造法（GSG）、1997 年には第 3
次医療保険改革として一連の構造改革立法が相次いで定められている。さらに 1998 年秋の政権交

代にともない、1999 年から患者一部負担の改正が行われたのに続いて、2000 年１月から「医療保

険改革 2000」が実施された。 
以下では、GSG、第 3 次医療保険改革および医療保険改革 2000 の内容を簡単に検討する。 

 
6-3-1. 医療保険構造法（GSG） 

（１） 医療供給構造の改革 

医療供給構造の改革は、入院療養費制度の抜本的な改革と保険医数の制限とから成る。入院療

養費については、「実費用補填原則」に基づき、疾病金庫との協定により、各病院ごとに病気の

種類や治療内容に関わらず、患者 1 人 1 日あたり定額の形で定められていた。具体的な額は、病

院で必要となる経費と利用状況の予測に基づく予算に従って算定され、予算と実際の費用との間

に差異が生じた場合には、次年度の予算を調整することとされていた。このようなシステムでは、

病院側に経費節減のインセンティブが働かないとともに、過剰診療を誘導することにもなりかね

ない。このため、GSG は、特に外科部門を中心に、実費用補填原則を廃止し、一件当たり包括

払いおよび特別報酬を採用したのである。 
また、保険医数の制限については、医師過剰地域における保険医の認可制限を強化するととも

に、68 歳をもって保険医の認可を終了するいわゆる保険医定年制が 1999 年から導入されること

になっている。 
 
（２） 疾病金庫選択権の拡大について 

疾病金庫の加入対象者については、従来、社会法典第５編の 第 173 条～第 177 条で、地区疾

病金庫、企業疾病金庫、同業組合疾病金庫、海員疾病金庫および連邦鉱夫組合について、それぞ

れの被保険者資格を特定する規定を設けていたが、GSG により、 1996 年 1 月 1 日からそれらの

規定は廃止され、全ての被保険者が原則として自ら選択した疾病金庫の被保険者資格を取得でき

ることとなった。 

 

（３） リスク構造調整 

価格競争の前提条件を整備するという観点から、各疾病金庫における被保険者の性別、年齢、

被扶養者数（家族被保険者）および被保険者の所得という 4 つの要素（これらをリスク係数とい

う）に着目して、これらのリスク構造の違いが疾病金庫の財政に及ぼす影響を全金庫間で調整す

ること（リスク構造調整）となった。 
 

GSG の第二、第三の柱である（2）疾病金庫選択権の拡大と、（3）リスク構造調整は密接に関

連する。これらの措置の意図は、疾病金庫の運営努力ではカバーしきれない加入者固有のリスクに
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基づく財政力の格差を是正し、競争条件を均等化した上で、保険料率の格差に基づく被保険者の移

動を価格競争として捉えることで、医療保険に競争原理を導入して効率的な制度構造を実現しよう

とするものである。 
またこれらの構造改革に加えて、高騰する医療費に対する緊急ブレーキ的な措置も行われた。具

体的には、入院医療費に対する固定予算制の導入ならびに薬剤と各種療法に関する予算制の導入で

ある。これらの措置は 1993～1996 年まで続けられた。 
 

6-3-2. 第 3 次医療保険改革 

医療保険構造法（GSG）は、再び急増した医療費にブレーキをかけることに一応成功した。しか

し、その効果は GRG 同様に長く続かず、1995 年には再び医療費の増加が保険料収入の基礎となる

勤労者の平均賃金伸び率を上回り、保険料率の引き上げが避けられなくなった。 
また 1995～1996 年にかけて、ドイツは景気が低迷する中、400 万人にも上る大量の失業者を抱

え、戦後最悪の失業率を記録することとなった。その対策として、1996 年に連立与党により、投

資と雇用の確保のための 50 項目からなる「経済成長と雇用拡大プログラム」が策定されたが、そ

の中では規制緩和や税制改革、雇用制度改革と並んで、ドイツの企業立地の観点から賃金付随コス

トの削減も重要な目標とされ、年金保険、医療保険等の保険料の引き下げが求められた。こうした

背景のもと、さらなる医療保険改革が必要となり、1996 年 11 月に保険料率算定のための規定を示

した第一次再編法が、翌年 6 月には第二次再編法が成立し、第 3 次医療保険改革として、両法案と

も 1997 年 7 月 1 日から施行されることになった。 
改正の主要なポイントは、（1）保険料率引き上げの困難化、（2）診療報酬に関わる変更、（3）

当事者自治の優先、（4）歯科補綴の保険診療上の基本的変更、などが挙げられる。 
 
（１） 保険料引き上げの困難化 

保険料率を引き上げた疾病金庫については、翌月から患者一部負担を保険料率引き上げ幅 0.1％
に対して定額負担の場合 1 マルク、定率負担の場合 1％を自動的に引き上げることとされた。また

疾病金庫が保険料率を引き上げた場合には、その加入者は引き上げが実施された月の月末までに申

し出れば、1 カ月の猶予期間で特別に疾病金庫の脱退、変更が認められるようになった。 
これらは、疾病金庫が安易に保険料率を引き上げないようにプレッシャーを与えるとともに、保

険料率を引き上げた場合には、患者一部負担増によって、疾病金庫の財政負担を軽減し保険料率の

引き上げ幅を少なくするという狙いである。 
一方、このような患者一部負担の増大に伴って、過重な負担を避けるため重負担緩和条項が改善

された。具体的には、年間労働報酬限度額を超える収入の加入者について、患者一部負担の限度額

を引き下げるとともに、慢性疾患患者については、1 年目に患者一部負担限度額まで負担した場合、

2 年目からのその限度額を引き下げることとした。 
 

（２） 診療報酬に関わる変更 

a） 総額請負方式の変更 

外来診療に関して、州単位で保険医協会と疾病金庫連合会との間で、1 年間の診療報酬総額を

定め、四半期ごとに報酬を支払うという総額請負方式が採用されていた。そして、保険医協会と

個別保険医の間では、診療報酬点数表に基づく出来高払い方式により支払が行われるが、従来は、

総額に収まるように点数単価をスライドさせることが取り決められていた。この方法は保険医に

対する保険支出を抑制するという点では成功を納めたが、各保険医が収入を増やそうと量の増加

競争に走った結果、保険医の処方あるいは指示によって生ずる給付、例えば薬剤や各種療法、補

助具、クアなどの分野への支出が急激に増加する原因となった。このため、第 3 次医療保険改革
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によって、スライド点数単価制は固定点数単価制に改められた。そして、保険医協会と疾病金庫

連合会との間で各医療専門分野ごとに件数、1 件あたり点数などを基礎に基準量を定め、この範

囲内ではあらかじめ定められた単価により診療報酬が算定されるが、これを超える診療には量的

拡大を防ぐ観点から報酬の逓減制を設けることとされた。 
 

b） 入院医療費の改正 

1993-1996 年の間、入院医療費抑制のため緊急措置的に実施された固定予算制は、入院日数の削

減や病院のコスト意識の増大など顕著な変化をもたらした。しかし、全ての病院を一律的な方法

で取り扱うことも限界が来たとして、第 3 次医療保険改革によって廃止されることになった。具

体的には、保険料安定の原則の下、非医療的な通常経費及び一件当たり包括払い制・特別報酬制

の毎年の伸び率は疾病金庫の収入の伸び率の範囲内とされ、各病院の医療水準や実績に応じて、

病院協会と疾病金庫連合会の間で連邦統一的に取り決めこととなった。また手術件数の増加など

医療上の必要や病院計画に基づく病床の増加などに伴う費用の増加については、別枠で個別病院

と疾病金庫との間で交渉できるようになった。 
 

c） 薬剤と各種療法に関する予算制の廃止 

1993 年の GSG により導入された薬剤給付の予算制は、前年の予算を基準に連邦疾病金庫連合

会、代替金庫連合会と保険医協会の間で当年度の予算を取り決め、これを超えた場合には翌年の

保険医の診療報酬総額から減額されるという仕組みであった。この制度は薬剤費の伸びの抑制に

効力があったが、反面、年度末に近づくと必要な薬剤の給付を抑制したり、良心的に処方を控え

る保険医が不必要に処方をどんどん出す保険医と共同責任を取らされて不公平だという批判が強

かった。そのため第 3 次医療保険改革によって廃止とされ、これに代わって専門分野ごとに、各

保険医が処方できる薬剤の給付基準量を統一的に定め、これを基準にして各保険医に対する経済

性の審査を行うことで、薬剤費の抑制を図る仕組みが導入された。 
 

（３） 当事者自治の優先 

今回の第 3 次医療保険改革の目的は、高い医療水準を維持しつつ、その費用を経済的に負担可

能な範囲内に留めることにある。そのためには真に効率的な医療の提供が必要となるが、従来の改

革ではいずれも医療費用の抑制効果は長続きせず、そのたびごとに法律による公的介入が必要であっ

た。以上のことから、第 3 次改革では、制度そのものに自立的なメカニズムを埋め込むことが目標

に据えられ、この目標は公的な影響力を弱め、コントロールの責任を当事者に戻すことによって達

成されると考えられた。 
具体的には、当初、法案の段階で近年支出の伸びが著しく適正化が必要と考えられる分野につい

て、これを法定給付から疾病金庫の任意給付に移すなどが議論されていたが与野党を通じて反対意

見が多く、今回の改革では結局見送られた。しかし、疾病金庫に対して被保険者のみの保険料負担

による任意給付の創設、法定の患者一部負担の引き上げなどを認める「構築給付（任意給付）規定

が、第 2 次再編法では盛り込まれた。また法律の規定とは異なる内容のモデル事業の拡大などを認

める規定が大幅に拡大された。 
 

（４） 歯科補綴の保険診療上の基本的変更7 

ドイツにおける歯科補綴に関する基本方針は、治療ではなく本人の予防や予防指向の歯科治療へ 
 

                                            
7 脚注 3,4（p.92）参照 
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と変わってきている。それをうけて 1997 年 1 月 1 日から施行された保険料負担軽減法では、1979
年以降に生まれた者については、歯科補綴の保険給付はしないこととなった。第 2 次再編法におい

ては、こうした流れをさらに拡大し、これまで予防措置の対象から外れていた成人を予防給付の対

象に加えるとともに、1979 年以前に生まれた者の一部自己負担について、これまでの定率補助か

ら定額補助へ切り替えられた。 
6-3-3.政権交替後の改革―医療保険改革 2000 

（１） 公的医療保険連帯強化法 

1998 年 9 月のドイツ連邦議会選挙により、16 年間続いたコール政権が幕を閉じ、シュレーダー

首相の率いる社会民主党と同盟 90／緑の党による連立政権が誕生した。医療保障を担当する連邦保

健大臣には緑の党のアンドレア・フィッシャーが就任し、社会民主党と緑の党の間で締結された連

立協定に基づいて医療保険改革への取り組みがなされた。まず、1998 年 11 月には、コール政権下

で行われた幾つかの改革を撤廃することを主な内容とする「公的医療保険連帯強化法」が制定され、

1999 年 1 月から実施された。その概要は、以下の通りである。 

 

a） 患者一部負担の引き下げ 

コール政権下で引き上げられてきた医薬品の患者一部負担について、小パックは 9 マルクを 8

マルクに、中パックは 11 マルクを 9 マルクに、大パックは 13 マルクを 10 マルクに引き下げた。

包装が大きくなるほど引き下げ幅が大きくなっているのは、慢性疾患の患者負担を軽くすること

を企図したものである。 

また、1997 年の第三次改革で行われた、疾病金庫が保険料率を 0.1％引き上げるごとに、その

疾病金庫に所属する被保険者の一部負担を 1マルク（定率負担の場合は 1％）引き上げるという、

保険料率と一部負担との連動措置も撤廃された。 

 

b） 予算制による支出制限 

保険給付の増大を抑え、保険料率の安定を図るため、2000 年改革までの暫定措置として、保険

医、歯科保険医、病院および薬剤にかかわる支出について、それぞれ予算制による法的規制が強

化された。 

保険医の 1999 年の診療報酬総額については、1997 年の報酬総額に 98 年の基礎賃金（日本の標

準報酬に相当）の伸び率をプラスした額と定められた。これは医師の収入を一般の所得の伸びに

あわせるという考え方に基づいている。 

病院については、1998 年の当初予算をベースに 1999 年の基礎賃金上昇率を上限として定める

こととされた。 

薬剤については、1996 年の支出額の 7.5％とされた。これを超えた場合には、医師に対して予

算の 5％を上限に償還請求がなされることになった。同様の措置は 1993 年の GSG でも設けられて

いたが、その後、診療科目によって薬剤処方に差があることなどから、州ごとに診療科目別に薬

剤処方の基準値を定めるなどの変更が行われた。しかし、それもデータの不足などから遅延され

ていたため、元の形に戻されたものである。 

 

c） その他 

コール政権下では、疾病金庫間の競争を活発化させる目的で、償還払いによる保険給付や保険

料の還付など、民間医療保険の方式の導入が企図されていたが、連帯原則に基づく公的医療保険

の特性を損なう恐れがあるとして撤回された。 

薬剤については、価格競争を促すため、定額給付の価格（参照価格）の引下げが行われた。 
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（２） 医療保険改革 2000 

続いて、1999 年 3 月に連邦保健省と連立与党から連名で「医療保険改革 2000」（GKV 

-Gesundheitsreform 2000. 以下、「改革 2000」という）と題する構想が示された。「改革 2000」

は政権与党が野党時代に出した「第二次医療保険構造法案」をベースとしたものであるが、その具

体的内容については見直しが行われ、また連邦保健相のフィッシャーと社会民主党の社会政策の重

鎮であるルドルフ・ドレスラーとの間で対立がみられたが、フィッシャーの主張を中心に改革案が

つくられた。その主な内容をみると、以下の通りである。 

 

a） 包括的予算制の導入 

医療支出の伸びを収入の伸びの範囲内の抑え、保険料率の安定を図るために、疾病金庫の支出

総額について、基準賃金の上昇率をベースにした予算を設定するというもの。医療費の総額規制

を求めてきた社会民主党の主張に基づいているが、総支出の伸びを従来の国内総生産の伸びの範

囲に抑えようとする方式から、基準賃金の伸びに合わせる方式に変更されている。これは国内総

生産の方が基準賃金よりも伸びの方が大きいので、医療費抑制には基準賃金をベースにした方が

よいと判断され、変更された。 

 

b） 薬剤のポジティブ・リストの作成 

剤給付費を抑えるため、疾病金庫が承認する処方可能な薬剤のリストを作成し、効果のない薬

剤や効果の疑わしい薬剤を医療保険の給付から排除しようとするもの。この構想は 1993 年の GSG

にも盛り込まれていたが、製薬業界や開業医の反対で実施が見送られた。疾病金庫のイニシアティ

ブによる薬剤費抑制を図ろうとする社会民主党の主張に基づくものである。 

 

c） 家庭医の強化 

複数医師のもとでの検査等の重複や無駄な通院を回避するため、家庭医の水先案内人としての

役割を強化しようとするもの。外来診療のみならず、病院のコスト削減にもつながるとしている。

社会民主党が従来から主張していたもので、医師数の制限とも関連している。 

 

d） 病院の財政システムの変更 

投資的経費は公費助成で、経常的軽費は疾病金庫から支払われる診療報酬で賄うという二元的

財政システムを改め、投資的費用も含めて疾病金庫が負担する一元的システムにしようとするも

の。州の負担軽減と引き替えに病院に対する州の権限を縮小し、過剰ベッドをもたらす州の病院

計画等に対して疾病金庫の関与を強め、病院費用を抑制することを企図している。疾病金庫の機

能強化によるドイツ型の ＤＲＧを推進するための改革として取り上げられた。 

 

e） その他 

外来医療と入院医療の連携強化、外来医療における過剰診療の解消、歯科の予防強化、病院の

診療報酬体系の改革、リハビリテーションの強化、被保険者の健康増進活動の強化、公的医療保

険と民間医療保険の競争による歪みの是正、患者の権利および患者保護の強化など。 

しかし、上記 a）から e）の改革案をめぐっては、医師が反対デモを行うなど保険医協会や病院

等の関係団体や野党からも激しい反対の声があがった。そうしたなかで改革案は、野党が多数を占

める連邦参議院での可決が難しいとの判断のもとで、その同意を必要としない法案に変更され、1999

年 12 月に連邦議会で可決された。こうして成立した「医療保険改革 2000」は、2000 年 1 月から施

行されたが、当初案とは著しく異なるものとなっている。 

すなわち、改革の中心となっていた、a）包括予算制の導入と、d）病院財政システムの変更は、
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全面的に削除された。また、ｂ）医薬品のポジティブ・リストの作成も、その実施が早くても 2002

年以降とされ、当初の計画から大幅に後退したものとなった。そのため、フィッシャーは 1990 年

に導入された「ネガティブ・リスト」（保険給付の対象外となる薬剤のリスト）に記載する医薬品

の数を増やすことによって対応することも検討しているといわれる。また、病院の財政方式の変更、

開業医の過剰診療の解消等に関連して企図されていた保険者機能の強化（ドイツ型のＤＲＧの推進）

も見直しを余儀なくされた。その結果、「改革 2000」は、家庭医機能の強化、外来医療と入院医療

の連携強化、被保険者の健康増進活動の強化、リハビリテーションの強化、患者の権利の確保など

を内容とする形で実施されることとなった。 

 

（３） 医療保険改革 2000 年のその後について 

a） 保険料算定報酬限度額及び患者一部負担を全国で統一 

① 医療・介護両保険の保険料算定報酬限度額の全国的統一 

これより早い 2001 年 1 月 1 日から、これまで旧東西両ドイツ州間で格差が設けられてきた保険

料算定報酬限度額が医療・介護両保険で同一額に改められた。両保険（年金・失業両保険のそれ

は従来どおり格差を残している）の年限度額は 78,300 マルクに設定され、旧東ドイツ州の限度額

は旧西ドイツ州の水準まで引き上げられたことになる（2000 年末までの旧東ドイツ州の保険料算

定報酬限度額（年間）は 63,900 マルク）。 
 

② 患者一部負担の全国共通化 

2001 年 1 月 1 日から、公的医療保険にかかる患者一部負担のあり方に変更が加えられた。2000
年末まで旧東ドイツ州の加入者については、「入院時」など一部負担の項目によっては旧西ドイ

ツ州の負担額・水準より低めに設定されてきたが、年明けから「全国一律」の取り扱いに改めら

れた。薬剤を例にとれば、既に包装の小・中・大の相違により 8・ 9・10 マルクの負担規定が存

在するが、負担額に東西格差は設けてこなかった。ちなみに入院時の一部負担は日額 17 マルクと

されたため、旧東ドイツ州の患者（被保険者）はこれまでより日額 3 マルクの負担増（年間最大

42 マルク増）となる。 
 
b） 「最低保険料率 12.5％」設定案の浮上とリスク構造調整をめぐる新たな動き 

2001 年の春以降、これまで保険者機能の強化を図る観点からも関係各方面から注目を集めてき

た保険者選択の自由化に行政サイドから介入の手が入った。2002 年 1 月から、優良被保険者の獲

得に向けた疾病金庫間の競争に一定の歯止めをかける案が連邦保健相から示されたのだ。すなわ

ち、とりわけ低い保険料率（11％台前半～12％台前半）を適用している企業疾病金庫（BKK）に

着目して、「最低保険料率を 12.5％に設定する」という案が示されたのである。この案が俎上に

のぼった背景には、まず、最大保険者集団の地区疾病金庫（AOK） の加入者減が顕著に進んだ結

果の歪み是正にあると考えられる。 
なお、同案が発表されるや、BKK のみならず同業者疾病金庫（IKK） からも大きな反発の狼

煙があがった。「あくまで健全な競争の範囲」を主張する BKK 首脳は、保健相の構想が実現し

た場合、約 300 万人の「格安保険料支払被保険者」が影響を受けることになるからである。これ

を突破口としてリスク構造調整のあり方にも大きな変容が見込まれている。具体的には、2003 年

から年 4 万マルク超の高額医療費を要した場合、同額を上回る部分の 40％相当額をリスクプール

から補填するというものである。また、2007 年からは、第 2 段階のリスク構造のしくみが検討さ

れている。 
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〔参考〕 公的医療保険の加入状況（2000 年平均: 人/2000 年の RSA 総額: 百万ﾏﾙｸ） 

地区疾病金庫（AOK）………… 19,964,920 （人） 20,298 （百万ﾏﾙｸ） 〔交付を受ける側〕

企業疾病金庫（BKK）………… 7,421,122  △ 7,916  〔拠出する側〕 

同業者疾病金庫（IKK）……… 3,241,179  △ 1,514  〔拠出する側〕 

海員疾病金庫（SEE）………… 47,167  5  〔交付を受ける側〕

連邦鉱山従事者組合（BNK）… 1,093,449  2,917  〔交付を受ける側〕

労働者代替金庫（EAR）……… 1,008,016  △ 1,568  〔拠出する側〕 

職員代替金庫（EAN）………… 17,619,058  △12,222  〔拠出する側〕 

（註）連邦保健省発表に基づく加入状況及びリスク構造調整（RSA） 総額を示したもの。 

 
c） 平均在院日数の短縮 

ドイツにおける急性期疾患の平均在院日数（Verweildauer）は周辺国のそれと比べて長いのか、

短いのか、それとも平均値に近いのかという評価は検証する立場によってかなりの相違があるよ

うだ。連邦保健・社会保障省のネット版資料（THEMEN-FAQS） は連邦政府としての評価・分析

が窺われるものとなっている。その内容を引用してみると、1999 年におけるドイツの急性期入院

の場合の平均在院日数は 9.9 日であったが、2000 年には 9.6 日まで短縮した。一方、2000 年にお

ける隣国のベルギー8.5 日、オーストリア 5.9 日、アメリカ 5.9 日、フランス 5.5 日などと比較

すると、ドイツの入院日数はまだまだ削減の余地を残していると、ドイツ連邦政府は分析、理解し

ている。 
これを証明するようにネット版の資料には、「ドイツ人の患者は、例えばフランス人の患者の

およそ 2 倍の日数をかけて入院している。また、その長い分だけ支払いを余計に強いられている」

とした上で、「DRG という包括払い方式（diagnose-orientierten Fallpauschalen）の活用によって、

入院期間は医学的見地から必要と認められる範囲に設定される。その際、鑑定機関である《医療

保険のメディカルサービス（MDK） 》により、提供される医療サービスの品質保障とチェックが

行われるので特段心配する必要はない」「包括払いの導入により、入院医療の抜本的な改革に繋

がるだろう。すなわち、入院医療サービスにかかる品質の確保、透明性（説明責任）の確保およ

び経済的効率性の確保を確かなものとすることができるので、結果として入院医療の改善に寄与

する」。 
「最終的に、病院の診療報酬を全て包括払いの DRG に転換させる」とし、詰めの作業を 2007

年まで当初のプランニングに沿うかたちで段階的に実施する。つまり、2003年は"Start Optionsmodell" 
を、続く 2004 年は"verbindliche Einführung" を、そして最終年次の 2007 年には、"Mittelverteilung 
gemäß DRGs" に結びつける方針がそれぞれ決まっている。 
 
d） リスク構造調整（RSA） の改革 

① リスクプール制の導入 

現行の RSA は非常に精緻な指標によるしくみを有してはいるが、年齢・性別・扶養家族数・収

入など、あくまで医療リスクの間接指標にとどまり、同じリスクグループに属す者の中でも、健康

な者と疾病をもっている者との間でのリスク選別は避けられず、それがもとで保険者選択の権利

（Kassen Wahlrecht）行使による〈被保険者の急激な移籍〉と公的医療保険制度の土台そのものの

不安定化を招致したことは否めない。 
そのため、この弱点をカバーするための手法として「有病（＝罹患）率を指標」とするＲＳＡ（＝

Morbidität RSA）への転換が専門家の報告書を通じて提案され、結果としてこの方針が法律に書か

れ、2007 年からの全面導入とそれに向けてのタイムスケジュールが確定している。ＲＳＡをめぐ 
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る疾病金庫間の調整はこれまでにも難航を極めた経緯がある。とくに、有病率の採用に関しては

、ヘルスプロモーション事業の積極的な取り組みを自負する企業疾病金庫などが 90 年代の半ばか

ら強い反対姿勢を表明してきた。 
さて、中期的には有病率指標のＲＳＡに切り替えることを前提としつつも、それまでの間は現

行の競争条件から生じる不公平とそれに起因する被保険者の急激な移籍を看過できないとして、

一定金額を超える高額医療費についてリスクプールの導入が織り込まれている。一番のエッセン

スは、医療費が年額で 2 万 450 ユーロを超過した場合に、同額を超過した額の 60％が全疾病金

庫を通じて設置されるリスクプールにより費用負担がなされることである。実施時期は財政窮迫

疾病金庫に配慮して、1 年前倒しの 2002 年 1 月からとされた（議会修正）。 
 

リスクプール制の実際： 

・ 高額医療費対象額 20,450 ユーロ超（2002/2003 年） 

（対象となるのは、入院治療費、薬局調剤費および傷病手当金） 

・ 高額医療費対象額を上回る額の 40％分は個別の疾病金庫（Krankenkasse）負担 

・ 政令―連邦参院の同意要す― 

・ ハイリスクプールへの変更 

（対象となる高額医療費の対象額は 2007 年から現行比で 25％引上げられる予定） 

 

② ディジィーズ・マネジメント・プログラム（ＤＭＰ）の導入 

Disease-Management-Program の改革は、二人の専門家（ラウターバッハ及びヴィレ氏）による報

告提言を受けて取り入れられたもので、有病率が高い慢性疾患について医療上のサービス提供に

欠陥が認められる疾患を対象として疾病金庫が Disease-Management-Program を策定して治療が行

われた場合に、その医療サービスにかかる費用をＲＳＡの対象とするものである。 
対象疾病は、糖尿病Ⅰ・Ⅱ型、喘息、高血圧症、心不全、冠動脈心疾患、乳癌、脳卒中とされ

ている。これら疾患に対する具体的なＤＭＰの例としては、糖尿病患者のための「糖尿病セミナ

ー」、「定期的な血液検査」などが挙げられる。 
法律的に整理すると、連邦保険医・疾病金庫委員会に設置される調整委が対象疾病とそのＤＭ

Ｐの作成に必要な要件等を連邦保健・社会保障省に対して勧告し、これに基づき同省が規則を制

定し、個別の疾病金庫がＤＭＰを作成すると連邦保険庁（BVA;Bundesversicherungsamt）に申請し

て承認を得ねばならない。そして承認を受けたＤＭＰに被保険者が登録（任意）した場合、当該

被保険者にかかる医療費がＲＳＡに基づく財政調整（Finanzausgleich）の対象となる。 
連邦保健・社会保障省や一般地区疾病金庫（AOK;Allgemeine Ortskrankenkassen）などは慢性疾

患患者（chronisch-Patienten）に対する医療の質の向上とそれを促す財政的な集中（intensiv）が不

可欠として具体化を急いだ結果、ＲＳＡ規則を改正して 2002 年 7 月から、まず糖尿病Ⅱ型と乳癌

の 2 疾患を指定した。このように医療の内容に連邦政府機関や公的医療保険の保険者が介入して

くることに対しては、案の定、医療関係団体から反対の狼煙が高く上がったのも事実で、このよ

うな背景を引きずりながら、これがドイツ医療保障制度の底流に着実に浸透していくことができ

るか、否かは予断を許さないと見る向きが有力だ。 
 

6-3-4. “Agenda 2010”にもとづく社会政策への果敢な取り組み 

（１） 包括的な構造改革をめざす 

「Agenda」とは、ラテン語で「（本来）なされるべきこと」を意味する。2003 年 3 月 14 日の

施政方針演説の中で、Ｇ．シュレーダー首相（SPD）が発表した『アジェンダ 2010』は経済成長

の促進、社会保障制度の長期的安定維持、ドイツ自身の経済立地及び地位強化をめざす包括的なプ
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ログラムである。従来、ドイツの社会保障制度は、人口の年齢構成変化に対する構えを欠くととも

に、医療保険制度を始めとする多くの分野で効率性に問題があった。そのため、そのコストは低成

長時代の経済にとって看過できない大きな負担となってきた。 
こうした状況への一つの回答として、『アジェンダ2010』は賃金付随コスト（Lohn-Nebenkosten）

の引き下げ、内需及び投資の拡大、失業者への職業斡旋の迅速化、労働市場の全般的弾力化などを

図るため、約 30 項目に及ぶ施策を打ち出した。改革プログラムが扱う分野は、経済、職業訓練教

育、労働市場、医療、税制、年金及び家庭と広範多岐にわたる。『アジェンダ 2010』では、03 年々

末までに 12 の立法措置が講じられ、うち８つは 04 年 1 月から施行されている。後段で論じる「公

的医療保険近代化法（Gesetz zur Modernisierung der gesetzlichen Krankenversicherung,略称Ｇ

ＭＧ）」もその一つに数えられる。 
 

（２） 福祉国家ドイツの社会的合意への変更 

議会演説の中でシュレーダー首相は、『アジェンダ 2010』を発表し、経済を成長軌道に乗せ、

国に活力を取り戻す決意を表明するとともに、それを実現させる手段として社会福祉を切り詰め、

400 万人を超える失業者に対して再雇用の道を開くと宣言した。いわゆる「労働市場の弾力化」が

それである。もちろん、この時点における連邦政府の実行力は未知数であった。実際、改革プログ

ラムの中には実現されなかったものもある。 
医療保障制度改革についてみると、製薬企業や疾病金庫から特段大きな不満の声が聞かれなかっ

たことからも察せられるように、総じて、関係者の利害に配慮する内容となっていることが特徴の

一つとして挙げられよう。蓋し、医学・医術の発達により医療コストは上昇する一方である。人口

ピラミッド（年齢構成）の変容に伴い保険料負担者が確実に減少してきており、この国の医療保障

制度が新たな試練に直面していることは間違いない。ちなみに国民 1 人当たりの医療関連支出は

1992 年に比べ約 35％の増加をみている。 
老舗メディアの一紙は『アジェンダ 2010』を評して、「福祉国家ドイツの社会的合意に変更を

加える試みである」（Die Zeit）としている。すなわち、戦後における“奇跡の経済成長”を通じ

て飛躍的に豊かになったドイツは、福祉・教育面でも高度の給付水準を誇る国家へと成長した。こ

れまで国民の多くがこうした状況に大きな変化がもたらされるとは予想もせず、半永久的に享受で

きるものと考えていたこともあながち否定できない。そして、いつしか仕事優先でこどもをつくら

ない若い夫婦が増え続け、人口ピラミッドをみれば、これまで通りの福祉国家を維持していくには

若年世代が絶対的に不足していることが明白な事実となった。このような状況を踏まえれば、”従
来の社会的合意”が有効性を失ったことはもはや疑う余地がないということだろう。 
 

（３） 最近の医療保険改革に向けた主要動向 

a） リュールップ委員会の改革案 

03 年 8 月、連邦保健・社会保障相の諮問機関である「リュールップ委員会」（Ruerup 
Kommission）が社会保障制度を将来に向けて再構築するための改革案を取り纏めた。ベルト・

リュールップ氏はダルムシュタット工科大学で教授の職を務める人物である。公的医療保険（GKV）

のあり方について触れた同改革案では、官吏（Beamte）や自営業者を含む全国民を強制加入させ

る「国民皆保険」（Buergerversicherung）モデルや、保険料を所得に連動させる現行方式を改

めて一律化する「定額保険料」モデルを推奨している点が特筆できる。 
 

b） ヘルツォーク委員会も改革案を提示 

前連邦大統領ローマン・ヘルツォークを座長とする CDU（キリスト教民主同盟）の諮問委員会

が、03 年 9 月 30 日、社会保障制度を将来にわたって維持していくための改革案（提言）を発 
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表した。提言は、公的年金の受給開始年齢を 67 歳に引き上げることなどを盛り込んでいるほか、

公的医療保険（ GKV ）の保険料を所得から切り離し、定額化すること、介護保険

（Pflegeversicherung）の民営化への転換などを柱とする内容となっている。 
 

（４） 「 公 的 医 療 保 険 近 代 化 法 」 （ Gesetz zur Modernisierung der gesetzlichen 

Krankenversicherung；GMG）の施行とその波紋 

a） 「診察料」（定額 10 ユーロ）の創設 

04 年 1 月１日から「公的医療保険近代化法」（以下、近代化法という）が段階的に施行されて

いる。従来、「原則 10 割給付」（薬剤の交付、入院時等、特定の給付項目について定額若しくは

定率の患者負担を伴ったが）といわれてきたドイツの公的医療保険制度であるが、近代化法の施

行によりその姿は大きく様変わりした。全部で8種類ある疾病金庫に加入している被保険者らは、

従来、保険開業医に受診する際は被保険者カード（被保険者証）を窓口に提示するだけで事足り

たが、04 年 1 月からは四半期（1～3 月、４～6 月、7～9 月、10～12 月の各ターム）ごとに、原

則として（その初診時に）10 ユーロ支払うこととされたからだ。法案審議の段階から

Eintrittsgebuehr という表現が用いられたため、外来受診時の「入場料金」的な感じを与えたが、

実際、2004 年の年明け早々から Praxisgebuehr（診察料）というかたちで公式に導入されるや、

全国の診療所の窓口では想像以上の混乱がみられた事実を多くのメディアが伝えたことが記憶に

新しいところである。 
患者が診察を受ける前に、診療所が「10 ユーロの手持ちの有無」を確認したことが混乱のもと

である。これにより、手持ち金のない患者の中には、一旦、帰宅してから出直す人もいたという。

「診察料」の支払いが求められるのは保険診療を担当する保険医（Kassenarzt）、保険歯科医

（Kassenzahnarzt）及び精神・心理療法士（Psychotherapeut.）を受診した際である。2003 年

末まで公的医療保険の加入者は、わが国の初診時一部負担に相当するような「診察料」を必要と

しなかったため、新制度の導入により患者の受診ビヘイビアにも少なからず変化がみられるとい

う。民間福祉団体の関係者からは、「診察料の導入は、（患者の受診判断の遅れが原因となって）

疾病の早期発見に無視できない影響をもたらすこと必至」とする危惧の念も示されており、患者

の受診にとってのフリーアクセス阻害の面からの検証が進めば新たな論議を呼ぶ可能性もある。 
これに関連してドイツ最大の公的医療保険の保険者団体である一般地区疾病金庫連邦連合会

（AOK-BV）のアーレンス理事長からも 04 年 6 月 24 日の記者会見の席上、近代化法施行 3 ヶ月

弱の状況をとらえる中で、「社会的弱者といわれる加入者の医師への受診ビヘイビアが著しく後

退し（必要な受診を控え）ている」との認識が示された。同理事長の口からは、これら社会的弱

者と括られる加入者に対する保険者からの的確な情報提供を推し進める中で、必要な受診が阻害

されることのないよう全力を傾ける考えを鮮明に打ち出した。情報の中身としては、診察料を支

払う必要のないケースや例外的な取り扱いの実際などが含まれるとしている。 
診察料は、各四半期中の最初に受診した医療機関（保険医）に支払うこととされており、当該

保険医から他の医師への紹介状（Ueberweisungsschein）の交付があった場合には、紹介先の医

師に診察料を支払う必要はないが、紹介状がない場合はその医師にも 10 ユーロ支払わねばならな

い。なお、近代化法では「18 歳未満のこども」が受診する場合、疾病の早期発見を目的とした各

種検診（法定給付カタログに明示された子宮がん検診、前立腺がん検診、35 歳以上の者に対する

健診）及び特定の予防接種（小児麻痺､はしか、風疹、百日咳、インフルエンザ等）並びに妊娠中

の母性保護のための検査受診の場合にあっては診察料の支払いを必要としないこととされている。 
国民の受診ビヘイビアに関する世論調査を行ったイギリス・ロンドンに所在するミンテル社の

調査・分析結果（2004 年 6 月記者レク）によれば、ドイツ人は他の欧州諸国と比べると格段に 
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医師への受診回数が多い部類に属するという。例えば、規則的（regelmaessig）に医師に受診し

ている者の割合は 43％に達しており、他の国（ドイツのほかイギリス、フランス、スペインの成

人が調査対象）の平均である 16％を 3 倍近く上回っていることがわかった。この世論調査はイギ

リス人 2 万 5000 人、ドイツを含む他の 2 カ国についてはそれぞれ 1 万人を調査客体として行わ

れたものであるが、イギリス人の受診ビヘイビアについては、「かなり病状（症状）が悪化（進

行）してからでないと受診しない傾向が否めない」と、指摘されている。 
これまでも種々の場面で取り沙汰されてきていることではあるが、ドイツではいわゆるハシゴ

受診（Doctor Hopping）に走る患者が少なくないことも一面の事実である。ただし、必要に迫ら

れ、一般医への受診から専門医の受診へと移行するようなケースもあるので、巷間言われるとこ

ろの「ハシゴ」と断定するにはそれなりの精緻な検証が必要である。関連して、ドイツは平均在

院日数が他の欧州諸国に比して未だに長い（約 9 日）ことや、薬剤給付の面でも節約の余地が大

きいことなどがクローズアップされ、それぞれに関して給付の適正化が強く求められてきた事実

経緯がある。その意味からも、近代化法で実現をみた「診察料」の導入は患者に対する受診の心

得を促す象徴的なツールであり、受診抑制には一定の波及影響をもたらすものと考えられる。 
 

b） 給付項目別にみる患者負担（一部負担）の引上げ 

① 入院時 

入院時の患者負担については、従来の日額 9 ユーロから 10 ユーロに引き上げられ、支払期間も

年 14 日限度が 2 倍の 28 日限度に改められた。現状、ドイツにおける平均在院日数は約 9 日であ

るから、大多数の入院患者が入院期間の全日数分につき負担を課せられることになる見込みであ

る。なお、入院型の予防給付及びリハビリテーション（ stationaeren Vorsorge und  
Rehabilitation）についても同様の取り扱いとされた。同給付には、温泉クア療法（Kur 
Behandlung）も包含されるものである。いずれにしても、公的医療保険に加入する患者が年 280
ユーロ（10 ユーロ × 28 日）を超えて負担する必要はない。 

 
② 薬剤及び補助具等 

薬剤にかかる患者負担については、従前の包装パッケージの大きさ（N1～Ｎ３）に基づく 3 段

階（４、4.5、5 ユーロ）の定額負担から、上下限を定めた 10％の定律負担（最低 5 ユーロ、最高

10 ユーロ）に改められた。これにより、例えば 10 ユーロの薬剤については下限負担額の 5 ユー

ロが、75 ユーロの薬剤についてはその 10％に相当する 7.5 ユーロが、また 120 ユーロの薬剤に

ついては上限負担額である 10 ユーロがそれぞれ患者負担として課されるものである。 
包帯材料、サポーター、おむつ（失禁の際に用いられるもので、例外の取り扱いとして消費単

位毎に算定）等の補助具についても従来の定額負担を改め、10％の定律負担に置き換えられた（上

限、歴月 10 ユーロ）。補聴器や車椅子などについても価格の 10％、ただし最低 5 ユーロ、最高

10 ユーロとされている。なお、いずれの場合も製品価格を上回る負担が課されることはない。 
 

③ 各種療法 

療養体操、作業療法、マッサージ等の各種療法にかかる給付については、これまで費用の 15％
が患者負担とされてきたが、近代化法により、「費用の 10％プラス処方箋 1 枚につき 10 ユーロ」

の組み合わせ方式に改められた。なお、在宅看護（haeuslicher Krankenpflege）にあっては歴月

当たり 28 日間を支払限度とする規定が設けられ、この場合、看護費用の 10％負担及び処方箋料

10 ユーロの合算額が患者負担額とされる。 
社会的セラピー（Soziotherapie）の範疇で実施される家事援助（Haushaltshilfe）は、加入者、

とくに母親の入院等により家事を行う者が患家にいない場合の給付である。その場合の負担も 1
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日当たり費用の 10％（最低 5 ユーロ、最高 10 ユーロ）とされている。 
医学的リハビリテーションの一環として行われる母親及び父親温泉クア療法にかかる患者負担

は日額 10 ユーロである。この場合、負担の上限は設定されていない。 
なお、一般地区疾病金庫連合会（AOK-BV）の解説によると、手術後の患者が在宅看護を受け

られることを担保に病院から早期退院が促進されるケースにあっては患者負担を暦年28日限度と

する規定が整備されている。 
 

④ 交通費 

日本の法規範に照らせば「移送費」に相当する概念である。近代化法の施行により、外来受診

の場合に交通費の給付が認められるのは「特異な例外」に限定され、疾病金庫による事前の許可

が必要である。また、患者搬送車輌等によって入院のため病院への搬送（退院の場合も然り）が

行われた場合にあっては搬送費用の 10％（最低 5 ユーロ、最高 10 ユーロ）を患者が負担する。

交通費については、他に、いくつかの例外規定が設けられている。（p.58, 4-10）参照） 
 

⑤ 分娩 

病院において分娩の前後に医学的処置を受ける際にあっては従前どおり患者の追加負担はない。 
 

c） 患者の追加負担の国際比較 

欧州連合（ＥＵ）は 04 年 5 月 1 日、これまでの 15 ヶ国に加えて新たに 10 ヶ国が参入、加盟

総数 25 ヶ国の規模へと拡大した（総人口約 4 億 5300 万人、総医師数は約 180 万人）。当然、医

療保障制度の仕組みやその機能・水準などには現状、大きな差異や格差が見受けられるところで

あるが、このほど、連邦保健・社会保障省及び医療保障制度問題の調査研究と取り組むシンクタ

ンクとして名を馳せるインスティトゥートゥバシィス（ＢＡＳＹＳ）のＭarkus Schneider 博士

よりプレス発表された「追加負担の国際比較」（ Zuzahlungen im internationalen 
Vergleich;Berlin,den 14.05.2004）の概要を確認しておくことにする。 

・ ドイツでは 04 年 4 月から「近代化法」（ＧＭＧ）が施行され、これまでなかった診察料

（Praxisgebuehren）が創設された。患者が外来受診する際、四半期毎の初診時に支払うことと

される追加負担がそれである。これはドイツにおける新しい政策視点からの（医療費抑制を期し

た）現実的なアプローチともいえる。だがしかし、四囲に目を転じて欧州諸国の国境を越えた検

証（国際比較）を試みると、ドイツ以外の諸国では既にずいぶん前から同様の趣旨・手法により

「診察料」が導入されているという実態がわかる。 
・ さて、医療給付全体に占める患者負担の割合はどうか。発表されたのは患者１人当たり医療給付

支出（長期療養等のケースを除く）に対する患者負担の割合であるが、スイス（13.9％）、フラ

ンス（9.0％）、デンマーク（8.4％）といった諸国が「とくに高い」部類に属し、次いでオース

トリア 6.4％、オランダ 4.1%と並ぶ。ちなみにドイツはこの両国の間に位置する 5.2％（ＧＭＧ

＝近代化法施行前を基準とする）とされている。ＢＡＳＹＳの試算結果によれば、患者負担額の

GDP（国内総生産）に占める割合（単位：‰）は、スイスの 10.75 を筆頭に、フランス 7.70、オー

ストリア 6.61、デンマーク 4.83、ドイツ 4.26、オランダ 2.41 となっている。 
・ 医師に受診（外来）した際の患者負担の実際については、大方の導入国で定率負担制が敷かれて

いることを紹介している。その例示として、ベルギー、スイス、フランス及び日本を挙げており、

それぞれの国において患者の過重な負担を回避する独自の法規定が整備されているとしている。

なお、オーストリアはその特殊な制度運営により、過重負担の緩和にかかる法規定の存在しない

国である。 
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d） 患者負担限度額の変更 

ドイツではこれまで患者負担が過重となることを回避するため、年間の負担限度額を設定して

きた。限度額を超える負担については、後刻、被保険者からの請求に基づく償還払いが行われて

きた。2004 年 1 月以降も「一般の患者」の場合は年間実質所得の 2％、「慢性疾患患者」の場合

は同 1％という比率に変更はないものの、負担額の算出は世帯単位に改められた。また、負担限

度額についても家族（世帯）の実質所得額から妻と子の扶養控除額を差し引いた額が基準となっ

たほか、2003 年末まで存続した患者負担の免除・緩和規定である「社会条項」（Sozialklausel）
及び「過重負担条項」（Ueberforderungsklausel）はいずれも廃止された。 

 
「一般の患者」の場合の負担事例（AOK-BV の解説書による） 

P さん：既婚、子供 2人、年収 35,790 ユーロ、夫人は専業主婦 

→子供 1 人当たり 3,648 ユーロ、配偶者（稼得収入なし）4,347 ユーロがそ

れぞれ控除の対象となるので算出式としては、 

35,790－（3,648×２）－4,347=24,147（ユーロ） 

∴ 24,147×0.02=482.94（ユーロ） 

従って、Ｐさんの場合、歴年、482.94 ユーロが負担限度額となる。 

 

e） 保険給付の枠組みの見直し 

① 医療保険給付の厳正化 

ドイツ公的医療保険の守備範囲は広く、近年、給付のあり方が根本から問われてきた経緯があ

る。その流れは 1989 年 1 月施行のＧＲＧ（医療構造法）まで遡ることができる。同法により、

死亡一時金（Sterbegeld）にかかる給付規定が改正され、「1989 年 1 月 1 日現在において被保険

者である者に限る」という制限が設けられた。また、家族被保険者（被扶養者）にかかる給付は

被保険者にかかる給付額の 1/2 とされた。このような対応が取られた背景としては、基本的に医

療保険を疾病リスクに対応する給付制度と解し、現状の給付体系及び個別の給付項目に照らし合

わせて検証してみると、必ずしも公的医療保険には「なじまない給付」（Fremdleistungen）が

含まれている。近代化法ではこうした不合理や曖昧性を排し、給付の適合性について厳正化を期

すなかで所要の改革を行うこととされた。 
具体的には、「母性保護にかかる給付」「出産手当金」「傷病手当金（子の看護等のために就

業できず休んだ場合に支給）」については、疾病金庫に代って国が行うこととされた。ただし実

務的には従前どおり、制度の実施運営主体である疾病金庫を通じて給付が行われるが、給付の原

資は連邦政府が負担するものである。給付に要する額は 04 年において 10 億ユーロ、05 年 25 億

ユーロ、06 年以降 42 億ユーロと見込まれている。 
連邦政府はこれら給付に要する財源をタバコ税で賄う方針で、04 年から 05 年にかけて段階的

に 1 箱あたりの製品価格を 1 ユーロ（1 本 4.5 ㌣）引き上げる。その増収分をもって給付財源に

充当する訳であるが、「値上げでタバコ消費量が減り、国民の健康度向上に寄与できる」（ウル

ラ・シュミット保健・社会保障相）としているが、タバコ税の活用に踏み切った最大の動機付け

が保険料率の軽減を意図したところにあることは確かである。 
 

② 傷病手当金の新たな位置づけと雇用主負担の軽減 

従来、傷病手当金（Krankengeld）は労使折半負担による保険料からまかなわれてきた経緯が

あり、現状も同様である。しかし、これまでの議論を踏まえて 06 年からは公的医療保険の中に「傷

病手当保険」を新たに設け、保険料は被保険者が単独で負担するしくみをとることが既に決まっ

ている。傷病手当金がなくなる訳ではなく、変更を伴う点は被保険者が支払う特別保険料
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（Sonderbeitrag）が料率換算で 0.5％オンされることである。現行の雇用主負担相当分が被保険

者負担に置き換えられるという意味である。 
このような改定をもたらした背景には、被保険者が傷病により欠勤した場合、賃金継続支払法

に基づき当初の 6 週間は雇用主が賃金の 80％を義務的に支払うため、第 7 週目以降に医療保険か

ら支給される傷病手当金まで雇用主が保険料のかたちで折半負担に応じる必要性はないという考

え方が以前から経済界より挙がっていた。これと類似した見解は 1990 年 1 月から施行されてい

る介護保険（Pflegeversicherung）の保険料徴収のあり方が問題となったときにも、「介護保険

は企業活動と直接関係ない」とする基本的な考え方が企業サイドから示された経緯がある。ドイ

ツ企業は疾病保険（K/V）、年金保険（R/V）、失業保険（A/V）、介護保険（P/V）の 4 保険制

度にかかる保険料負担率（労使折半）の合計が 40％を優に越える高い水準を保ってきたため、ド

イツ製品の価格押し上げに直結、国際市場における競争力減退が問題視され続けてきた。という

ことで、今回の医療改革を通じて少しでも企業負担の軽減化を図ろうとする立法者の意図が明確

に伝わっているように思われる。現行 04 年における年金保険料率は 19.5％、失業保険のそれは

6.5％、介護保険は 1.7％、医療保険は各疾病金庫によって異なるが、概ね 13～14％前後の水準と

みてよいので、近い将来においても簡単に 40％の大台を切る見通しは立っていない。 
多少関連するが、職員及び労働者代替金庫連合会（VdAK, AEV;ボン市所在）が 04 年 5 月に公

表した推計データによれば、（公的）介護保険の受給者数は 1996 年の 150 万人から 2010 年には

180 万人、30 年には 200 万人に達する見込みである。また、保険料率も同期間に現行の 1.7 から、

1.9、2.4％へと上昇せざるを得ないとしている。また、連邦政府は将来高騰が予測される完全施

設介護（Vollstationaere Pflege）にかかる費用負担を早ければ 07 年以降にも医療保険の枠組み

の中に取り込んで対処することも検討している。医療保険と介護保険の基本に係わる政策課題と

して、今後の成り行きを注目してゆきたい。 
 

③ 法定給付カタログ（Leistungskatalog der GKV）の見直し 

既に述べたように公的制度としての医療保険から給付することがなじまない給付

（Fremdleistungen）の取り扱いをめぐってその厳正化が大きな焦点となった。そして一連の整

理が行われた結果、先にもふれた死亡一時金（埋葬料）と分娩手当（Entbindungsgeld）の両給

付項目が保険給付の対象から削除された。とくに前者については、以前から議論のあった「ドイ

ツ国民の生命保険加入の実態等」も加味されたといわれている。 
また、メガネやコンタクトレンズについては、従前と同様、18 歳未満のこどもや青少年及び成

年であっても視力がとくに弱い者（schwer sehbeeintraechtigte Menschen）などの一部例外を除

いて、原則、給付が行われないことになった。 
既述の交通費について若干注意を要する点を挙げるならば、まず、外来時の給付について疾病

金庫が原則として償還しないことになったことを確認しておく必要がある。ただし例外的に、人

工透析の必要がある場合、がん治療のために放射線療法を受ける場合、若しくは重度障害者や要

介助の患者が医療機関へ受診するために搬送車輌等を利用する時など特別な場合だけ給付の対象

となる。なお、給付の受給時に患者負担とされる額については、従来の定額制から定率 10％（た

だし、片道最低 5 ユーロ、最高 10 ユーロ）に改められた。 
薬剤については、処方箋提示の義務が課せられていない製品については、原則的には公的疾病

金庫（Gesetzlich Krankenkasse）から償還されない。また、バイアグラなど個人的ニーズに応

じて、生活の質の改善に資する製品についても償還されない。 
ちなみに、連邦保健・社会保障省によれば、今日、薬剤の交付に際して処方箋の提示を必要と

しない薬剤の概ね 2／3 については、すでに患者自身のポケットマネーから支払われている状況に

あるという。 
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不妊手術（Sterilisation）については、個人的生活の計画の範疇で行われる場合にあっては加

入者（患者）の負担によって費用がまかなわれるべきとされた。ただし、医学的知見に照らして

不妊手術の必要性が証明される場合は疾病金庫が費用負担に応じることとされた。そのほかにも、

従前の取り扱いに一部変更が加えられたところもあるが、ここでは説明を割愛する。 

 
（５） 医療提供体制及び診療報酬体系の改革 

① 家庭医モデル（Hausarztmodell）の実施展開 

患者が主役（中心）の良質で効率的な医療サービスを提供するためドイツの疾病金庫はここ数

年らい積極的に、また、多彩なアプローチを展開してきた。そんな中、このほど 04 年 7 月からザ

クセン・アンハルト州（州都=マクデブルク）では州を挙げて家庭医モデル・プログラムの実施展

開に踏み切った。この一大プロジェクトには医療保険者の一般地区疾病金庫ザクセン・アンハル

ト州連合会（AOK Sacｈsen－Anhalt）のほか、ザクセン州家庭医連盟（ＢDA）及びザクセン

州保険医協会（KV-Sachsen）も参画し、患者本位の医療サービスの実現という共通の目的を遂げ

るため、重い責任を分かち合う態勢で臨んでいる。 
いずれの疾病金庫も家庭医の役割を水先案内人（Hausarzt  ist  Lotse）に例えて、専門医や

入院医療のコーディネータ役を担う重要な役割を担うとしている。また、家庭医モデルの推進に

より重複診察（Doppeluntersuchungen）や危険な副作用を伴い健康に影響をもたらす薬剤の重

複服用を減らすことにも寄与することから、ムダな医療費の支出に歯止めを掛けることが出来る

と期待されている。さらに、家庭医モデルの展開を通じて患者の待ち時間（最高 30 分）を減らす

事ができ、次回診察の予約は最悪のケースでも翌々日の予約時間を確保することができることに

なっている。 
家庭医モデルの第一のセールスポイントとされているのは、今や悪名高き「診察料」

（Praxisgebuehr）の節約に繋がる点にある。つまり、家庭医モデルへの参加を決断し一定の手

続きを踏んだ患者（被保険者）については、年に 20 ユーロ（通常の半額）のみ支払えば、後に、

本来は四半期毎に支払うこととされている「診察料」を支払う必要がない。これは、前述のよう

に、家庭医モデルの実施展開によってムダな医療費の支出が回避されることとの対比で導入され

た手法と理解することができる。なお、家庭医モデルに参加するＡＯＫの被保険者には「ＡＯＫ

家庭医カード」が交付されることになっている。特徴的な点を挙げれば、患者の家庭医モデルへ

の参加申し込み受け付けは家庭医自身とＡＯＫザクセン・アンハルト州連合会の両者が担当して

いることである。診療担当側と保険者団体側の共同作業による医療提供体制の改革へ向けた取り

組みに、実際のところどこまで応えることができるのか、注目されるところである。 
 

② 診療報酬体系の改革 

保険開業医に支払われる診療報酬は個々の診療行為に応じて評価されるしくみになっているが、

07 年から一定の範囲ではあるが専門医（Facharzt）のグループ診療に対して包括払いの実施が検

討されている。その青写真によれば、従来の出来高払い方式に代えて、傷病の重症度や患者特性

といった要素を加味するなかで、定額払い方式の適用拡大を図っていこうとする意図が見受けら

れる。わが国で検討の必要性が強調されている「簡素でわかりやすい診療報酬体系」にも通じる

ところがあり、今後の取り組みが注目されるところである。 
一方、ドイツの病院は伝統的に、原則として外来診療を行わないこととされてきた経緯がある。

病院は入院を、診療所は外来をという役割分担が明確にされてきた歴史的経緯によるところが大

きいが、近年、それぞれの果たす役割や機能の再検討が進むなかで、専門家筋から「病診連携」

に対する肯定的な評価もあり、それを推進強化する方向に傾いているようにも窺える。例えば、

慢性疾患患者の治療（糖尿病タイプ２などが該当。《Disease management  Programme,DＭP》
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と呼ばれる）や難治疾患のエイズやガン、伝染性疾患である結核などについて「病診連携」に基

づく治療の有意性や必要性が取り沙汰されている。また、病院における外来部門の併設や保険開

業医の入院診療への参画（手術室の借り上げ等）といった新たな模索や斬新な取り組み計画も見

受けられることから、従来の医療提供体制の常識という、いってみれば既知概念が徐々にではあ

るが、確実に塗り替えられていくことになりそうだ。 
 

（６） 疾病金庫をめぐる統合合併動向 

a） 相次ぐ大規模疾病金庫の出現 

保険者機能の強化を図る視点からドイツでは疾病金庫の統合合併が顕著なまでに進んできた。

1993 年施行のＧＳＧ（医療構造法）に基づくものであるが、94 年に 1,146 を数えた疾病金庫数

は 96 年 645、98 年 477、2000 年 420、02 年 350、04 年 1 月には 290 までその数を減らしてい

る。なかでも、企業疾病金庫（BKK）の数は同期間に 706 から 229 へと大きく減少した。また、

加入者数では最大の一般地区疾病金庫（AOK）も 236 から 17 へと激減している。ドイツは 16
州から構成される連邦共和国であるから、AOK はほぼ州単位レベルの規模に落ち着いたというこ

とになる。ちなみに、04 年 1 月時点における疾病金庫数を種類別に概観するとつぎのとおりであ

る（カッコ内の数値は 1994 年時点。その他には連邦鉱夫組合、海員疾病金庫及び農業疾病金庫

がある）。 
 

企業疾病金庫 （BKK） 229 （706） 

一般地区疾病金庫 （AOK） 17 （236） 

同業組合疾病金庫 （IKK） 20 （165） 

労働者代替金庫 （E－Ar） 3 （8） 

職員代替金庫 （Ｅ－An） 7 （7） 

その他 （sonstige） 14 （24） 

 
疾病金庫の統合合併が進展した結果を 03 年 6 月 1 日現在でみると、ドイツで被保険者数が最大

の疾病金庫はバーマー代替金庫で 561 万 4396 人を数えた。参考までに 2 位から 15 位までを示す

とつぎのとおりである。（カッコ内の数値は被保険者数の実数である。） 
 

2 位 ドイツ職員金庫 （498 万 8987） 

3 位 技術者金庫 （343 万 6904） 

4 位 ＡＯＫ－バイエルン （315 万 8212） 

5 位 ＡＯＫ－バーデン・ビュルテンベルク （291 万 1676） 

6 位 ＡＯＫ－ラインラント （178 万 2426） 

7 位 ＡＯＫ－ニーダーザクセン （160 万 7586） 

8 位 ＡＯＫ－ザクセン （156 万 1025） 

9 位 ＡＯＫ－ヴェストファーレン・リッペ （141 万 5914） 

10 位 商人疾病金庫 Halle （136 万 5516） 

11 位 ＡＯＫ－ヘッセン （118 万 3010） 

12 位 連邦鉱夫組合 （110 万 9472） 

13 位 Ｇｍｕｅｎｄｅｒ代替金庫 （86 万 4633） 

14 位 ＡＯＫ－ラインラント・ファルツ （82 万 3840） 

15 位 ドイチェＢＫＫ （79 万 2726） 
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これからも判るようにトップ 3 までが代替金庫で占められており、次いで多くのＡＯＫ（一般

地区疾病金庫）が並ぶ。企業疾病金庫は 15 位に登場した Deutshe BKK が最大規模である。この

金庫のプロフィルについて触れておくと、当該金庫は 03 年 1 月にフォルクスワーゲン企業疾病金

庫とポスト企業疾病金庫が合併して設立されたものである。加入者総数は、被保険者本人と家族

被保険者を合わせると約 110 万人で、企業疾病金庫としては最大規模の加入者数を誇る。 
合併はフォルクスワーゲンＢＫＫが主導権をとって進められた。全国展開をめざすかたちで合

併を図ったため、合併に合意後の疾病金庫名に「ドイツ」を冠し、”ＢＫＫ”の雄を印象付ける

とともに将来に向けた事業展開への意気込みを表わしているようにも窺える。 
なお、03 年 1 月現在、「開放型」の企業疾病金庫数の割合は 60.7％で、4 割弱の加入者は「閉

鎖型」に属している。また、企業疾病金庫に加入している者のうち 89.1％が「開放型」の金庫に

所属（「閉鎖型」には 10.9％）していることが判明しているが、これらの数値からも、自分自身

が加入する疾病金庫を被保険者の自由意思で選択できるしくみがよく機能していることを物語っ

ている、といえよう。ちなみにＢＫＫ－ＢＶ（企業疾病金庫連邦連合会）の説明によれば、ＢＫ

Ｋ加入者の 55％が上位 20 の大規模金庫に属しているという。連邦保健・社会保障省高官の言を

借りれば、将来的に企業疾病金庫の数は現状の 1/4 以下（50 前後）に収束していくものとみられ

る。 
 

b） 医療保険財政の収支状況 

連邦保健・社会保障省の発表によれば、03 年の公的医療保険財政収支は差し引き 29 億ユーロ

（3900 億円強）の赤字を計上した。給付支出総額は 1445 億ユーロ。給付項目別に全体の支出額

に占める割合（％）を概観してみると、 
 

病院診療 （32.4）

医師の診療＝医科外来 （16.8）

薬局 （15.8）

ネットの事務管理費 （5.6）

補綴診療を除いた歯科医師の診療 （5.5）

傷病手当金 （4.8）

「その他」支出 （3.8）

治療材料・補助具 （3.7）

歯科補綴 （2.6）

各種の理学療法等 （2.6）

交通費＝移送費 （2.0）

温泉クア療法 （1.8）

在宅看護 （1.2）

その他区分の薬剤 （1.0）

外国における治療 （0.3）

死亡一時金＝埋葬料 （0.3）

 
赤字を計上した背景事情等についてふれた連邦保健・社会保障省の首脳は、「予測していたほ

ど悪くない」と、前置きして概要つぎのようなコメントを残している。 
医療費抑制を期した「近代化法（ＧＭＧ）」の施行を直前に控えた 03 年年末に至って駆け込み

受診が増大した。とくに、メガネなどの補助具をはじめ、歯科領域面の補綴治療や薬剤の早期確

保など、改革を見越して早めに自衛手段を講じることで出費を少しでも抑えようとする患者が 
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多数出現した影響が大きく、一連の駆け込み受診による部分の支出総額は 8 億ユーロに達したも

のと推計されている。 
そのほか、保険料収入の伸び悩み（△0.26％）に比して支出が 1.7％増加したことも赤字計上と

無関係ではない、とした。 
 
c） 医療サービスの質と経済的効率性の確保 

医療提供サービスにかかる質と経済的効率性の確保向上を期し、ドイツでは保険開業医、保険

歯科医、病院及び疾病金庫などが共同で「医療サービス評価研究所」を 04 年夏までに設立するこ

とが決まっている。新研究所では特定疾患領域の診断・治療手続きに関する最新の医療基準を評

価し、医療給付面における質（安全性）と効果についてわかりやすい形で国民向けに情報発信す

る方針だ。医療保険者が特に期待をかけていることは、疾病金庫により提供されることになって

いる「医療サービスの質と対経費効果の関係」に対する学術的報告書の作成、アドバイス、コメ

ントの発表など従来から関心がもたれていたものの、透明度の高い評価がとりにくかった分野へ

の積極的・科学的アプローチである。 
一方、医師の知識・技能を高めるための方途として研修制度の強化とより一層の厳正化が図ら

れる。保険開業医らは定期的に研修プログラムを受講する義務を負うとともに、プログラムの履

修を怠った場合には診療報酬面等でのペナルティが課されることになっている。そのほか、医師

間における医療サービスの質の向上と経済的効率性にかかる有意な競争を促す視点から個別の保

険者（疾病金庫）が医師個人若しくは特定の医師グループとの間で診療契約を結ぶことも検討の

範囲とされている。 
 
（７） 小括に代えて 

「近代化法（ＧＭＧ）」を中心に概観するとともに、公的医療保険制度や関連する制度の周辺

事情についても若干の検証を行ってきたが、「近代化法」を契機としてドイツの医療保障制度の

あり方が大きく変容したことを確認できた。 
一つには、「公的医療保険の守備範囲」に着目してメスが入れられたこと、また患者負担のあ

り方という側面でも、新たに「診察料」という性格の要素と手段を導入、さらに、従来から設け

られている「給付項目別の一部負担」についても新たな視点から修正の手が加えられた。 
患者サイドからみれば、かなりの負担増に結びつく改革であることは間違いないが、敢えて社

会民主党（ＳＰＤ）主導の政権下でこのような改革が与野党間の調整を経て実現できたという事

実の重みは大きい。紙幅の関係で割愛せざるを得なかったが、民間医療保険の活用（歯科補綴の

給付を法定給付カタログから廃止。05 年から付加保険制度を導入）を手段とした公的医療保険

のスリム化（補綴は個人差が大きく、費用が嵩むことから金食い虫といわれてきた）をねらった

発想は日本の制度運営の現場からみればユニークそのものである。 
ある世論調査によれば、今回の一連の医療改革を通じて、ドイツ国民が最も嫌悪感を示したこ

とは四半期ごとに初診の際に患者が支払うこととされた「診察料」といわれている。既述のよう

に 04 年１月、多くの診療所でトラブルが多発し収拾に時間を要したことは記憶に新しい。だが、

その傍らで「家庭医モデル」のプログラムが動き出し、特定の州レベルの取り組みにも注目と関

心が集まっているなど興味深いものがある。この国における動向については、将来のわが国にお

ける政策論議にも少なからず影響をもたらすものと考えられるので、今後も注視の姿勢を保ちつ

つ見極めていくこととしたい。 
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6-4．2004 年前後の主要な動向 
1998 年秋から政権を握るＳＰＤ（ドイツ社会民主党）のシュレーダー（Schroeder）首相が窮地

に追い込まれている。地方選を通じて政権基盤を脅かされ、任期を 1 年残してはいるものの、2005
年９月 18 日には異例の前倒し選挙が実施されるはこびとなった。政権復活を狙う最大野党ＣＤＵ

（キリスト教民主同盟）の党首・メルケル（Merkel）女史の選挙戦に挑む意気込みは相当なもの

で、シュレーダーは首相就任いらい最大の試練に遭遇している。現政権は若年者の高失業率を解決

できていないことや、医療保険制度の改革を通じて患者負担の大幅増をもたらすなど、総じてその

社会政策手腕には常に「不人気」が付いて回ったことも事実。今後、〈緑の党/連合 90〉との連立

基盤を保つことが出来るのか、否か、ドイツの政局運営の舵取りに大きな関心と熱い視線が集まっ

ている。 
 

6-4-1.連邦統計庁が 2003 年度の「医療費支出」（Gesundheitsausgaben）を公表 

・国民 1人当たり 2900 ユーロ 

連邦統計庁（Statistisches Bundesamt.:ウィスバーデン市所在）がこの春公表（3-4/2005 
Gesundheits-und Sozialpolitk 参照）したところによると、2003 年度の「総医療費」は 2397 億ユー

ロで、国内総生産（GDP）に占める割合は 11.3％。対前年度比２％増（2002：＋3.2％）だった。

その結果、国民一人当たり医療費は 2900 ユーロ（2002：2850 ユーロ）であった。同庁によると、

「2004 年度の医療費支出動向」（Daten zur Entwicklung der Gesundheitsausgaben im Jahr 
2004）については 2006 年 3 月に公表される見込みである。既述のとおり、ドイツは 2004 年 1 月

から医療改革を実施し、疾病金庫を通じ思い切った給付の削減による支出の大幅節減が図られたが、

実際、改革の効果のほどは未だデータとして詳らかには確認できるまでに至っていない。 
公にされたデータによると、「総医療費支出」のうち、約 57％が公的医療保険（ＧＫＶ）分で

占められている。2 番目に、家計および民間非営利機関（privaten Organizationen ohne 
Erwerbszweck）が 294 億ユーロ（全体の 12％）、3 番目に民間医療保険（PKV）が 206 億ユー

ロ（同９％）と続く。PKV にかかる医療費増加は 4.5％と著しく、伸び率では他を圧して首位を占

めている。 
現物給付が主流の医療給付のほか傷病手当金のような収入確保にかかる給付（現金給付）にも制

度は対応している。これら給付にかかる総額は 653 億ユーロで、疾病金庫に加入している被保険者

である患者らに支払われている。対前年度比で概観すると、これら現金給付にかかる給付支出は

3.2％（2002：674 億ユーロ）減となっている。 
 

6-4-2. 2004 年度公的医療保険（ＧＫＶ）の収支は 40 億ユーロの黒字計上 

連邦保健・社会保障省の発表によると、2004 年度の公的医療保険の財政収支が最終的に当初の

予測を上回る 40 億 2200 万ユーロの黒字決算となることが分かった。黒字の内訳は旧西ドイツ州

分が 29 憶 6800 万ユーロ、旧東ドイツ州分が 10 憶 5400 万ユーロである。2003 年度の収支決算で

は、ドイツ全国で約 35 億ユーロの赤字だっただけに、その好転ぶりが注目されている。黒字への

転換を可能ならしめた要因について専門家筋は多くの理由を挙げているが、①保険開業医、保険歯

科開業医の治療にかかる給付支出がそれぞれ 5.8％、3.9％と有意に下がったこと、②同様に、薬剤

（-9.5％）、治療材料（-14.9％）、移送・交通費（-8.1％）そして傷病手当金（-8.5％）の各給付

支出も顕著に下がったことを挙げる一方、③病院（入院）治療（1.5％）と在宅看護（5.6％）の両

給付項目においては支出増をもたらしている。また、疾病金庫の事務管理費（Verwaltungskosten）
については旧西ドイツ州で 0.6％の増加となっているのに対して旧東ドイツ州ではその 5 倍に相当

する 3.0％の減となっており、両者の間に生じたコントラストに関心が集中した。 
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給付支出額は公的医療保険（ＧＫＶ）全体で 3.3%下げているが、保険料収入は 1.3％増加してい

る。2004 年当時に存在した計 267 の公的医療保険者（疾病金庫）全体の保険料収入総額は、1422
億 1500 万ユーロ、一方、総支出額は 1399 億 3100 万ユーロだった。 

 
公的医療保険（ＧＫＶ）の主要給付項目別にみた財政収支の変動率（2004/2003） 

（被保険者 1人あたり、単位：％） 

給付項目 旧西独州地域 旧東独州地域 全 国 

医師による治療 -5.7 -6.9 -5.8

歯科医師による治療（歯科補綴を除く） -3.7 -5.0 -3.9

歯科補綴 -4.2 -0.9 -3.7

薬剤 -9.4 -10.0 -9.5

治療材料 -15.0 -14.5 -14.5

各種療法 -4.5 -9.7 -5.2

病院（入院）治療 1.3 2.1 1.5

傷病手当金 -3.6 -8.0 -8.5

移送（交通）費 

予防及びリハビリテーション措置 

-8.2

-7.1

-7.8 

-3.2 

-8.1

-6.5

社会サービス／予防 6.1 7.2 6.3

早期発見措置 21.7 28.9 22.8

妊娠・母性 7.5 15.7 8.5

在宅看護 6.6 1.6 5.6

死亡一時金 -94.6 -95.3 -94.7

給付支出額計 

事務管理費 

-3.3

0.6

-3.3 

-3.0 

-3.3

0.0

保険料収入計 1.5 0.2 1.3

 
ちなみに、 2004 年末時点における公的医療保険者の内訳は、「職員代替金庫」：

Angestellten-Krankenkassen 7、「労働者代替金庫」：Arbeiter-Ersatzkassn  3、「一般地区

疾 病 金 庫 」 ： Allgemeine-Ortskrankenkassen ； AOK  17 、 「 企 業 疾 病 金 庫 」 ：

Betriebskrankenkasse；BKK 209、「連邦鉱山従事者組合」：Bundesknappschaft  1、「同

業 者 疾 病 金 庫 」 ： Innugskrankenkasse;IKK  19 、 「 農 業 者 疾 病 金 庫 」 ：

Landwirtschaftliche-Krankenkasse  9、「海員疾病金庫」：See-Krankenakasse  1 となって

いる。 
 
6-4-3. 両代替金庫と一般地区疾病金庫で加入者減に歯止め 

ドイツでは被保険者が自らの自由意思で加入する医療保険者（Krankenkasse）を選択できるし

くみが整備されている。実際に被保険者の移動が始まった 1996 年から数年間は企業疾病金庫

（BKK）への大量移籍がみられるなど、「公的分野の市場開拓」は凄まじいものであった。メディ

アを活用した大掛かりな顧客（被保険者）開発・誘致に対しては行政当局が「行き過ぎ」を警告し

たケースも何件か報告されるなど、一部で混乱も生じた。新しいしくみが機能し始めてから 10 年

（もともと 1992 年 12 月成立のＧＳＧ＝医療構造法を法的根拠とする）が経過するが、ここへき

て、被保険者の移動現象は停滞（Stillstand）気味の様相を呈してきた。 
2004 年 10 月 1 日現在、一般地区疾病金庫（AOK）には約 1860 万人（被保険者本人のみ）が、

代替金庫（職員用と労働者用の 2 種類）には約 1590 万人、そして企業疾病金庫（BKK）には約
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1030 万人がそれぞれ加入している。2004 年１月から同 10 月までの間に AOK は約 4 万人の被保

険者を喪失している。この数は、2003 年の同期間における喪失者数 21 万 3000 人と比べれば、だ

いぶ落ち着きを呈してきたと言えよう。 
職員代替金庫にあっては、2003 年 1 月から同 10 月までの間に、何と、60 万人からの被保険者

を喪失した経緯があるが、2004 年においては反転して 8 万人を上回る新たな被保険者の獲得に成

功している。 
明暗を分けるかたちで企業疾病金庫にあっては、2003 年 1 月から同 10 月までの間に約 67 万人

からの新規顧客の獲得に成功したが、翌 2004 年には趨勢がガラリと変わって約 8 万 2000 人の顧

客を喪失している。こうした現象をもたらした要因等については様々な主張が論文などに掲載され

ているが、ここでは割愛する。 
 

6-4-4. 2004 年度薬剤給付費の支出が顕著な下げ記録 

公的医療保険（ＧＫＶ）から支払われる薬剤にかかる給付支出が 2004 年度、顕著なまでの“節約

モード”で推移してきたことが分かった。企業疾病金庫連邦連合会（BKK-BV）の調べによると、1
年前の 2003 年度においては、薬剤にかかる給付支出額は 228 億ユーロに達していたが、2004 年

「医療改革法」（公的医療保険近代化法）施行の効果によって 2004 年度の支出額は 204 億ユーロ

まで下げた。したがって、薬剤給付の分野にあっては対前年度比 10.5％の給付額減（最終的な節減）

を達成したことになる。 
このように顕著なまでの節約を達成し得た理由として BKK-BV の専門家は、①処方箋不要薬剤

（対軽微疾患用の医薬品が中心）の給付カタログからの抹消（自己負担化）、②医薬品製造企業に

対する高い割引率の適用及び公的医療保険の加入者に対する「高い一部負担」の適用による影響が

大きい、としている。 
 
6-4-5. ミクロセンサス調査による医療保険の適用実態が明らかに 

前回（1999 年）に引き続き、連邦統計庁から 2003 年 5 月時点における「ドイツ国民の医療保険

の 種 類 別 適 用 実 態 」 （ Bevoelkerung im Mai 2003 nach Art des 
Krankenversicherungsschutzes）が詳らかにされた。同庁が毎年刊行している「統計年報」

（Statistisches Jahrbuch）2004 年版によれば、総人口 8250.2 万人のうち、公的医療保険者であ

る一般地区疾病金庫（ＡＯＫ）に 36.1％、労働者及び職員代替金庫（Ersatzkasse）に 27.2％、企

業疾病金庫（BKK）に 16.0％、同業者疾病金庫（IKK）に 5.4％、農業者疾病金庫（LKK）に 1.4％
がそれぞれ加入している。 
官吏や自営業者それに高賃金の被用者などが加入している民間医療保険（PKV）には 9.7％が、

兵役・懲役刑期中の者などが対象となる特別制度や海員疾病金庫、連邦鉱山従事者組合の加入者が

全体で 2.2％となっている。 
なお、公的制度や民間医療保険のいずれにも加入していない、いわゆる「無保険者」（Nicht 

krankenversichert）が 0.2％（男＝11 万 4000 人、女＝7 万 5000 人）いる。 
これら「無保険」の人たちは、「アメリカの無保険者」（4 千数百万人とも言われる）とは基本

的に異なり、総じてきわめて富裕層といわれる。したがって、診察や手術を受ける際に発生する自

由診療分の医療費については全額ポケットマネーから支弁することになる。 
 
6-4-6. 「国民病」（Volkskrankheit）の実態も明らかに 

2003 年のドイツ全国における死亡者総数は 85 万 3946 人（前年：84 万 1686 人）だった。男女

の計でみた死亡者数の 1 位は ICD-10 による Pos.Nr.（No.）に準拠すれば、Ｉ125「慢性虚血性心

疾患」（Chronische ischaemische Herzkrankheit）9 万 2673 人（全体の 10.9％）、同第 2 位は、
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I121「急性心筋梗塞」（Akuter Myokardinfarkt）6 万 4229 人（7.5％）、3 位は、I50「心不全」

（Herzinsuffizient）5 万 9117 人（6.9％）、4 位は、C34「気管支および肺の悪性新生物」（Boesartige 
Neubilding der Bronchien und der Lunge）3 万 9286 人（4.6％）、5 位は、I64「脳血管発作、

脳出血または脳梗塞と明示されないもの」（Schlaganfall,nicht als Blutung oder Infarkt 
bezeichnet）3 万 7579 人（4.4％）、6 位、J44「その他の慢性閉塞肺炎症」（Sonstige chronische 
obstructive Lungenkrankheit）2 万 1282 人（2.5％）、７位、J18「肺炎・病原体不詳」（Pneumonie, 
Erreger nicht naeher bezeichnet）２万 0888 人（2.4％）、第８位、C18「直腸の悪性新生物」

（Boeseartige Neubildung des Dickdarmes）１万 9925 人、（2.3%）、9 位、C50「乳房の悪性

新生物」（Boesartige Neubildung der Brustdruese［Mamma］）1 万 7437 人（2.0％）、そして

10 位が、E14「詳細不明の糖尿病」（Nicht naeher bezeichneter Diabetes mellitus）1 万 6678
人（2.0％）となっている。 

男女の相違についてみると、第１位はともに「I125」であったが、死亡者総数に占める割合は、

男性 9.7％に対して女性は 11.8％で女性が 2.1 ポイント上回っている。また、「C34」については

男性が３位であるのに対して女性は８位だった。そのほか、男性の 10 位、K70「アルコール性肝

疾患」は、女性の上位 10 位までにはランクされていない。 
 
6-4-7. 統計から垣間見られる医療提供体制の変容 

ドイツ国内でも大変ポピュラーな週刊誌「DER SPIEGEL」の近刊号（32／2005）でドイツ医

療の（とりわけ医療提供実態）状況が分かりやすく紹介されている。かいつまんで一部をなぞって

みたい。 
 
a） “不健全な医療費支出”の成長率 

シリーズの冒頭を飾るイントロダクションの一節。「ドイツのように巨額をその国民のための

医療費として費やし続けている国は世界中を見渡しても他にみられない」。―― 辛らつに映る描

写で記事の書き出しは始まっている。1970～2004 年までの間に国内総生産（GDP）の成長率は

527％（1991 年以降は現在の再統一後のドイツ）であるが、同期間における公的医療保険（GKV）

からの給付支出の伸び率は 975％で、前者の伸びを 1.85 倍も上回って推移している。先ずは、こ

のように医療費支出の突出した伸び率を国内総生産と比較して浮き彫りにしている。つづいて本

文に移る。 
ここでは、シュミット連邦保健・社会保障相の右腕となって行政手腕を発揮している同省のク

ニープス（Knieps.F:医療保険および介護保険担当局長）の俊敏さと信頼に値する評価点を強調し

て「医療保障制度の課題に関する疑念が生ずれば、すぐにクニープス氏へ電話で連絡をとる」と

している。クニープスの前職は AOK-BV（一般地区疾病金庫連合会；ボン市所在）の組織政治部

長。それだけにクニープスは高級官僚にスカウトされた後も、社会法典（Sozialgesetzbuch）の

執筆作業の最前線に加わり、文字通りシュミット女史の秘蔵子としての地位を不動のものとした。 
最近にいたる医療提供体制、医療保険および介護保険に関連したパラグラフ（条文）の補筆作

業等は彼自らが中心となって仕上げてきた力作でもある。 
さて、“クニープス統計”によれば、「（ドイツの）医療保険制度の運営はうまく行きつつある」。

その根拠として、2004 年度は国民の（医科）外来受診率が 10％落ちた（対前年度比）。また、

傷病を前提とした欠勤が 0.3 日減少している（同）。加えて、医師の処方箋持参が義務付けられ

ている医薬品（薬局の窓口で交付される製品箱数＝包装パッケージ）が 550 万個も減少（同）し

ている実態を挙げている。 
さらにそれを補強する材料として、各種の個別疾病金庫における有意な取り組みについても言

及している。例えば、多くの疾病金庫が指導力を発揮しながら実践している禁煙運動（アンチ・
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ニコチン・アクションプログラム）、持続性と計画性（到達目標の設定）を旨に実践するスポー

ツの推奨ならびに糖尿病患者等を対象にした食餌療法に関係した知識技能の研磨などへの取り組

みが EBM をともなって、行われていることも「健康なドイツ人を創る」テコの役割を果たすの

に一役買うことに繋がるだろう。 
 
b） 医療提供体制の整備と国民の健康度の関係 

潤沢にカネをかけ、医療提供体制が人的（配置）にもハコ物的にも充実していれば、国民の健

康度が上昇するか、否かについてはわが国においてもこれまで種々の場面で専門家を巻き込み大

きな議論となってきた経緯がある。併せて、健康診断（健診、検診）や予防手段の有効性などに

ついても近年は幅広の意見交換や議論が活発化している。 
2003 年の OECD データによると、国内総生産（BIP）に占める「医療費」（Gesundheitskosten）

の割合はアメリカが 15.0％と、断トツに高い割合を示している。以下ヨーロッパの主要国につい

て概観してみると、ドイツ（11.1%）、フランス（10.1％）、イギリス（7.7％）となっている。

最新の公式統計によると、アメリカの次（第２位）にスイスを挙げている。ドイツは 3 位となる

わけである。 
次いで「人口千人あたり医師数」についてみる。ドイツ 3.4 人、フランス 3.4 人、デンマーク

2.9 人、アメリカ 2.3 人、イギリス 2.2 人である。「人口千人あたり病院病床数」はどうか。ドイ

ツ 8.9 床、オーストリア 8.4 床、フランス 7.8 床、オランダ 4.6 床、デンマーク 4.1 床となってお

り、ドイツの“過剰病床”ぶりが浮き出ている。一番注目に値する「平均寿命」は、フランス 79.4
歳、イギリス 78.5 歳、ドイツ 78.4 歳、デンマーク 77.2 歳、アメリカ 77.2 歳となっている。 
視点を若干かえて「薬剤師１人当たりの受け持ち住民数（2002 年）」はどうだろうか。デンマー

ク 1 万 8406 人、イギリス 4889 人、スイス 4368 人、ドイツ 3858 人（2004 年）となっている。

よく知られているように、ドイツ人は「欧州ナンバー・ワン（Europameister）の薬剤消費者」

である。これを裏付けるように、ドイツの街中を歩くと分かるが、パン屋（Baeckereien）やガソ

リンスタンド（Tankstellen）の数を上回る薬局が開店している。 
このように概観してくると、まず、保健医療分野への投資量（金額）と国民の健康度を直接的

に有意に結びつける因果関係は明確には特定できない。また、国民保健サービス（NHS 方式）を

採用している国と保険制度（Versicherungssystem）を採用している国との間にも国民の健康度

を左右するメルクマールとなるような客観材料はとくに見当たらない。 
それどころか、世界一の医療費消費大国であるアメリカ人の平均寿命は北欧のデンマークとほ

ぼ同じ77.2歳にとどまっている。ドイツにしても、第２位の医療費消費国であるにもかかわらず、

平均寿命は 78.4 歳である。それに引きかえ、医療費支出がドイツより低く、しかも病床数もドイ

ツより有意に少ないフランスの方が、平均寿命は 79.4 歳と、より長寿を達成している。要するに、

ドイツの医療提供体制そのものは、他の先進国と比較して遜色のない水準を具備しているが、国

民あるいは住民の立場の目線でみる限り、十分に医療資源やノウハウを活用し切れていないので

はないか。また、長年にわたる国内での「常識」が国際舞台ではもはや通用しない制度疲労をも

たらしていないか、改まった精緻な検証も必要だろう。 
そんな観点から、いま、ドイツでは医療提供体制の改革にも本格的なメスを入れる必要性に迫

られている。入院（病院）部門然り、薬剤部門然り、治療材料（Hilfsmittel）部門然りである。

入院部門については、（一応）2007 年をメドに D-DRG が原則、すべての病院に導入されること

が決まっているし、薬剤部門についても、公的医療保険の領域で用いられる製品にかかる消費（附

加価値）税率の引き下げなども検討課題として挙がっている。通常課税率が 16％で、フランスや

デンマークなど周辺国よりは低めの水準にあることから論議を呼びそうであるが、極めて政治色

の強い問題であることからして、いずれも本格的な論議は 2005 年９月 18 日の連邦議会
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地中海沿岸の諸国では、共通現象として「低医療費」という事実とイタリアを筆頭とする「そ

こそこ長寿命」の状況がみてとれる。最後にドイツはどうか。一目瞭然であるが、「高医療費」

の割には寿命の伸びが感じられない。ドイツよりも低医療費のフランス、イタリア、スペイン、

オーストリアなどの国々の方が平均寿命は長い。コストパフォーマンス面からの洞察も含めて興

味ある結果を示しているといえよう。 
詳細は http://www.share-project.org を参照願いたい。 

 
6-4-8. 病院関連諸指標の改善が進む 

（１） 病院及び病床数の削減 

旧東西両ドイツの再統一から間もない 1995 年当時、ノルトライン・ヴェストファーレン州エッセ

ン（Essen）市に本部を構える BKK-BV（企業疾病金庫連邦連合会）のシュマインク理事長ら幹部

が集まり、医療保険者が当面する政策課題について論議を交わす中で、「この国の病院問題を解決

できれば、ノーベル賞メダルを一度に２個もらえる可能性も捨てがたい」といった発言が飛び出し

た。ここでいう「病院問題」の中核とは、豪華なシティホテルのスイートルームの宿泊料をはるか

に上回る病院療養日額（＝入院料）の是正であり、また周辺諸国のレベルを超えて推移している平

均在院日数の短縮化をねらった病床数の削減にある。 
当時、このような議論が活発化した背景には、1990 年 10 月の「統一ドイツ」の実現を経て、旧

東ドイツ州における社会保障制度を速やかに旧西ドイツ州並みの水準にもってくることがコール首

相（当時；CDU）の肝煎りで進められていた時期と重なるが、病院問題の根本的解決により、各

医療保険者にとって最大の政策目標である「保険料負担の軽減」を達成することに繋がるとの共通

認識があった。 
病院総数の推移についてみておきたい。ドイツ再統一の実現をみた翌 1991 年に 2411 病院を数え

たが、その後は毎年コンスタントに減らし（1997－98 年には、5 病院の増）続け、2003 年には 2197
病院となっている。また、同期間における病床総数も 66 万 5565 床から 54 万 1901 床と、約 12
万 3700 床の減を達成している。12 年間にわたり、年平均１万床超の削減を果たしてきたことにな

る。 
 
（２） 病床利用率（Bettenauslastung）及び平均在院日数（Verweildauer=length of stay） 

病院数及び病床数の削減とともに、病床利用率も 1991 年の 84.1％が 2003 年には 77.6％まで落

としている。平均在院日数も 1991 年の 14.0 日が 2003 年には 8.9 日と、12 年間に 5.1 日の短縮を

果たした。州別に概観してみると、東部のメクレンブルク-フォアポメルン（州都＝Schwerin）で

は 8.0 日と、全国で最も入院日数が短期間だった。一方、同じ東部のザクセン州（州都＝Dresden）
では 9.5 日で、全国最長であった。「供給が需要を喚起する」という医療経済学の視点から入院日

数の短縮に努めてきた連邦政府（保健・社会保障省）や各疾病金庫並びに民間疾病保険（PKV）の

各サイドは一様に短縮化が図られていく状況を歓迎しているが、オランダなど隣接諸国のように、

なお一層短縮をめざしていきたい考えである。 
 
 
（３） DRG の導入完了は 2009 年までずれ込みか？ 

病院（＝入院）における DRG の導入は豪州（オーストラリア）版 DRG のパテントを買い、そ

れをもとに開発を進めてきた。すでに病院に対しては 2003 年を任意の参入期間、2004 年を法に基

づく強制参加とする決定（2007 年の完全導入）を周知するとともに種々の準備が進められてきた

経緯があるが、その間にあって保険者（疾病金庫）側と病院側の協議交渉が思いの外難航したこと

により、ドイツの全病院に D（ドイツ型）-DRG が導入される期日が大幅に遅れることを余儀な 
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くされている。その結果、「DRG の完全導入」の実現は早くとも 2009 年になる見込みである。 
完全導入が図られることにより、精神科や外来手術（amblant-Operation）等の一部の診療科目

や診療分野にかかる例外を除いて病院の診療報酬は D-DRG に基づく算定が基本となろう。DRG
の導入については、すでに 1990 年代の半ばから関係各側において検討が本格化した。病院関係団

体はもちろん、保険者団体でも「病院問題」のリサーチを一手に引き受ける AOK-BV の附属医療

科学研究所（AOK-WIｄO）が多くのエキスパートによる布陣をしく中で精力的な調査・研究活動

を展開してきた。その成果は毎年編纂されている「病院報告」（Krankenhaus-Report）にも反映

されている。ちなみに、この「病院報告」は 1977 年、世界で初めて医療費抑制を直接の目的とし

た立法措置「疾病保険費用抑制法」（KVKG）の施行を記念して設立された AOK-WIdO が編纂の

主導権を握って毎年世に送っている力作である。執筆者には、保健医療協調行動会議（KAiG=わが

国の中央社会保険医療協議会に相当する審議会的機構）の有力メンバーなどが名を連ねているほか、

新鋭の若手研究者による論文も収載されているなど、総じて、「開かれた報告書」のイメージを特

徴とするものとなっている。 
今日、全国の病院総数は 2100 台まで減少してきているが、そのうちの 1 割弱の病院において

D-DRG が未導入となっていることから、当面の課題としてはこれらマイナーグループの病院に対

するスムーズな導入をいかに果たしていくかに掛かっている。また今後、疾病金庫サイドなどから

はD-DRGをツールとした一層の透明性の確保や標準医療の具現化といったことに大きな関心を呼

ぶことになりそうだ。これをベースに、本来の病院間の適切な競争が展開されることが望まれてい

るからである。 
 
（４） 変わる保険開業医に対する報酬の基本 

現行の保険開業医に対する診療報酬の支払方法は、まず、総額予算を疾病金庫から保険医協会（全

国にはすべての州の数 16 を７上回る 23 の保険医協会がある）に支払うことにより、個々の保険開

業医にはそれぞれの診療実績に応じて、保険開業医自身が加入する保険医協会から診療報酬の配分

を受けとることになる。「実績」については、IT 化を通じた統計的審査を伴うもので、診療項目

別に、当該保険医協会の平均値を一定以上上回って「実績」の請求行為があった場合には、当該保

険医協会が組織する〈査問会〉に出頭し説明を求められることもありうるという。 
さて、保険開業医に対する現行の診療報酬支払制度にはこれまでも看過できない問題点が指摘さ

れてきた経緯があるのも事実だ。端的にいえば、20 世紀の終盤から本格化した人口の高齢化を非

常に大きな要因として「医療費の自然増」が進展してきたが、それでも（半ば強制的に）総額予算

の枠内に報酬が抑制されてきたという経緯と事実関係に着目して、現行の総額予算制を廃し、それ

に代わる方式として傷病名ごとに決定される診療報酬点数に診療件数を乗じて得た額を報酬とする

方式を意味する。 
新方式は、2007 年から導入される見通しであるが、罹患率（個別傷病ごとの発生率。予防活動

や健康増進事業に勤しんでいる保険者の罹患率採用に対する反発が強い）の問題や、現行方式では

発生しない後調整（年度末の追加支払い）の影響など懸念材料も残しており、疾病金庫サイドから

強い反発が挙がっているのも事実である。 
 

6-4-9. ウルトラ・オールドの人数顕著なまでの伸び示す 

「高齢者医療費膨らみ続け悲鳴！」――どこかの国のメディアが好んで用いる新聞の見出しかも

知れない。しかし、ドイツではこのような見出しが付されることはまずない。なぜなら、年齢で線

引きをして社会保険制度上の取り扱いを特別にしたり差異を設けたりすることはない（患者一部負

担の減免取り決めに際して満 18 歳未満の者の徴収を免ずる規程等はあるが、年齢を切って高齢者

の一部負担を免じる規程は存在しない。また、介護保険の受給権者の規程に年齢制限は設けられて
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いない、などが参考となろう）からだ。 
そのドイツで、105 歳超のウルトラ・オールドが“激増”している。年金保険制度の将来的安定維

持を模索する上でも参考になるといわれる 10 年前のデータとの比較をみてみる。マックス・プラ

ンク・人口問題研究所（Max-Planck-Institut fuer demografische Forschung（MPI））が発表し

たところによれば、「105 歳超人口は、今から 10 年前の 3 倍に達している」。2004 年に 105 歳超

の者は 332 人を数えた。その数は、10 年前にはそこそこ 100 人を上回るほどであった、という。 
同研究所の調査結果によれば、驚くことに、2 人の国民が 111 歳を迎え、ともに統計を取り始め

てからの最高記録を更新した。 
皮肉なことに、同研究所の発表に続いて連邦統計庁が 2005 年に「高齢者医療費」をテーマにし

た年齢階層別の医療費（額）を発表した。企業疾病金庫連邦連合会の月刊機関誌「Die BKK」にも

図版とデータ（金額）が掲載されたが、前述のとおりきわめて異例の取扱である。 
 
6-4-10. 次期医療改革はすべて総選挙後に 

ドイツ総選挙まで１ヵ月と迫った段階における世論調査では、依然、最大野党会派のキリスト教

民主・社会同盟（CDU・CSU）が支持率 43％で、シュレーダー政権与党の社会民主党（SPD）の

同 29％を引き離し、政権奪還を虎視眈々とねらう勢いである。 
ドイツの多くのメディアが伝えているように、今回選挙の主戦場は「東」にありというわけで、

シュレーダー首相と CDU・CSU の統一女性首相候補メルケル氏はともに、旧東独州地域に乗り込

み、同地域重視の姿勢を強調した。選挙戦の最大争点は約 500 万人に上る失業者対策にある。とり

わけ、失業率が 20％に上る同地域の失業手当削減などの政策手法に不満が拡大した。最大級の社

会政策課題の解決手法として CDU・CSU は失業対策費確保のため、付加価値税（Mehrwertsteuer）
率を現行の 16％から 18％に引き上げるよう提案しているなど、序盤戦から生々しい攻防が繰り広

げられているが、広く、医療分野について概観してみても病院問題や診療報酬に絡む課題をはじめ、

懸案課題が見白押しであることに変わりはない。また、他制度（とくに介護保険制度）との関連か

ら医療保険制度をどのように考えるか、疾病金庫の事務管理費のあり方についてどう考えるべきか、

2005年度に入ってから再び顕著化の動きが垣間見られる薬剤給付費の高騰化にどう対処すべきか、

「東」の医師不足にどのような処方箋を書くべきか等々、アトランダムに並べても枚挙にいとまが

ないほどである。 
しかし、いずれの課題についても来る９月 18 日に実施される連邦議会（下院）議員選挙（総選

挙）の結果をみてからの着手となるわけである。旧東独出身で物理学者のメルケル女史の意気込み

がどこまで通じるのか、また、ピンチに強いといわれるシュレーダー首相に前回（2002 年）総選

挙時のように再度憑きが回ってくるのか、７年ぶりの政権奪還の可否に国の内外から興味と関心を

煽っている。 
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7. 医療に関連する各制度 
 
7-1. 公的介護保険制度 
7-1-1. 公的介護保険制度導入の背景 

ドイツでは 1995 年に公的介護保険制度が導入された。それ以前、介護リスクは基本的に個人が

負い、個人が対応できない場合には社会扶助によって対応していたため、高齢化の進展に伴い地方

自治体の財政負担が重くなっていた。また日本でいう“社会的入院”も存在し、その点からも介護

費用を保障する保険制度が必要となった。 
 

7-1-2. ドイツ公的介護保険制度の特徴 

日本の介護保険法と比較してみると、ドイツ制度の特徴には主に以下のものが挙げられる。 
 

・保険給付の対象者：ドイツでは障害者も含めて介護を必要とするすべての人である。ただし

障害者の入所施設は職業訓練も含み給付限度額も異なるなど高齢者介護

と同一視できない部分もある。 

・現金給付の有無 ：ドイツでは現金給付があり、約 75%の人が選択している。現金給付の場

合には介護サービスの質を確保することが問題となるが、ドイツでは、

家族介護が可能か否か、適切なサービスが行われているかを要介護度認

定機関であるMDKがチェックし、また家族に対する教育も行っている。 

・財源      ：賦課方式による保険料のみの完全な社会保険方式である。 
 

7-1-3. 公的介護保険の財政調整 

公的介護保険でも加入者のリスクの違いによって、財政力が異なるため、保険者である各公的介

護金庫間で財政調整が行われている。公的疾病金庫間の財政調整では、従来の方法を改めてリスク

構造調整という方法が導入されているが、公的介護保険では、リスク構造調整導入以前に公的疾病

金庫間で行われていた財政調整に準じた方法が用いられている。単純に公的介護金庫の支出額、収

入額に応じて、過不足を調整するものである。従って、保険者は個々の公的介護金庫であるが、保

険料率は全国一律の 1.7%であり、過不足は財政調整により各介護金庫間で調整されるため、財政

上はドイツ全国で 1 つの保険者とみなすことができる。 
また公的医療保険の任意加入者は、公的介護保険の強制加入者となる。また民間医療保険の加入

者は民間介護保険の強制加入者となる。民間医療保険がリスク構造調整の対象外であるのと同様に、

民間介護保険は財政調整の対象外である。ただし、民間保険会社間で加入者のリスクが異なるため

民間保険会社間で独自に財政調整が行われている。 
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日英独医療保障関連単語集 

  日本語 ドイツ語 英語 

あ行 
 医師 Arzt physician 

 移送費 
Transportkosten der Patienten ,  
Fahrkosten, 
Überführungsleistung 

patient transport expenditure 

 委託費 Outsourcingkosten outsourcing expenditure 

 1 日当たり診療費 Gesundheitskosten pro Tag, 
Gesundheitausgabe pro Tag 

health expenditure par day  

 一部負担金 Zuzahlung copayment 

 一般病床 Allgemeinbett general bed 

 一般行政事務  Verwaltungangelegenheiten general administrative affairs 

 医薬分業 Trennung von Anordnung der Arzneimittel
und deren Verkauf 

the system of separating dispensing and 
prescribing functions 

 医療技術 (fortgeschrittene) Medizintechnik (advanced) medical technique 

 医療給付 Leistung in medizinischer Versorgung medical benefits 

 医療給付費 Kosten der medizinischen Leistungen, 
Ausgaben der medizinischen Leistungen 

medical care provision expenditure 

 医療供給体制 Medizinische Versorgungssystem medical care delivery system 

 医療計画 medizinischer Versorgungsplan medical care plan 

 医療圏 medizinischer Versorgungsbereich medical care area 

 医療費 Gesundheitsausgabe health expenditure 

 医療費総枠予算制 Ausgabengrenze der Krankenkassen global budget system for health care 

 医療法人 Gesundheitseinrichtung mit dem Status einer
juristischen Person 

medical corporation 

 医療保険 Krankenversicherung(KV) medical insurance 

 医療保険制度 Krankenversicherungssystem medical insurance system 

 応益割 Prinzip des Nutzens benefit principle, benefit component 

 応能割 Prinzip der Zahlungsfähigkeit ability to pay component 

か行 
 介護保険 Pflegeversicherung(PV),(PfV) Long Term Care Insurance (LTCI) 

 外来 ambulante Patienten outpatient 

 外来に係る一般診療費 Gesundheitskosten der ambulanten Patienten general health expenditure of outpatients 

 家族移送費 Überführungsleistung der
Familienangehörigen 

transport expenditure of family members 

 家族埋葬料 Sterbengeld der Familienangehörigen funeral allowance for family members 

 加入者数 Anzahl der Versicherten, 
Anzahl der Mitglieder 

number of participants in medical insurance

 看護師 Krankenpfleger/in nurse 

 看護費 Krankenpflegekosten nursing expenditure 

 感染症病床 Betten für Infektionskrankheiten bed for infectious diseases 

 基準病床数 Standardanzahl der Betten standard number of beds 
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  日本語 ドイツ語 英語 

 規制改革 Regulierungsreform regulatory reform 

 規則 Regelung(en)  regulations 

 機能分化 Funktionsaufteilung (der Betten) division of the functions (of beds) 

 機能連携 Koordinierung (der medizinischen
Einrichtungen) 

coordination (of medical institutions) 

 給付費 Leistungskosten benefits provision expenditure 

 給付率 Leistungsquote benefit rate 

 共済組合 genossenschaftliche Versicherung mutual aid associations 

 拠出金 Beitrag contribution 

 行政処分 Verwaltungsmassnahmen administrative disposition 

 組合管掌健康保険 Krankenkassengenossenschaften society-managed health insurance 

 結核病床 Betten für Tuberkolosekranke bed for tuberculosis patients 

 現金給付 Geldleistung cash benefits 

 健康診断 Gesundheitsuntersuchung health examination 

 健康保険 Krankenversicherung(KV) Employees’ Health Insurance (EHI)  

 健康保険組合 Krankenkasse health insurance society 

 健康保険法 Krankenversicherungsgesetz Health Insurance Law 

 検査 Untersuchung medical examination 

 現物給付 Sachleistung benefits in kind 

 公衆衛生 öffentliche Hygiene public health 

 公費負担医療給付 öffentlich finanzierte medizinische
Versorgungen 

publicly-funded medical benefit 

 高齢者医療費 Gesundheitskosten der älteren Menschen, 
Gesundheitausgabe der älteren Menschen 

health expenditure for the elderly 

 国民医療費 nationale Gesundheitskosten national health expenditure 

 国庫負担 öffentliche Finanzierung state contribution 

 混合診療禁止 Verbot der gemischten Versorgung von
versicherte und nicht versicherte Behandlung

prohibition of mixing of insured and 
uninsured medical care 

さ行 
 再診料 Gebühren bei der Folgebehandlung subsequent visit fee 

 在宅サービス Dienst zu Hause,  
ambulante Dienste 

domiciliary services 

 差額ベッド Sonderbetten auf Zuzahlung pay bed 

 歯科医師 Zahnarzt dentist 

 事業主 Arbeitgeber employer 

 自己負担 
Zuzahlung, 
Selbstbeteiligung, 
Selbstbehalt 

patient cost-sharing 

 自己負担限度額 Zuzahlungsgrenze maximum amount of patient cost-sharing  

 疾病金庫 Krankenkasse (KK) sickness fund 

 支払請求のオンライン化 Abrechnung auf Online Basis on-line claim for medical fees 
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  日本語 ドイツ語 英語 

 事務費 Verwaltungkosten, 
Verwaltungausgaben 

administrative expenditure 

 社会的入院 Krankenhausaufenthalt aus sozialen Gründensocial hospitalization 

 手術 Operation surgery 

 受診件数 Anzahl der erhaltenen medizinischen
Leistungen 

number of medical cares received 

 受診率 
Rate der erhaltenen medizinischen
Leistungen (pro Versicherte, innerhalb eines
bestimmten Zeitraums) 

medical care receiving rate 

 出産育児一時金 Entbindungsgeld ump sum childbirth allowance 

 出産手当金 Mutterschaftsgeld maternity allowance 

 償還払い方式 Rückzahlungssystem reimbursement system 

 ショートステイ teilstationäre Pflege short stay 

 傷病手当金 Krankengeld sickness and injury allowance 

 条例 Verordnung bylaw, ordinance 

 職域保険 Arbeitnehmerkrankenversicherung occupational insurance 

 助産所 Entbindungsheim maternity clinic 

 初診料 Erstuntersuchungsgebühr, 
Praxisgebühr 

first visit fee 

 処置 Prozedur, 
Behandlung 

surgery 

 審査・支払 Prüfung und Zahlung evaluation, payment 

 診察 Untersuchung medical consultation 

 診療所 Klinik, Arztpraxis (unter 20 Betten) clinic 

 診療日数 Anzahl der Behandlungstage number of days of medical care 

 診療報酬 Vergütung medical fee 

 診療報酬請求書 Vergütungsrechnung bill for medical fees 

 診療報酬体系 Vergütungssystem medical fee schedule 

 診療報酬（点数）表 Einheitlicher Bewertungsmaßstab (EBM)  (flat) medical fee (point) schedule 

 生活習慣病 lebensstilbedingte Krankheiten lifestyle-related disease 

 生活保護（社会扶助） Sozialhilfe public assistance 

 精神病床 Krankenbetten für psychiatrische Patienten bed for mental patients 

 制度設計 Systemplanung system designing 

 制度の一元化 Vereinheitlichung der Systeme establishment of the (a) unified system 

 税方式 steuerfinanziert tax method 

 船員保険 
海員疾病保険 See-Krankenversicherung, 
海員疾病金庫 See-Krankenkasse Seamen’s Insurance 

 総医療費 gesamte Gesundheitsausgabe total expenditure on health 

 総枠 Budget budget 

 措置制度 Verwaltungsmaßnahmen administrative disposition 
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  日本語 ドイツ語 英語 

た行 
 地域保険 regionale Versicherung regional insurance 

 通所介護 ambulante Pflege commuting for care 

 通所リハビリテーション ambulante Rehabilitation commuting rehabilitation 

 定額払い方式 Festbetrag fixed-amount payment system 

 出来高払い制 Einzelvergütungssystem fee-for-services payment system 

 電子カルテ elektronisches Krankenblatt electronic medical record 

 電子レセプト elektronische Rechnung electronic claim for medical fees 

な行 
 入院 Aufnahme ins Krankenhaus inpatient, hospitalization 

 入院時食事医療費 Verpflegungskosten während des
Krankenhausaufenthaltes 

food expenditure of inpatients 

 入院に係る一般診療費 Gesundheitskosten der Krankenhausaufenthalte general health expenditure of hospitalization

 入院料 Krankenhausgebühren hospital fee 

 任意給付 freiwillige Leistung voluntary benefits 

は行 
 反射的利益 reflexartiges Interesse reflex interests 

 ～費 

費用 Kosten,  
支出 Ausgabe,  
手当 Geld,  
給付 Leistung 

expenditure 

 病院 Krankenhaus  hospital 

 病院債 Krankenhausanleihe hospital bond 

 被用者保険 Arbeitnehmerversicherung employees’ insurance 

 包括払い方式 Pauschalvergütungssystem capitation system 

 法定給付 gesetzliche Leistung legal benefits 

 訪問介護 ambulante Pflege home-visit care 

 訪問看護 ambulante Krankenpflege home-visit nursing 

 訪問リハビリテーション ambulante Rehabilitation home-visit rehabilitation 

 保健医療制度 Gesundheitswesen health care system 

 保険給付 Versicherungsleistung insurance benefits 

 保健師 Gesundheitsberater/in public health nurse 

 保健事業 Gesundheitsdienste im öffentlichem Bereich
health and welfare activities, (public) health 
services 

 保険薬局 Apotheken, die Verschreibung annehmen insurance pharmacy 

 保険料 
民間保険料 Prämie,  
社会保険料 Beitrag 

民間保険料 premium,  
社会保険料 contribution 

ま行 

 埋葬料 
死亡一時金 Sterbegeld, 
埋葬料 Beerdigungsgebühren funeral allowance 

 明細書 Einzelaufzählung claim for medical fees 

 目的税 zweckgebundene Steuer earmarked tax, object tax 

や行 
 薬剤師 Apotheker pharmacist 

 薬価基準 Gebührenordnung der Arzneimittel drug tariff 

 薬局 Apotheke pharmacy 
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  日本語 ドイツ語 英語 

 要介護者 Pflegebedürftige person requiring long-term care 

 要介護認定 Einstufung der Pflegebedürftigkeit certification of long-term care need 

 要支援者 Hilfsbedürftige person requiring support 

ら行 
 療養型病床群 Krankenbetten zum Heilverfahren sanatorium-type ward 

 療養の給付 Sachleistung der Krankenversicherung medical care benefits 

 療養費 Geldleistung der Krankenversicherung health expenditure 

 療養病床 Krankenbetten zum Heilverfahren sanatorium type bed 

 レセプト Rezept claim (for medical fees) 

 老人医療 Gesundheitswesen der älteren Menschen health care for the elderly 

 老人医療費 Gesundheitskosten der älteren Menschen 
health expenditure of the elderly,  
the elderly’s health expenditure 

 老人保健事業 Gesundheitsdienste für ältere Menschen health services for the elderly 

 老人保健制度 Gesundheitliches und medizinisches 
Versorgungssystem für ältere Menschen 

health and medical service system for the 
elderly 

 老人保健法 Gesetz zur Krankenpflege und medizinischer
Versorgung für ältere Menschen 

Health and Medical Service Law for the 
Elderly 

 老若比率 Verhältnis der Gesundheitskosten der älteren
und jüngeren Menschen 

gap between health expenditure of the 
elderly and young people 

 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ドイツ医療関連データ集【2004 年版】 
 

平成 17 年 3 月 
 

発行: 財団法人 医療経済研究・社会保険福祉協会 

   医療経済研究機構 
 

  〒105-0003 東京都東京都港区西新橋 1-5-11 
  第 11 東洋海事ビル 
  TEL: 03 (3506) 8529 
  FAX: 03 (3506) 8528 

 
No. 04601a 

 
 

本報告書の一部または全部を問わず、無断引用、転載を禁ずる




